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令 和 ３ 年 第 １ 回

沖縄県議会（定例会）

開会の日時、場所

年月日 令和３年３月12日（金曜日）

開 会 午前10時１分

散 会 午後６時16分

場 所 第７委員会室

本日の委員会に付した事件

１ 甲第１号議案 令和３年度沖縄県一般会計予

算（出納事務局、監査委員事務局、人事委員

会事務局及び議会事務局所管分）

２ 甲第１号議案 令和３年度沖縄県一般会計予

算（企画部所管分）

３ 予算調査報告書記載内容等について

出席委員

委員長 又 吉 清 義君

副委員長 島 尻 忠 明君

委 員 仲 村 家 治君 花 城 大 輔君

仲 田 弘 毅君 当 山 勝 利君

仲宗根 悟君 西 銘 純 恵さん

渡久地 修君 國 仲 昌 二君

山 里 将 雄君 平 良 昭 一君

當 間 盛 夫君

説明のため出席した者の職、氏名

企 画 部 長 宮 城 力君

企 画 部 参 事 宮 平 尚君

企 画 調 整 課 長 喜舎場 健 太君

企 画 調 整 課 副 参 事 武 村 幹 夫君

企 画 調 整 課 副 参 事 花 城 安 博君

企 画 調 整 課 副 参 事 宮 城 直 人君

交 通 政 策 課 長 金 城 康 司君

交 通 政 策 課 寺 本 美 幸さん
公 共 交 通 推 進 室 長

交 通 政 策 課 副 参 事 大 嶺 寛君

県土・跡地利用対策課長 名 城 政 広君

科 学 技 術 振 興 課 長 金 城 克 也君

総 合 情 報 政 策 課 長 加賀谷 陽 平君

地 域 ・ 離 島 課 長 森 田 賢君

会 計 管 理 者 伊 川 秀 樹君

会 計 課 長 比 嘉 千 乃さん

物 品 管 理 課 長 上 原 直 美さん

監 査 委 員 事 務 局 長 渡嘉敷 道 夫君

監 査 課 長 仲 村 留美子さん

人 事 委 員 会 事 務 局 長 大 城 直 人君

総 務 課 長 宮 城 和一郎君

職 員 課 長 安 里 克 也君

議 会 事 務 局 長 勝 連 盛 博君

総 務 課 長 前 田 敦君
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○又吉清義委員長 ただいまから、総務企画委員会

を開会いたします。

「本委員会の所管事務に係る予算議案の調査につ

いて」に係る甲第１号議案の調査及び予算調査報告

書記載内容等についてを一括して議題といたします。

本日の説明員として、企画部長、会計管理者、監

査委員事務局長、人事委員会事務局長及び議会事務

局長の出席を求めております。

これより、会計管理者、監査委員事務局長、人事

委員会事務局長及び議会事務局長から関係予算議案

の概要説明を一括して聴取した後、関係部局予算議

案を調査いたします。

まず初めに、会計管理者から出納事務局関係予算

議案の概要の説明を求めます。

伊川秀樹会計管理者。

○伊川秀樹会計管理者 おはようございます。よろ

しくお願いいたします。

出納事務局所管の令和３年度一般会計歳入歳出予

算の概要について、サイドブックスに掲載されてお

ります令和３年度当初予算説明資料出納事務局に基

づきまして御説明いたします。

資料の１ページ目の部局別歳出予算総括表をお開

きください。

表の下から６番目、出納事務局の欄を御覧くださ

い。

出納事務局における令和３年度歳出予算額は、７億

1672万8000円となっております。

続きまして、一般会計の歳入予算の概要について、

御説明申し上げます。

資料の２ページをお開きください。

表の一番上、合計欄を御覧ください。

出納事務局が所管する歳入予算の総額は101万

総務企画委員会記録（第４号）
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6000円で、前年度と比較して1086万円の減額、率に

して91.4％の減となっております。主な要因といた

しましては、不用品売払代及び県預金利子の減となっ

ております。

続きまして、一般会計の歳出予算の概要について、

御説明申し上げます。

資料の３ページをお開きください。

表の一番上、合計欄を御覧ください。

出納事務局が所管する歳出予算の総額は７億

1672万8000円で、前年度と比較して8657万8000円の

増額、率にして13.7％の増となっております。

次に、歳出予算の主な内容について目ごとに御説

明申し上げます。

（目）一般管理費は４億1874万3000円で、これは

職員費となっており、前年度と比較して1470万2000円

の増額、率にして3.6％の増となっております。

（目）会計管理費は２億7661万7000円で、これは

主に財務会計システム運用管理事業及び証紙収納事

業の経費であり、前年度と比較して7884万6000円の

増額、率にして39.9％の増となっております。主な

要因といたしましては、財務会計システムのリース

機器の入替えに伴う増となっております。

（目）財産管理費は2136万8000円で、これは物品

管理及び調達事務費と車両管理事務費となっており、

前年度と比較して697万円の減額、率にして24.6％の

減となっております。主な要因といたしましては、

物品調達に係る電子入札事務事業の減となっており

ます。

以上で、出納事務局所管の令和３年度一般会計歳

入歳出予算の概要説明を終わります。

御審査のほど、よろしくお願い申し上げます。

○又吉清義委員長 会計管理者の説明は終わりまし

た。

次に、監査委員事務局長から監査委員事務局関係

予算議案の概要の説明を求めます。

渡嘉敷道夫監査委員事務局長。

○渡嘉敷道夫監査委員事務局長 よろしくお願いい

たします。

令和３年度監査委員事務局の当初予算概要につき

まして、サイドブックスに掲載されております令和

３年度当初予算説明資料監査委員事務局により御説

明させていただきます。

ただいま青いメッセージで通知をいたしました令

和３年度当初予算説明資料をタップしてください。

それでは、画面をスクロールしていただき、１ペー

ジの令和３年度一般会計部局別歳出予算を御覧くだ

さい。

表の下から２番目、監査委員事務局所管の令和３年

度歳出予算額は１億8811万8000円となっております。

２ページをお願いいたします。

監査委員事務局の歳入予算について御説明をいた

します。

歳入予算額は（款）諸収入の１万3000円で、これ

は会計年度任用職員等の雇用保険料本人負担分の受

入れであります。

続きまして、歳出予算の概要について、御説明い

たします。

スクロールしていただきまして、３ページを御覧

ください。

監査委員事務局の歳出予算額は（款）総務費（項）

監査委員費の１億8811万8000円で、前年度と比較し

て49万8000円、0.3％の増となっております。

主な経費について目ごとに御説明をいたします。

（目）委員費1945万6000円は、監査委員４名の報

酬と旅費等の運営費で、前年度に比べ18万2000円、

0.9％の減となっております。

（目）事務局費１億6866万2000円は、事務局の職

員費と運営費で、前年度に比べ68万円、0.4％の増と

なっております。

以上で、監査委員事務局所管の令和３年度一般会

計歳入歳出予算の概要説明を終わります。

御審査のほど、よろしくお願いいたします。

○又吉清義委員長 監査委員事務局長の説明は終わ

りました。

次に、人事委員会事務局長から人事委員会事務局

関係予算の議案の概要の説明を求めます。

大城直人人事委員会事務局長。

○大城直人人事委員会事務局長 よろしくお願いし

ます。

それでは、人事委員会事務局所管の令和３年度一

般会計歳入歳出予算の概要につきまして、抜粋版令

和３年度当初予算説明資料人事委員会事務局に基づ

き御説明いたします。

ただいま通知しましたメッセージをタップしてく

ださい。

それでは画面をスクロールしていただき、説明資

料１ページ、部局別予算を御覧ください。

人事委員会事務局における令和３年度歳出予算額

は１億7910万 5000円で、前年度と比較して99万

5000円、0.6％の増となっております。

２ページをお願いします。

一般会計歳入予算について御説明いたします。
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人事委員会事務局が所管する歳入予算の総額は、

（款）15の諸収入のうち、（項）雑入（目）雑入の177万

円で、前年度当初予算と比べ29万1000円、率にして

19.7％の増となっております。

歳入予算の内訳は、市町村、一部事務組合等から

の公平審査、苦情相談業務の受託経費と雇用保険料

受入分であります。増の要因としましては、公平委

員会事務受託料について、市町村等関係の審査案件

数が増加したことに伴う速記反訳料や郵送代などの

実費弁償等の臨時的経費の増となっております。

３ページをお願いします。

続きまして、一般会計歳出予算の概要について御

説明いたします。

人事委員会事務局が所管する歳出予算は、（款）総

務費（項）人事委員会費の１億7910万5000円で、前

年度当初予算額１億7811万と比較しますと99万

5000円、率にして0.6％の増となっております。

４ページをお願いします。

歳出予算額を目別に説明しますと、（目）委員会費

742万7000円でございますが、その内訳は人事委員会

委員３名の報酬や旅費等で、前年度当初予算額より

６万3000円、率にして0.8％減となっております。

次に、（目）事務局費の１億7167万8000円でござい

ますが、その内訳は職員費、職員採用試験等に要す

る経費で、前年度当初予算額１億7062万と比較しま

すと105万8000円、率にして0.6％の増となっており

ます。増の主な要因としましては、人事異動に伴う

職員費の増であります。

以上で、人事委員会事務局所管の令和３年度一般

会計歳入歳出予算の概要説明を終わります。

御審査のほど、よろしくお願いいたします。

○又吉清義委員長 人事委員会事務局長の説明は終

わりました。

次に、議会事務局長から議会事務局関係予算の概

要の説明を求めます。

勝連盛博議会事務局長。

○勝連盛博議会事務局長 おはようございます。

それでは、県議会事務局所管の令和３年度一般会

計予算の概要につきまして、ただいま通知しました

令和３年度当初予算説明資料県議会事務局抜粋版に

基づきまして御説明申し上げます。

通知をタップしていただきたいと思います。

資料１ページをお願いいたします。

県議会事務局の歳入予算の概要について御説明申

し上げます。

県議会事務局の令和３年度一般会計歳入予算額は、

（款）使用料及び手数料が38万3000円、（款）諸収入

177万3000円で、合計額は215万6000円となっており

ます。前年度当初予算総額233万円と比較しますと

17万4000円の減となっておりますが、その主な理由

は、（款）諸収入（節）雑入において、議会棟入居団

体の光熱水費の利用見込減によるものでございます。

次に資料２ページをお願いいたします。

県議会事務局の歳出予算の概要について御説明申

し上げます。

県議会事務局の令和３年度一般会計歳出予算額は、

（款）議会費の14億6670万6000円で、前年度当初予

算額14億7451万6000円と比較しますと781万円、0.5％

の減となっております。減となった主な理由は、(目）

事務局費（事項）事務局運営費のうち議会庁舎及び

設備の保守管理等を行う事業において、議会棟の外

壁等修繕工事設計業務が終了したこと等に伴うもの

であります。

以上が、県議会事務局所管の令和３年度一般会計

予算の概要であります。

御審査のほど、よろしくお願いいたします。

○又吉清義委員長 議会事務局長の説明は終わりま

した。

これより質疑を行いますが、本日の質疑につきま

しては、予算議案の審査等に関する基本的事項に従っ

て行うことにいたします。

予算特別委員長から調査を依頼された事項は、沖

縄県議会委員会条例第２条に定める所管事務に関す

る予算議案でありますので、十分御留意を願います。

なお、要調査事項の提起の方法及びその取扱い等

については、昨日と同様に行うこととし、本日の質

疑終了後に協議いたします。

質疑及び答弁に当たっては、その都度、挙手によ

り委員長の許可を得てから行い、重複することがな

いよう簡潔にお願いいたします。

また、質疑に際しては、引用する予算資料の名称、

ページ、番号及び事業名等をあらかじめ告げた上で、

説明資料の該当ページをタブレットの通知機能によ

り委員自ら通知し、質疑を行うよう御協力をお願い

いたします。

それでは、これより直ちに各予算に対する質疑を

行います。

当山勝利委員。

○当山勝利委員 おはようございます。よろしくお

願いします。

今通知しました、議会事務局の中の事務局運営費

の中で、工事請負費で県議会連絡通路改修工事の費
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用が入っておりますが、これは大体何年ごとに改修

するものかお伺いします。

○勝連盛博議会事務局長 15年周期で改修を行って

おります。この通路に関しまして、そういう形でやっ

ております。

○当山勝利委員 15年前も改修工事があったんで

しょうか。

○勝連盛博議会事務局長 特に15年前はしてござい

ません。

○当山勝利委員 初めての改修工事ですか。

○勝連盛博議会事務局長 そのとおりでございます。

○当山勝利委員 じゃあ今回改修した今後は15年後

に改修されるという、15年ごとの周期で改修されて

くでしょうか。

○勝連盛博議会事務局長 おおむねそのとおりと

なっております。

○当山勝利委員 この予算が4000万余りついている

わけですが、そもそもこの連絡通路っていうのは県

議会の財産になっているんですか。

○勝連盛博議会事務局長 そのとおりでございます。

○当山勝利委員 じゃあ、ここに見える通路なんで

すけれども、15年ごとで多分4000万、15年後だともっ

と高いかもしれないんですけど、それの費用をかけ

るというのは結構大きいと思うんですよね。であれ

ば、県議会の２階と、それから県庁の１階をつなぐ

連絡通路みたいな、屋根つきの連絡通路を造るほう

が補修もしやすいし安価だと思うんですけど、いか

がでしょうか。

○勝連盛博議会事務局長 県議会棟と行政棟の間の

連絡通路は令和３年度におきまして、築30年という

ことになっております。そのため、個別施設計画に

基づきまして、計画的に修繕を行っている状況でご

ざいます。本年度におきましては、本来の連絡通路

の外壁塗装及び防水改修工事、それに併せましてで

すね、本来ですと、築40年後に実施予定の外枠鉄骨

塗装及び支柱タイル補修工事を含めた工事を併せて

予定している、というところでございます。

○当山勝利委員 そもそもこの連絡通路にしなきゃ

いけない理由ですよね。そこをお伺いします。

○勝連盛博議会事務局長 必要性というところでご

ざいますが、議員をはじめ、県三役を含む説明員や、

政府要人の方々が議会棟と行政棟を移動する際のセ

キュリティーや利便性等を確保するため、連絡通路

が必要であるというふうに考えております。

○当山勝利委員 じゃあ、セキュリティーの問題で

そのようにしているということですね。

分かりました。ありがとうございます。

○又吉清義委員長 渡久地修委員。

○渡久地修委員 ４名の事務局長にお尋ねします。

令和３年度当初予算説明資料によりますと、今度

の重点項目に誰一人取り残さないＳＤＧｓの推進と

いうのがありますけれども、皆さん方の部署でこの

方針に基づいてＳＤＧｓをどのように推進していこ

うとしているのかをまずお聞かせください。

○上原直美物品管理課長 出納事務局におけるＳＤ

Ｇｓの取組について説明いたします。

出納事務局では、物品調達に関する事務を円滑か

つ効率的に行うため、本庁各部局で必要とする消耗

品等の集中調達を行っており、沖縄県グリーン購入

調達方針に基づき、環境配慮型製品を優先的に購入

することで、温室効果ガス排出削減に向けた全庁的

な取組に沿った物品の調達を行っております。この

取組は、県のＳＤＧｓ推進方針に掲げられた基本方

策一覧の１の（３）、低炭素島しょ社会の実現に沿う

ものと考えております。さらに、県の複合機による

複写サービスの一括契約におきましても、うちのほ

うで一括契約を行っておりますが、契約期間につい

て、これまでの３年から段階的に５段階とする取組

を今年度から行っており、事業者への負担軽減を図

るだけじゃなく、機器の有効活用により環境負荷の

低減につながるものと考えております。この取組も

同じく基本方策一覧の１の（２）、持続可能な循環型

社会の構築に合致するものと考えております。

○仲村留美子監査課長 監査委員事務局について御

説明いたします。

監査委員事務局におけるＳＤＧｓの取組について、

予算の需用費の積算、予算執行につきまして、沖縄

県グリーン購入調達方針に基づきまして、環境配慮

型の事務用品、消耗品の調達を勘案して取り組んで

おります。また、従来から裏紙の使用や昼休みの消

灯、廃棄物の分別などエコオフィス活動にも取り組

んでおります。これらの取組は、沖縄県ＳＤＧｓ推

進方針に掲げられた基本方針施策中の低炭素島しょ

社会の実現に合致するものと考えております。

○大城直人人事委員会事務局長 人事委員会は、人

事行政に関する専門的中立的機関として任命権者の

人事権の行使を牽制し、チェックなどを行うことに

より、適正な人事行政を確保することを使命として

おります。

人事委員会の事務を補助執行する事務局の予算編

成に当たっては、ＳＤＧｓ推進の取組を明確に位置

づけてはおりませんが、女性職員の登用拡大、長時
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間労働の是正、適正な給与水準の確保等について勧

告及び報告を行うことや、職員の権利保護としての

公平審査業務、労働安全衛生法等に基づく労働環境

のチェックなどを実施することにより、ＳＤＧｓの

17の目標のうち、沖縄県の任命権者における目標５の

「ジェンダー平等を実現しよう」や、目標８の「働

きがいも経済成長も」の取組に寄与できるものと考

えております。

○勝連盛博議会事務局長 それでは、議会事務局に

おけるＳＤＧｓの推進の取組について御説明いたし

ます。

議会事務局におきましては、タブレットを活用し

たペーパーレス推進事業による議会関連文書などの

紙の削減や、作成管理コストの削減を図っており、

そのほかにも従来から環境保全率先実行計画や、グ

リーン購入調達方針に基づき、再生紙やリサイクル

トナーカートリッジをはじめとした、環境配慮型の

製品購入や業務に関連し発生した不要紙や古紙をリ

サイクルに回す取組などを続けております。これら

の取組は沖縄21世紀ビジョンの将来像１の基本施策

２、持続可能な循環型社会の構築の３Ｒ、リデュー

ス―発生抑制、リユース―再使用、リサイクル―再

資源化を推進するとともに、ＳＤＧｓが掲げる17の

目標のうち、目標12の「つくる責任、つかう責任」

における持続可能な公共調達の促進や、廃棄物の発

生を減らすといった取組、また目標15の「陸の豊か

さも守ろう」における森林の減少の阻止、回復の取

組などに寄与するものと考えております。

今後とも、議会事務局といたしましてもＳＤＧｓ

に貢献できる取組を継続してまいりたいと考えてお

ります。

○渡久地修委員 どうもありがとうございました。

今、事務局内での取組について答弁ありましたけ

れども、監査に聞きますけどね、監査は沖縄県の全

ての業務を監査するわけですよね。それで、この監

査の視点として県の仕事全てにおいてＳＤＧｓが発

揮されてるかどうかというのを監査の視点としてや

らないといけないと思うんですよね。その辺はどの

ようにして取り組んでいるのか、今後どのように強

化しようとしてるのかという考え方教えてください。

○渡嘉敷道夫監査委員事務局長 今、委員からござ

いました沖縄県ＳＤＧｓの推進につきましては、県

におきましては推進方針を定めておりまして、知事

を本部長として各部局長で構成する沖縄県ＳＤＧｓ

推進本部を設置してその中で全庁的に取り組んでい

るところと承知をしております。その推進方針の中

では、その推進本部を中心にいたしまして、アクショ

ンプランの策定ですとか取組状況のモニタリング、

それから見直し等について行われることが想定され

るというふうに考えております。またその各施策の

フォローアップにつきましても、基本的に沖縄21世

紀ビジョン基本計画に関するＰＤＣＡと一体的に行

うとされているところでありまして、推進方針で示

されたこのような全体の枠組みの中で、全庁的に取

組が推進されていくものと考えております。

一方で、渡久地委員からありましたように監査委

員の視点でございますが、監査委員による監査につ

きましては、沖縄県監査基準に基づきまして県の事

務の執行等が法令に適合しているか、また最小の経

費で最大の効果を上げているかなど、適法性や能率

性の確保を図る観点から行っているところでござい

ます。そのため、そのＳＤＧｓ推進のための各部局

の個々の取組につきましても県が行います事務の一

つとしてその適法性や能率性の観点から監査を行っ

ていくことになると考えております。

このＳＤＧｓの取組というのは21世紀ビジョン基

本計画の将来像の実現のための施策と重なる部分が

ございますので、こういった一つ一つの事業を従来

の監査の中でしっかりと見ていくことで監査委員と

しての役割を果たしていきたいと考えております。

○渡久地修委員 議会事務局長にお伺いしますけど、

今の同じ視点でね、議会は要するに行政をチェック

する―政策立案、提案をするという機能もあるわけ

だけど、議会事務局あるいは議会として、県のＳＤ

Ｇｓの推進のチェックするための議会事務局の機能

強化、視点というのはどのように今後やろうとして

るか教えてください。

○勝連盛博議会事務局長 まず県議会の役割という

ところから御説明申し上げたいと思いますが、まず

県民の負託を受けまして県民福祉の向上及び県政の

発展に寄与するべく、地方公共団体における議事機

関として、また、団体意思決定機関としての役割を

担っておりまして、地域における多様な住民のニー

ズを酌み上げ、それを地方公共団体の意思決定につ

なげる政策形成機能と、執行機関に対する監視機能

の充実強化が求められているところでございます。

ＳＤＧｓに係る議会としての取組としては代表質

問、一般質問、委員会審査、調査等の議会活動を通

じ執行機関のＳＤＧｓの取組計画に対する政策提言

や監視機能が発揮されているものと考えております。

一方、議会事務局においては議員からの依頼調査、

条例策定等の政策立案支援、先進事例の調査等を行
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うなど、議員の議会活動の支援に努めているところ

でございます。そういった意味からも、特に政策立

案に関しては、組織内、特に政務調査課における法

制広報班でありますとか、そういった機能を活用し

て議員の議会活動の支援に取り組んでいきたいとい

うふうに考えております。

○渡久地修委員 人事委員会と監査、それから議会

事務局長３名お尋ねしますけれども、今答弁ありま

したＳＤＧｓって、これからの重要な世界的な課題

なので、それぞれ答弁あったけれども、ぜひこれは

沖縄だけじゃなくて日本だけじゃなくて世界的なあ

る意味では県庁超えた―先に行くぐらいの知識と情

報収集しないとその仕事は果たせないと思うので、

その辺ぜひしっかりやってもらいたいと思いますけ

れども、御三方の今後のこの決意をお聞きします。

○大城直人人事委員会事務局長 先ほどもお答えし

ましたが、目標８、「働きがいも経済成長も」という

ことで人事委員会としましては、長時間勤務、メン

タルヘルス、この辺は従来から人勧等において、是

正を任命権者に取組を促しております。やはり働き

がい、この辺の目標はしっかり取り組んでいきたい

と思います。

○渡嘉敷道夫監査委員事務局長 先ほども申し上げ

たところでございますが、監査委員事務局としては、

政策的な事業等を持っているところではございませ

んけれども、先ほど言いました、その監査委員が持っ

ている役割をきちっと果たせるように監査委員事務

局としてしっかりと取り組んでまいりたいと考えて

おります。

○勝連盛博議会事務局長 先ほどの答弁と若干重複

いたしますけれども、まず議会事務局におけるＳＤ

Ｇｓの推進の取組につきましては、現在実施してお

りますタブレットを活用したペーパーレス推進事業

と、あるいは従来から実施している事業と地道な事

業でございますけれどもそういった事業を通して、

ＳＤＧｓに貢献していきたいというふうに考えてお

ります。

また、それから議員の権能を生かすためにも、議

員の政策能力等の支援に力を尽くしてまいりたいと

いうふうに考えております。

○渡久地修委員 皆さんの仕事はチェックするって

いうのが大きいわけだから、チェックするところが

そのＳＤＧｓについて県よりもさらに深いものを学

ばないといけないのでね、そこはしっかりやってく

ださい。

○又吉清義委員長 國仲昌二委員。

○國仲昌二委員 私、１点だけ質問したいと思いま

す。

出納事務局の歳入ですけども、かなり前年度と比

較して９割以上減になっているということでこの理

由を教えていただけますか。

○比嘉千乃会計課長 令和３年度当初予算の県預金

利子95万8000円は、歳計現金の運用に伴う預金利子

で、前年度に比べ、724万1000円の減となっておりま

す。その主な要因は、マイナス金利政策の影響によ

り金融機関の預金金利が引き下げられたことにより

県預金利子の減となったものでございます。

○國仲昌二委員 ありがとうございました。

○又吉清義委員長 山里将雄委員。

○山里将雄委員 じゃ、私も少しだけ。

今と同じ部分についてなんですけど、國仲委員と

ですね。今の説明はあったんですけれども、これ県

の財政規模からするとですね。県の現金扱ってるわ

けですよね、皆さんね。全てが現金ということでは

ないわけなんですけれども。それにしても大きな規

模の県財政の中ではこの利子というのはやっぱり相

当少ないような気がするんですけれども。この低金

利ということもさっきあったんですけれども。例え

ばリスク回避のためにね、今銀行がどうなるか分か

らないということで数年前からそんな風潮になって

いますけど、リスク回避のために例えば、何ていい

ましたかね、もうちょっと忘れてしまったんですけ

ど、決済用預金といったんですかね。利子がつかな

いけれども補償されるとかでね。そういう預金もあっ

たんですけれでも。そういうことも行っているんで

しょうか。

○比嘉千乃会計課長 公金であります歳計現金は、

安全確実に保管する必要があることから、平成17年

のペイオフ全面解禁への対応として公金預金口座を

全額保護となる決済用預金に切替えを行っておりま

す。支払準備金に余裕がある場合に外貨預金等によっ

て運用を行っているところでございます。

以上でございます。

○山里将雄委員 そうなんですね。やっぱり決済用

預金でほとんどつけてらっしゃると。

それはそれで分かるんですけれども、リスク回避

は必要なことだと思うんですけれども。やはり県の

財源を確保するという意味ではね、ある程度の予算

といいますかね、現金も持っていると思いますので、

それをうまく運用しながら財源を確保していくとい

うことも必要かと思うんですけれども、そういうお

考えはどうなんでしょうか。
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○伊川秀樹会計管理者 おっしゃるとおりでござい

まして、たしか0.02から0.002っていうことでかなり

10分の１以下に、預金利子等下がっておりますけれ

ども。実は令和２年度―今年度、非常に資金繰りが

厳しくて、その辺り、さっき課長が話したように支

払準備金等に余裕があった場合に１週間とか２週間

ということで外貨建てで運用しておりますけれども、

今年度はもう既に１月末ないし２月時点から一借を

しておりまして、非常に資金繰りも厳しいっていう

中においてなかなかこれまで同様な資金運用ができ

なかったということと、預金利子を10分の１以下っ

ていうことでかなり厳しい状況に追い込まれてます

ね。

以上です。

○山里将雄委員 分かりました。大変かと思います

けれども、頑張っていただきたいと思います。

次の３ページのほうなんですけれども、ちょっと

だけ、この車両管理事務費というのがあるんですけ

ど、これは、この車両っていうのは出納事務局の車

両のことなんですかね。ちょっと１部署にしては管

理費がちょっと大きいのかなとちょっと思ったもの

ですから。

○上原直美物品管理課長 お答えします。

車両管理事務費につきましては、本庁各課の依頼

に基づきまして配車する公用車なんですけども、う

ちのほうで16台管理してまして、運転手が13名つい

ておりますが、令和２年度に、公用車にドライブレ

コーダーを購入して取り付けました。なので、次年

度はその分が減っているということになります。

○山里将雄委員 ごめんなさい、今ちょっと聞き取

れなかったんですけど。皆さん、出納事務局だけじゃ

なくて別の部署の分も皆さんが管理していらっしゃ

るの。

○上原直美物品管理課長 それぞれの課で―それぞ

れといっても予算があるところ、必要なところはそ

の課で公用車を持っていまして、それはその所属で

管理をすることになってます。うちの公用車は共用

公用車ということで各部局の長とか、監査委員事務

局の監査のときとか、委員の方を搬送する業務です

ね。そういったものを行っております。

○山里将雄委員 分かりました。ありがとうござい

ます。

じゃ次ですね。議会事務局の件でちょっとだけ聞

きたいんですけど。１ページ目にある歳入の中のラ

ウンジ使用料、これ下のほうにはラウンジ光熱水費

というものもあるんですけど、これはどういうもの

なんですか。ラウンジっていうのは。

○前田敦総務課長 議会棟１階にカレー屋さんがあ

るんですが、そのことを指しております。

○山里将雄委員 私、１階のロビーのほうでなんか

催し物をするとかそんなことかと思ったら、そうじゃ

ないわけですね。カレー屋さん、とすると20万8000円

は、これ年間ですか。

○前田敦総務課長 年間所要額となっております。

○山里将雄委員 月２万円足らずとなるんですけれ

ども、この金額はどうなんでしょうか。

○前田敦総務課長 光熱水費とかですので。

○山里将雄委員 いや、上のほうでラウンジ使用料

になってる。

○前田敦総務課長 ラウンジ使用料については、年

間の額というふうになっておりますけれども、これ

積算した金額から減免をしております。

減免率が10分の7.5を減免して年間所要額として、

収入として計上しております。

○山里将雄委員 減免してるからこれだけの金額に

なってるんでしょうね。これは減免の目的としては、

理由っていいますかね、なぜ減免するのか。

○前田敦総務課長 議会棟ラウンジについては議会

事務局職員や、議員が使う福利厚生施設としての性

格が強いものですから、その分使用料―家賃として

は減免措置をしてるということでございます。

○山里将雄委員 終わります。

○又吉清義委員長 平良昭一委員。

○平良昭一委員 議会事務局にちょっとお伺いしま

すけど、これ事務局運営費になるのか、庁舎の管理

という形の中ですけど。我々の議会棟、分煙室があ

りますよね、スペースが。その辺に対して、健康増

進法の基準等のいろいろあるかもしれませんけど、

来客が多い県議会棟の中で、分煙室がないというの

はいかがなものかなという感じをずっと思ってるん

ですよ。

その辺、どういう感触ですか。

○前田敦総務課長 議会庁舎も健康増進法改正後、

建物内は原則禁煙というふうになっておりますので、

そういう扱い―分煙室というものは設置はしてござ

いません。

○平良昭一委員 以前はスペースがありましたよね、

屋外に。そういうことはなかったですか。

○前田敦総務課長 議員と事務局職員が使用できる

ような喫煙場所というのは、屋外のほうに現在も設

置はしてございます。ラウンジ―カレー屋さんがあ

るんですけども、カレー屋さんの横のほうに、喫煙
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場所というふうに設置はしてございます。屋外です

が。

○平良昭一委員 設置されてる。設置されていない

というふうに私聞いたんだけど。じゃあ、それが分

かりづらいということだね。

○前田敦総務課長 すみません。アナウンスのほう

が足りなかったかもしれませんが、基本、設置はし

てございまして、また今後、アナウンスしていきた

いと思います。

○平良昭一委員 一度、たばこ生産組合の方々がい

らっしゃって、いろいろ要請、陳情を受けたことが

あるんですよ。その中で県議会棟は分煙スペースな

いんですか、分煙室ないんですかって聞かれて、私

も分からなかったもんですから、たばこ吸わないも

んだから。そういう対応してしまったんですが、県

庁もないというし、今県庁の職員は向かいのデパー

トまで行ってたばこ吸ってるような状況があります

ので、例えば県議会の中でもそういう状況になると

大変困るなということでお聞きしただけです。

以上です。

○又吉清義委員長 當間盛夫委員。

○當間盛夫委員 まず、出納事務局のほうからお聞

きしたいんですが、先ほどもマイナス金利で今度の

この県預金の利子の720万マイナスというのがあるん

ですけど。これは他府県も同様ですか。他府県も同

じ状況か。

○比嘉千乃会計課長 お答えいたします。

九州各県に調査をいたしましたら、佐賀県と長崎

県を除くと、沖縄県と同様ぐらいに利子の率が低い

状況であります。

○當間盛夫委員 ちなみにこの原資って大体どれぐ

らいなんですか。

○伊川秀樹会計管理者 先ほどお話したように、最

低支払準備金に余裕がある際の歳計現金等の外貨建

ての運用ですので、その時々によって運用が何百億

の場合もありますし、何十億の場合もありますし。

あとは１週間とか二、三日とか２週間ということで

銀行との調整によって運用期間も違いますので、一

概に幾らということでは、ちょっとお答えできかね

ます。

○當間盛夫委員 年間でも分かるんじゃないか、大

体トータルで。そうじゃないと皆さんこれ預金利子っ

て出せないんじゃないの。大体年間で状況的に推移

しているのがあるわけでしょう。

○伊川秀樹会計管理者 令和元年度で運用額として

は１兆2594億円で、平均の利率が0.021ですね。令和

２年度が、運用額としてやっぱり資金繰りが非常に

厳しい中でしたので約半分以下の5300億円で、平均

利率で0.002っていうことで運用しておりますので。

ただ令和３年度は、先ほどお話したように１月時点

で、今の時点でもう既に一借の状態、普通は４月な

いし５月の出納整理期間でのみしか一借はこれまで

発生しなかったんですけれども既に１月時点でもう

一借が発生しておりまして、かなり資金繰り厳しい

のでそこら辺の運用額、あとは平均利率等見込んで、

今回の収入見込額をはじき出しております。

○當間盛夫委員 資金繰りが厳しくなると、どう影

響出てくるんですか。

○伊川秀樹会計管理者 資金繰りが厳しいと、まず

当初は今お話ししたように、当座貸越契約っていう

ことで指定金融機関ないし指定代理金融機関と契約

しておりますので、その範囲内で一借をしていきま

すけれども、一借ができないような状況になります

と、今県の中におきましては約1400億ほどのそれぞ

れの特定目的基金がございますので、その基金の繰

替運用をやっていく形になります。

○當間盛夫委員 厳しくなると金融機関なり金融公

庫なりから借入れをしないといけない、その利子の

発生が出てくるというような認識でもいいんですか。

○伊川秀樹会計管理者 おっしゃるとおりです。

○當間盛夫委員 分かりました。ありがとうござい

ます。

次に支出、歳出のほうでの、この物品の調達含め

た物品管理があるんですが、この皆さん大体コピー

機全庁のやられていると。県内企業優先、私以前に

もお話したことがあるんですけど、こういったコピー

機の県内の事業者に対する優先発注というのは状況

的にどうなっているんでしょうか。

○上原直美物品管理課長 公共工事であれば県内企

業は県内に本店がある事業者っていうことで定めて

おりますが、公共工事以外のものにつきましては、

県内に営業所があるということで定めてますので、

そういった業者を対象として優先発注―基本方針に

基づいて県内の業者だけで競争性が確保できる場合

につきましては、県内に本店がある事業者っていう

ことで定めることはできるんですけども、競争性が

確保できない場合はどうしても県内に営業所のある

業者も含めた形での入札になってしまうということ

になります。

○當間盛夫委員 皆さん、県内の事業者が受注でき

るようにどのような努力をされてますか。

○上原直美物品管理課長 県内業者が受注しやすい、
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取れるような形で―土木でいえば取り抜け制度、こ

ちらでは一抜け制度ということで金額の高い地区を

先に取ったところは次の入札に参加できないってい

う形で広く県内業者が受注できるような機会を与え

ている状況でございます。

○當間盛夫委員 メーカーと県内の事業者で競争す

るっていうのはなかなか厳しいのがあるはずなんで

すよね。で、皆さんもこの３年の分をこれ５年にす

るというようなことを先ほどあった、この辺はどう

変えていこうとしてるんですか。

○上原直美物品管理課長 業者への負担を軽減する

ような形で、業者からも要望もありますので、契約

期間の３年を徐々に４年ないし５年に延ばしていく

という形で調整をしているところでございます。

○當間盛夫委員 沖縄の中小企業の稼ぐ力というこ

とで県はそのことを言うわけですよね。稼ぐ力をつ

けるためには、その入札をしっかりとやって儲かる

―県内企業がしっかりと利益を上げられるような皆

さんも出し方をしないと駄目だというふうに思って

ますので、これはもう提言で終わりたいと思います。

次、人事委員会のほうにお尋ねしたいんですが、

この職員採用、今回250万減になってるんですが、そ

の理由は何ですか。

○宮城和一郎総務課長 委員のおっしゃるとおり、

職員採用試験費の令和３年度歳出当初予算は1679万

8000円で前年度当初の予算額に比べますと258万

5000円の減、率にしますと13.3％となっております。

○當間盛夫委員 もうちょっと内容的なもの、委託

料、何をどう削ったから、削るからということなの

か。

○宮城和一郎総務課長 大変失礼しました。システ

ムの改修がございましたけども、それが終了しまし

たので、主にそれが減に影響してございます。

○當間盛夫委員 分かりました。それじゃあ、前年

度でもよろしいですので、この県職員採用のその受

験で採用状況を教えてください。受験者数だとかね。

○宮城和一郎総務課長 御案内のとおり、おおむね

国、地方を問わず受験者の減というのが今課題になっ

てますけど、委員御質問の令和２年度ですけども、

当委員会では上級試験、中級試験、初級試験、そし

て警察官試験、障害者を対象とした選考試験を行っ

ておりますけども、上級、中級、初級、警察官につ

いては、受験者が2997名ですね。最終合格者が、う

ち371名、競争率で申し上げますと8.1倍ということ

になっております。

○當間盛夫委員 近年減少しているというお話が

あったんですが、その状況をちょっと教えてくださ

い。この過去二、三年でもいいですので、お願いし

ます。

○宮城和一郎総務課長 今、手元に平成25年以降の、

先ほど申しました上級、中級、初級試験の推移の資

料がございますが、平成25年度は3662名の受験者が

おりました。しかし、令和元年度でいいますと、2396名

ですので大きく言いますともう３分の２ぐらいに減

る傾向があるということであります。

○當間盛夫委員 何が理由なんでしょうか。

○宮城和一郎総務課長 理由には、様々な原因が複

合しているというふうには認識しておりますけども、

ここ近年の主な理由として私どもが考えております

のは、旺盛な民間需要、民間のほうで旺盛な採用ニー

ズがあって、その影響で、本県だけでなくて公務員

の志望者が減っているというふうに考えてございま

す。

○當間盛夫委員 沖縄は公務員志向が高いと、他府

県よりね、って言われる部分でこの現象があると。

僕はね、この公務員の働き方改革が進んでないとい

うところもね、一つの指摘もあるんじゃないかなと

いうふうに思うわけですよ。その中で、人事委員会

の職員からの不服申立てがあると思いますが、この

不服申立ては年間どのくらいありますか。状況は分

かりますか。

○安里克也職員課長 職員からの審査請求につきま

しては、昨年度については県職員から２件ございま

した。

○當間盛夫委員 一般職員の労働基準監督機関でも

ありますよね、皆さん。この公務員の働き方改革と

いうことをどのように、助言や勧告をしているのか、

何かありますか。

○宮城和一郎総務課長 人事委員会事務局におきま

しては、年に１回人事委員会勧告で報告を知事及び

県議会に対して行っております。その中で委員がおっ

しゃったように、働き方改革が大きな課題になって

おりまして、全国的にも問題になります教員の過重

労働を含めて任命権者に対して、様々な措置を講じ

ることによって過重労働を解消し、そしてまた制度

にあります上限規制を徹底して行うようにという報

告を昨年行ったところでございます。

○當間盛夫委員 その割には沖縄の教職員の皆さん

の病休や休職が全国的にも多く、県庁職員の一般職

員でもそういう傾向が、コロナ禍ということでもな

いですが、多いということはなかなか皆さんの声を

聞いていないのではと思います。中立的な立場での
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機関ですから、しっかりと皆さんがやらないと公務

員に若い優秀な人材が集まらないということになる

と思いますが、どうですか。

○大城直人人事委員会事務局長 先ほどありました

とおり、採用者数につきましては右肩下がりで下がっ

ております。

しかし、今年から受験年齢を上級だと29歳から35歳

と６年上げました。こういう形で受験者を増やして

優秀な人材を確保したいと思います。そして今、働

き方改革の人勧の提言でなかなか任命権者のほうで

目に見えるような改善はありませんが、今年は首里

城火災や豚熱、コロナということで、ちょっと異常

な特例業務という状況であったということで、先ほ

ど課長からもありましたとおり、時間外の上限規制

というツールを今年度から施行していますので、今

年度はそれを分析して任命権者に具体的な時間外上

限規制と制限を超えた部分を十分把握し、指摘して

いきたいと思います。

○當間盛夫委員 最後でありますが、職員の昇任も

皆さんの部になりますが、女性の働き方改革ではな

いですが、女性の県職員の幹部登用が少ないという

ようなマスコミ報道されていますが、この状況はど

うですか。どう対策を取っていますか。

○宮城和一郎総務課長 人事委員会事務局の役割と

いたしまして、先ほど質問ありました採用及び昇任

のときに任命権者が公平公正に行われているかを人

事委員会がチェックすることが役割でございます。

実際に女性の登用ということで、どのような政策を

打ち出していくかは各任命権者の政策になっており

ます。

ただ我々としましては、先ほどの人事委員会事務

局の報告等を活用して、女性の積極的な登用につい

て各任命権者に取り組むようにという報告を行って

いるところでございます。

○當間盛夫委員 ありがとうございます。

○又吉清義委員長 仲村家治委員。

○仲村家治委員 今、當間委員からありましたこと

に関連するので、景気がよければ民間に行く、悪く

なったら公務員になるという傾向は世の常でありま

すが、コロナでまた民間が縮小して来年度以降受験

者が増える傾向になると思いますが、私が一番懸念

していることは、自分の子供がそうでしたが、大学

３年から就職活動をやります。民間をターゲットに

やりますが、公務員の試験が遅いのです。４年生に

とっては遅く、そして結果が出るのも年末ぎりぎり

となると、どうしても公務員に行きたいという人た

ちにはリスキーですが、この辺の議論というのはあ

りませんか。

○宮城和一郎総務課長 委員のおっしゃるとおり、

コロナ禍で民間の採用活動がどのように変化するか

見通せないところがありますが、確かに民間は青田

買いなども含めて早いと思います。我が沖縄県の採

用試験で申しますと、大卒程度の上級試験は６月下

旬に１次試験を行い、７月８月と２次試験を行いま

して、最終合格者発表が８月下旬であります。

ただ、初級試験やその他の試験になりますと、最

終的な合格発表が年末になることがございます。必

ずしも受験者の利益に配慮してというわけではなく、

我々はやはり地方公務員ですが、沖縄県として日程

をできるだけ早めに行って、優秀な人材を確保した

いという努力をしております。そのため、これまで

ゴールデンウイーク明けから上級試験については申

込受付を行っていましたところを、令和３年度の試

験からゴールデンウイーク前の４月23日から申込受

付を行ったり、これまで第４日曜日に実施していた

上級試験を沖縄県だけでなく全国的に第３日曜日に

実施するなどできるだけ早くして、人事委員会とし

ては優秀な人材を確保するという意図で試験や合格

発表を早め早めにするという努力をしているところ

であります。

○仲村家治委員 もう一件、県内の学生はいいです

が、県外にいる学生の試験は当然沖縄に来てやらな

ければいけませんが、それも負担になっていると思

うのですが、その辺の対策というのは考えています

か。

○宮城和一郎総務課長 人事委員会は競争試験と選

考試験、大きく分けて地方公務員２種類の試験がご

ざいますけれども、競争試験については、人材確保

するために委員がおっしゃった県外における試験に

ついては、研究課題として具体的な施策を打ち出し

ているわけではありません。

一方で獣医師や薬剤師については、知事部の人事

課で必要に応じて首都圏での選考試験を実施したり

するというような努力は行っているところでありま

す。

今後とも、優秀な人材を確保するために全国へ優

秀な若者を求めていくというような研究を続けてい

きたいと思っております。

○仲村家治委員 最後に、今女性の登用の件でいろ

いろ議論されていますが、議会や選挙もそうですが、

クオータ制度という考えが取り沙汰されていますが、

採用でそういう考え方は検討されていますか。
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○宮城和一郎総務課長 まず地方公務員法上言われ

ますのが、とにかく公平公正な試験、そして成績主

義がございまして、当然女性の方に多く受験をして

いただいて、優秀な女性職員に幹部ポストに昇任し

ていただきたいというところでございます。ただ試

験につきましては、性差に関わりなく成績によって

採用するという考え方でございます。

○又吉清義委員長 花城大輔委員。

○花城大輔委員 當間委員の質問を聞いて、答弁を

お願いしたいのですが、人事委員会のほうに職員か

らの不服申立てが２件あったということがありまし

たが、内容は言えますか。

○安里克也職員課長 個人の情報に触れる部分がご

ざいますので、内容については、控えさせていただ

きます。

○花城大輔委員 例えば働き方改革の話も出ていま

したが、今回、一般質問で10時超えるという日があ

りましたよね。職員から話を聞いたら、次の日の準

備をしていたら11時過ぎていたということがありま

したが、そういったことの申立てはないですか。

○安里克也職員課長 審査請求につきましては、例

えば懲戒処分でありますとか、意に反する処分を受

けた場合にその権利を回復するための手続になりま

すので、今委員がおっしゃりました時間外が長時間

に及んだということでの審査請求というものはござ

いません。

○花城大輔委員 分かれば教えてほしいのですが、

我慢しているとか仕方がないと思っている部分が

あったとして、それをちゃんと意見として伝えるに

はどのような機関がありますか。

○安里克也職員課長 人事委員会におきましては、

職員から苦情相談というものを受け付けておりまし

て、その内容の聞き取りをしたり、もしくは面談で

聞き取りなどをして、その該当部署に対して実際ど

うだったのか事実関係や対応の手続を行っていると

ころであります。

○花城大輔委員 やはりそういったことも言いやす

いような環境づくりは必要だと思うので、その辺も

力をいれていただけたらと要望しておきます。

議会事務局のほうですが、このマイク１台設置す

るのに幾らかかりますか。

○又吉清義委員長 休憩いたします。

（休憩中に、議会事務局より資料を持ち合わ

せていないとの説明があった。）

○又吉清義委員長 再開いたします。

花城大輔委員。

○花城大輔委員 右のお二人は専用マイクがあって、

左のお二人は２人で１個使っていて非常に不便だろ

うなと思ってみていたので。議員の海外派遣の予算

が減ってきている中で、このように職員の皆さんや

答弁される方々が仕事しやすいような備品というの

は最低限必要ではないかと思います。そのほかにも

このようなことがどの部署にもあると思うので、ぜ

ひこの機会にそろえていただきたいなと思います。

もし次の委員会でマイクが増えていたら、私のおか

げかなと思って。

終わります。

○又吉清義委員長 以上で、出納事務局、監査委員

事務局、人事委員会事務局及び議会事務局関係予算

議案に対する質疑を終結いたします。

説明員の皆さん、大変御苦労さまでした。

休憩いたします。

（休憩中に、説明員の入替え）

○又吉清義委員長 再開いたします。

次に、企画部長から企画部関係予算議案の概要の

説明を求めます。

宮城力企画部長。

○宮城力企画部長 よろしくお願いいたします。

それでは、企画部の令和３年度歳入歳出予算の概

要について、予算説明資料企画部抜粋版に基づき、

御説明いたします。

資料の１ページ、部局別歳出予算を御覧ください。

企画部所管の一般会計歳出予算額は395億7703万

4000円で、前年度と比較して32億7820万8000円、7.6％

の減となっております。

２ページをお願いいたします。

企画部の歳入予算の概要について御説明いたしま

す。

表の一番下、合計欄を御覧ください。

歳入は、県全体7912億2600万円のうち、企画部所

管の歳入予算額は322億9833万円で、前年度当初予算

と比べ25億9815万5000円、7.4％の減となっておりま

す。主な要因は、（款）県債における地域総合整備資

金貸付事業費15億円の減となっております。

企画部所管の一般会計歳入予算の主なものについ

て、（款）ごとに御説明いたします。

９の使用料及び手数料は、主に沖縄県県土保全条

例に基づく申請手数料、地籍図等の閲覧、交付手数

料等であります。

10の国庫支出金は、主に沖縄振興特別推進交付金

の国庫補助金、衆議院議員選挙費の委託金等であり

ます。



－292－

11の財産収入は、主に沖縄県特定駐留軍用地等内

土地貸付料、市町村振興資金貸付基金利子等であり

ます。

12の寄附金は、知的・産業クラスター形成推進に

係る寄附金であります。

13の繰入金は、主に沖縄県特定駐留軍用地等内土

地取得事業基金繰入金等であります。

15の諸収入は、主に地域総合整備資金貸付金元利

収入等であります。

16の県債は、主に沖縄振興特別推進交付金事業等

であります。

以上が、企画部所管一般会計歳入予算の概要であ

ります。

３ページをお願いいたします。

次に、企画部の歳出予算の概要について御説明申

し上げます。

企画部の予算は全て、２の総務費に計上されてお

ります。

701億986万9000円のうち、企画部所管の歳出予算

額は、冒頭に申し上げた395億7703万4000円となって

おります。

４ページをお願いいたします。

企画部の一般会計歳出予算の主な内容について、

目ごとに御説明申し上げます。

（項）総務管理費の中の（目）諸費110億586万円

のうち企画部所管分は10億2278万1000円で、駐留軍

用地跡地利用促進費及び自衛官募集事務費であり、

前年度に比べ544万8000円、0.5％の減となっており

ます。

（項）企画費の中の（目）企画総務費は24億6520万

6000円で、これは主に職員費、電子自治体推進事業

費であり、前年度に比べ3389万7000円、1.4％の増と

なっております。

（目）計画調査費は106億3243万5000円で、これは

主に通信対策事業費、交通運輸対策費であり、前年

度に比べ24億43万8000円、18.4％の減となっており

ます。

５ページをお願いいたします。

（項）市町村振興費の中の（目)市町村連絡調整費

３億8100万3000円は職員費及び市町村事務指導費で

あり、前年度に比べ606万8000円、1.6％の増となっ

ております。

（目）自治振興費６億6181万7000円は市町村振興

資金等貸付費及び市町村振興協会交付金であり、前

年度に比べ376万7000円、0.6％の減となっておりま

す。

（目）沖縄振興特別推進交付金229億5680万3000円

は、沖縄振興特別推進交付金のうち県内市町村が実

施するソフト事業等を対象とした交付金であります。

前年度に比べ４億9965万6000円、2.1％の減となって

おります。

（項）選挙費の（目）選挙管理委員会費4324万

2000円、（目）選挙啓発費675万1000円、（目）衆議院

議員選挙費７億8240万3000円は、職員費及び選挙の

管理執行に要する経費であります。

（項）選挙費は前年度に比べ１億7247万1000円、

26.1％の増となっております。

（項）統計調査費の中の（目）統計調査総務費３億

4419万6000円、（目）人口社会経済統計費２億8039万

7000円は、職員費及び諸統計調査に要する経費であ

ります。

（項）統計調査費は前年度に比べ５億8133万

5000円、48.2％の減となっております。

以上で、企画部所管の一般会計歳入歳出予算の概

要説明を終わります。

御審査のほど、よろしくお願い申し上げます。

○又吉清義委員長 企画部長の説明は終わりました。

これより質疑を行いますが、質疑及び答弁に当たっ

ては、その都度、挙手により委員長の許可を得てか

ら行い、重複することがないよう簡潔にお願いいた

します。

また、答弁に当たっては、総括的、政策的な質疑

に対しては部局長が行い、それ以外はできるだけ担

当課長等の補助答弁者が行うことにしたいと思いま

すので、委員及び執行部の皆さんの御協力をよろし

くお願いいたします。

なお、課長等補助答弁者が答弁を行う際は、あら

かじめ職、氏名を告げてください。

それでは、これより直ちに甲第１号議案に対する

質疑を行います。

当山勝利委員。

○当山勝利委員 今通知しました積算内訳書でお伺

いします。

まず、地域開発推進費の中の委託料の中にサンド

ボックス制度活用モデル構築事業というものがあり

ますが、この事業について伺います。

○喜舎場健太企画調整課長 サンドボックス制度に

ついて、まずこの制度は包括的に規制を緩和するこ

とで自動車の自動運転、ドローンなどの高度で革新

的な近未来技術に関する実証実験を迅速円滑に実現

する制度であります。この事業は令和２年度に国家

戦略特区に新たに追加された地域限定型規制のサン
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ドボックス制度の活用に向けて、県内の民間事業者

の掘り起こしや、実現に向けた支援を行う内容となっ

ております。

○当山勝利委員 県としては、この事業でどういう

ことを実現したいというふうに考えて予算化された

のでしょうか。

○花城安博企画調整課副参事 サンドボックス制度

におきましては、基本的に自動車の自動運転であり

ますとか、それから無人運転機いわゆるドローン、

それに伴います電波法の規制緩和を行って、そういっ

た実証実験がしやすくなるようなそういった取組を

促進するということでこの事業を整備してございま

す。

○当山勝利委員 実際にそういう事業者の要求が

あって県として動いたのか、要求はないが県として

準備のためにやっているのか、どちらですか。

○花城安博企画調整課副参事 国家戦略特区制度に

基づくサンドボックス制度ですが、基本的に全国で

10地区が国家戦略特区としての指定を受けておりま

して、その制度に基づいて近未来技術含めた先進的

な取組を活用するという基に、推進しているところ

でございます。また、県内特に首都圏などと比べま

すと、中小企業が多いというところもございますの

で、優れた技術を持つ中小企業者がその事業計画を

策定するとか、それから実証実験の場所を選定する

とか、そういった計画を策定するような支援ができ

ればというところで事業提案をさせていただいたと

ころであります。

○又吉清義委員長 もう少し大きな声でお願いいた

します。

○花城安博企画調整課副参事 失礼いたしました。

国家戦略特区制度は全国10区域の特区が指定され

ておりまして、本県も国家戦略特区として指定され

てございます。その中では規制を緩和することで、

先進的な取組を進めていくというところが主な目的

としてございます。今回、御提案させていただいた

事業につきましては、本県の中小企業が優れた技術

を持っていて、その実証実験、特にドローン、自動

運転等の技術を実証でやっていくときに、なかなか

マンパワー等が足りないといった場合にそれのビジ

ネスモデルも含めて事業計画の支援でありますとか、

規制する法律何があるかという支援をアドバイザー

というようなところで委託として支援していくよう

な内容となってございます。

○当山勝利委員 ドローンはまだしも、自動運転の

場合だと結構これまで久米島やバスを使った自動運

転があって、内閣府中心にやられていたり、企業が

中心にやられていたりするわけですよね。それも大

きな企業ばっかりやっているわけですよね。

沖縄県として中小企業をどのように巻き込もうと

お考えですか。

○花城安博企画調整課副参事 沖縄県の企画調整課

内に既にワンストップセンターという近未来技術を

ワンストップで相談できるような窓口を設置してご

ざいまして、ドローンでありますとか、自動運転そ

ういったサンドボックス制度も含めて、一元的に相

談ができる体制を取ってございます。まずは相談を

いただいた後に、国の法律を所管する省庁への照会

でありますとか、実証実験をする市町村であります

とか、どういったところがネックになるのかという

ことを県も一緒になって事業者の皆様と考えながら

促進しているという取組を実施しているところでご

ざいます。

○当山勝利委員 最後に県内の中小企業でこの制度

を使いたいと実際に手を挙げているなり、相談され

ているところはあるのでしょうか。

○花城安博企画調整課副参事 現在複数の企業の皆

様から相談をいただいているところでございますし、

市町村からも相談をいただいているところで、県と

しても一緒になって今調整を進めているところでご

ざいます。

○当山勝利委員 分かりました。

次に移ります。電子自治体推進事業費の中の全庁

共通システム整備費について、まず伺います。

○加賀谷陽平総合情報政策課長 全庁共通システム

整備費でございますが、県庁内でＲＰＡやテレワー

クの活用、データ共有等を推進することで効率的に

業務を遂行するために、庁内で共通的に利用されて

おります業務システムの整備や保守を行うもの、そ

ういった内容となっております。

○当山勝利委員 令和２年度に導入されて、たしか

２つくらいの事業に導入されるということでしたが、

今回令和３年度ではどれだけ増やされるのでしょう

か。

○加賀谷陽平総合情報政策課長 まず、今年度の状

況から申し上げますと、生活保護費関係の事務等も

含めて12業務において今、ＲＰＡを活用しまして作

業の自動化を図り、合計で2851時間、約79％の作業

時間の削減が見込まれております。

今後でございますが、昨年来庁内の相談窓口を設

置しまして、その活用に向けて30件ほどの相談に応

じながら、拡大に向けて取り組んでいるところでご
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ざいます。現時点で、次年度新規で導入を予定をし

ている業務としましては、文書管理システムにおい

て起案を作成する作業の自動化ですとか、庁内向け

職員録への異動・採用時の情報登録作業、そういっ

たものの自動化を予定しております。

○当山勝利委員 令和３年度に事業も増やされて、

令和２年度も時間削減ができたということで、令和

３年度では、トータルでも構いませんので、どれく

らい時短を目標とされているのか伺います。

○加賀谷陽平総合情報政策課長 目標というような

御質問でございますが、業務の削減目標については

業務ごとの特性があり、削減時間が異なるというこ

とで一律的な目標は設定していない状況でございま

すが、適応する５業務について、手元に数値化した

資料がないですが、導入に当たってはどれだけの削

減効果が期待できるかという部分、しっかり現場の

協力を得ながら把握をして、それが達成できたかど

うか実績を確認していく、そういった形をしっかり

取っていきたいと思います。

○当山勝利委員 分かりました。

これも時短することによって仕事の改革にもつな

がると思いますので、よろしくお願いいたします。

科学技術振興費について伺います。まずこの本事

業は１から16まであるのですが、各事業において令

和３年度をもって終了する事業はあるのか伺います。

○金城克也科学技術振興課長 科学技術振興費16事

業のうち、平成20年度から開始した一括交付金事業

については令和３年度までの事業期間となっていた

ことから、一括交付金の８事業が令和３年度に終了

することとなっております。その他８事業は令和４年

度以降も継続したいと考えております。

○当山勝利委員 では、その令和３年度で終了する

事業はどれなのか、それと終了するに至って令和３年

度まとめなければいけないですが、どのようにまと

めていくか伺います。

○金城克也科学技術振興課長 令和３年度で終了す

る８事業のまとめ方といたしましては、科学技術イ

ノベーションシステム構築事業など共同研究支援事

業についてはこれまで支援してきた各事業の個別研

究の成果をまとめつつ、事業効果を検証し、共同研

究事業のさらなる推進に寄与できる支援の在り方に

ついても検証してまいりたいと考えております。

また、子供科学技術人材育成事業など人材育成事

業については引き続き子供たちを対象とした科学教

育プログラムを実施していきます。

また、国際的な人的ネットワーク構築を目指した

事業においては、これまでの留学生に対し追跡調査

を実施し、事業の成果を検証することとしておりま

す。

○当山勝利委員 令和３年度で終わる事業はどれで

すか。番号でいいですよ。

○金城克也科学技術振興課長 令和３年度で終了す

る事業は、７番のハワイ東西センター連携事業、８番

の沖縄科学技術イノベーションシステム構築事業、

10番の成長分野リーディングプロジェクト創出事業、

11番の知的・産業クラスター支援ネットワーク強化

事業、12番の先端技術活用によるエネルギー基盤研

究事業、13番の沖縄感染症研究成果活用促進事業、

14番の子供科学技術人材育成事業、16番の先端医療

技術実用化促進推進事業でございます。

○当山勝利委員 先ほど答弁ありましたように、一

括交付金を利用したものに関しては取りあえず一旦

閉じるという答弁ですが、実際にはこの先端技術的

なことをしっかり芽出しをしていくことが皆様方の

お仕事だと思うのですが、令和３年度で一旦まとめ

て令和４年度にどうつなげていくのかということを

どのようにお考えでしょうか。

○金城克也科学技術振興課長 先ほども申し上げま

したが、これまでに支援してきた各事業をまず個別

の研究の成果をまとめます。まとめつつ、事業の効

果を検証していき、次につなげられたらと考えてお

ります。また、共同研究事業のさらなる推進に寄与

する支援の在り方、コ－ディネーターをつけたりと

しておりますが、そういった推進に寄与できる支援

の在り方についても併せて検証をして、次のステッ

プにつなげていきたいと考えております。

○当山勝利委員 令和３年度と令和４年度に関しま

しては、沖縄振興計画との絡みもあるかと思います

が、令和３年度で一旦切って、令和４年度でまとめ

て、令和５年度に絡むような形ではなく、継続的に

令和３年度から令和４年度をうまくつなげられるよ

うにしていくというような考えはお持ちですか。

○金城克也科学技術振興課長 効果を検証する中で

次のステップに進められるようについては、どんど

ん積極的に継続して進められるような事業を選択し

ていきたいと思っております。

○当山勝利委員 科学技術振興計画でしたか、そう

いう計画をつくられたと思います。そうすると継続

的にやろうとするとその計画の見直し等がまた必要

になってくると思いますが、そこはどのようにお考

えでしょうか。

○金城克也科学技術振興課長 見直しも進めている
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ところで、科学技術振興費における令和４年度以降

の事業については、現在作業を進めている新たな沖

縄振興計画の策定と併せて、先ほど委員のおっしゃっ

ていた見直しも含めて、科学技術施策に必要な事業

について検討を進めていきたいと考えております。

○当山勝利委員 令和３年度までは一括交付金を

使った研究等の支援をされてきたと思います。令和

４年度以降はどのようになるか分かりませんが、そ

こら辺の立て方も中身と同時に取り組まなければい

けないですが、それはどのようにお考えですか。

○金城克也科学技術振興課長 令和４年度以降につ

いては、国の補助制度等のほかの制度の活用を念頭

に置いて検討していきたいと考えております。

国が３月に公募した件数などを情報収集しており

ますが、例えば３月10日までに13件ございましたし、

２月の公募件数は50件あったのですが、研究者単位

での公募となっており、なかなか県として応募でき

る事業がないですが、今後しっかりと情報収集を行

いながら、国の補助制度を念頭に置きながら、次の

事業を検討していきたいと考えております。

○当山勝利委員 分かりました。

なかなか財政的にどうクリアしていくのかこうい

うのは一番難しいかと思います。沖振の中にしっか

り入れ込めればいいのですが、そこはどうお考えで

しょうか。

○宮城力企画部長 先ほど答弁ありましたとおり、

概算要求書の中身で補助率80％と書いてありますの

が、一括交付金事業トータルで書いてありますとお

り4.5億円。一括交付金を活用してこれらの事業を展

開しているところです。もちろん３年度で終わりと

いうのはあくまで一括交付金制度が令和３年度まで

となっているので、引き続き後継事業についても行っ

ていく考えで、ただし一括交付金―これについては

新たな沖縄振興制度提言の中でも引き続き継続をと、

強く求めているところで、これは市町村の皆様も一

括交付金の制度については必要だという認識ですの

で、一丸となって取り組んだ上で、これら科学技術

の振興に係る事業にも充当できるように取り組んで

いきたいと考えております。

○当山勝利委員 分かりました。

ちょっと細かな事業の中身について伺います。科

学技術振興総合推進事業ですが、まずこの事業につ

いて伺います。

○金城克也科学技術振興課長 科学技術振興総合推

進事業は、県立試験研究機関の研究員による研究成

果、職務発明の需要に向けての知的財産権の権利化

を推進している事業でございます。また、令和２年

度は新型コロナウイルスの影響で実施できませんで

したが、所属する研究員が自ら課題を設定する研修

や、国際学会への派遣を行うことで本県の産業振興

に寄与する人材を育成している事業でもあります。

○当山勝利委員 県の知的財産権、特許ですが、こ

の特許の申請件数、取得件数、また実際に使われて

いる特許の件数は分かりますか。

○金城克也科学技術振興課長 特許権と知的財産権

の状況についてですが、令和３年２月末で出願中が

11件、うち特許権が５件です。登録済みが62件、う

ち特許権が36件、合計73件で、特許権が41件となっ

ております。それから特許権等の知的財産を企業が

活用している実施許諾契約については19件、うち特

許権が10件となっております。具体的には農作物の

害虫駆除方法や、家畜の病変検査技術などがござい

ます。

○当山勝利委員 結構な数の利用がされていると思

いますが、やはり知的財産を守るということは大切

なことと思うので、そこの沖縄県の取組について伺

います。

○金城克也科学技術振興課長 県では、県立試験研

究機関の研究成果を企業に対するライセンスとして

活用できるよう、職務発明の知的財産権の権利化を

推進しています。具体的には、職務発明に関する指

導業務を弁理士に委託し、公設試験研究機関の研究

成果について、知的財産化に向けて個別に指導を受

ける体制を整備しているところでございます。

○当山勝利委員 次に移ります。離島オンライン体

験サポート事業について伺いますが、この事業の内

容と目的について伺います。

○森田賢地域・離島課長 お答えいたします。

離島オンライン体験サポート事業につきましては、

離島の特色を生かしたオンラインでの体験プログラ

ムの開発や販売を行うことによりまして、コロナ禍

においても離島住民の収入の安定を目的とする事業

でございます。

○当山勝利委員 資料も頂いて、オンラインで情報

を提供することですが、離島の方々がこの体験プロ

グラムをつくるのに相当な苦労があると思いますが、

どのようにサポートされるのでしょうか。

○森田賢地域・離島課長 お答えいたします。

具体的なサポートの方法というところでございま

すが、機器操作等に不慣れな離島事業者につきまし

ては、エリアごとに専門スタッフを設置しておりま

して、マンツーマン体制でサポートというものを行っ
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ております。もう少し具体的に申し上げますと、オ

ンライン体験を配信できるようになるまでの機器操

作サポートでありますとか、魅力あるプログラムを

提供できるような方法等のアドバイスを行っている

というような状況でございます。

○当山勝利委員 作ったコンテンツですが、ユーザー

はどのように利用する形になりますか。

○森田賢地域・離島課長 造成されたプログラムに

つきましては各種ＯＴＡサイト等に掲載されるわけ

でございますが、まず参加者といたしましてはＺｏ

ｏｍなどのビデオ通話アプリを利用して参加すると

いうようなことでございます。その参加を申し込む

ためには、事前に各販売サイトにアクセスをいたし

まして、参加体験希望するプログラムの予約及びオ

ンライン決済を行っていただきます。その後、体験

日当日までに、オンライン体験に参加できるＵＲＬ

が届きまして、ＵＲＬにアクセスすることでオンラ

イン体験に参加できるという中身でございます。

○当山勝利委員 今おっしゃった販売サイトですが、

必ずここというようなことはあるのでしょうか。そ

ういう縛りとかありますか。

○森田賢地域・離島課長 造成されたプログラムに

つきましては、まさに造成した事業者様がおのおの

の意思でＯＴＡサイトを決定していくというような

ところでございます。

○当山勝利委員 そういう縛りはなく、どこのサイ

トでもアップはできますよということですね。分か

りました。

ちなみに、令和２年６月からされていると伺って

おりますが、これまでの間に幾つメニューがつくら

れて、どこの離島でやられているのか、お分かりで

しょうか。

○森田賢地域・離島課長 委員がおっしゃったよう

に令和２年６月補正予算における新規事業という形

で事業を実施しておりますが、３月５日時点におき

まして造成されたプログラムの商品件数は67件と

なっております。参画離島数で申し上げますと、16離

島となっております。

○当山勝利委員 利用されたユーザーは何件、何人

でもいいですが、何人ですか。

○森田賢地域・離島課長 今の時点で申し上げます

と、予約人数ベースで1106件という状況でございま

す。

○当山勝利委員 まだ始まって８か月とそんなに時

間のない中で1000件以上の予約が入っていたので、

これがまた離島に思いをはせるというような形にな

るといいとは思うのですが、最終的にはこのメニュー

を使ってユーザー使う人たちがどうなったらいいな

というお考えをお持ちでしょうか。

○森田賢地域・離島課長 最終的にはオンライン体

験を通じて、まさに沖縄の魅力というものを体感い

ただいて、実際に足を踏み入れていただくというよ

うなことが重要かなと思っております。また、一方

で低価格で気軽に参加できるという観点であります

とか、あるいは高齢の方とか障害をもった方など実

際なかなか離島に足を運べないという方も楽しめる

コンテンツになっておりますので、オンライン体験

そのものとしての市場の価値もあるのかと思ってお

ります。

○当山勝利委員 ぜひ広げていただきたい。ネット

の世界は広げにくいので、広く活用してもらえるよ

うなことをしっかりやっていただいて、また多くの

方々に体験していただいて、また来ていただくとい

うのが目的だと思うので、そのようにつなげていた

だけるようよろしくお願いいたします。

もう一つ、沖縄しまっちんぐ実証事業の内容につ

いて伺います。

○森田賢地域・離島課長 しまっちんぐ実証事業に

つきましては、ワーケーション目的で来島する方で

ありますとか、地域振興に関心がある企業等を対象

にしまして、観光地で余暇を過ごすだけでなく、離

島の現状や課題などを学び、体験するモニターツアー

というものを実施いたしまして、地域交流をメイン

とした離島地域ならではのワーケーション魅力の向

上でありますとか、関係人口の創出を図ることを目

的とした事業でございます。

○当山勝利委員 実証事業ということですが、実証

事業を経た上でどのように、次々年度になるのかな、

展開されるか伺います。

○森田賢地域・離島課長 令和３年１月に取りまと

められました骨子案におきましても、離島を核とす

る交流の活性化と定住関係人口の創出というものを

掲げておりますので、やはり地域住民との関わりや

島への思いを深める多様な交流の促進による関係人

口の創出というものを積極的に図っていきたいと考

えております。そして当該事業につきましては、最

終的には離島におけるビジネスの展開でありますと

か、移住まで持っていければと思っておりますが、

やはり関係振興というものはステップアップである

と理解しておりますので、例えばモニターツアー終

了後も、ふるさと納税であったり、多拠点居住の一

つで離島を選択していただくとか、そういうような
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観点で少しずつ離島に携わる層が増えていくという

ことが望まれる姿かなと思っております。

○当山勝利委員 確かに人と人との交流がつながっ

て、深まれば深まるほどそこに足を運んだり、移住

されたりもしくは仕事をそこでやってみたいと思う

方も増えると思いますので、ぜひ頑張ってください。

以上で終わります。

○又吉清義委員長 休憩いたします。

午後０時１分休憩

午後１時21分再開

○又吉清義委員長 再開いたします。

午前に引き続き、質疑を行います。

仲宗根悟委員。

○仲宗根悟委員 それでは、午後のほうもよろしく

お願いをいたします。

まず、昨年から今年度―2020年度に続いてはこの

コロナ禍の中において、いろいろな団体や、あるい

は経済団体のほうから支援策についての要望が出さ

れておりますけれども、次年度予算においてバス関

係の支援といいましょうか、こちら企画でよろしい

んでしょうか。観光ではないですよね、企画でどん

な支援策、こう盛り込んでいるのか、まずそのこと

をお聞かせください。

○宮城力企画部長 企画部のほうで路線バスの部分

を担当して、昨年の６月補正で感染症予防対策とい

うことで、奨励金を支給したところです。その後、

コロナが８月、それから年末年始とかけて緊急事態

宣言を２度目、３度目の実施をしたところで、非常

にダメージを負ってるというのは承知しております。

バス事業者さんからも、その減収分の補塡を、ある

いは減収、落ち込んだ分を何とか財政的な支援をい

ただけないかという御相談をいただいているところ

です。

企画部としましては、その都度、補正対応等を検

討してきたところですけれども、なかなか予算措置

が今されていないという状況で、当初予算にあって

も、特にこのコロナ対策としてバス路線を支えると

いう予算は今計上されていないところなんですが、

補正予算等において計上できるように、しっかりと

対応してまいりたいと考えております。

○仲宗根悟委員 私たち県民の足であります、もち

ろん、毎年のように生活バス路線についても十分な

確保をしながら守ってきたわけですから、ここにお

いてコロナで立ち行かなくなったと窮地を訴えるこ

のバス協会も、しっかりと手当てをしてほしいとい

う訴えを私たちも耳にいたしましたし、もうかわい

そうなくらい訴えている状況を見ますと、これは何

とか手当てしないと。私たちはこれまで、皆さん協

力してその生活路線のためにも確保して、赤字路線

もしっかり県民の足を確保してほしいと長年こう

やってきて、それに応じてきた方々のこの会社です

から、しっかりと手当てをしていただきたいし、ま

た皆さんもそういう気持ちを持って臨んでいただき

たいというふうに思っています。この件に対して、

コメントがありましたらどうぞ。

○宮城力企画部長 従前より、採算性は取れないけ

れども、路線としては生活路線等で維持する必要が

ある、そういう路線については赤字路線の部分を補

塡してきて、路線を維持するという取組はこれまで

も行ってきたところです。これに加えて、コロナ禍

にあって大分落ち込んだ、それでも運行をやめるこ

とができない、間引きすることができないという状

況にあります。県議会でも再三、御提案、御指摘い

ただいているところで、県としてもその分しっかり

認識して、できるだけ早急に支援策を打ち出せるよ

うに努めたいと考えております。

○仲宗根悟委員 しっかり頑張っていただきたいと

いうふうに思います。

それでは、本県の本島内でよろしいんですけども、

陸上交通の渋滞の緩和策というんでしょうかね。ど

ういった方向性で、渋滞緩和に取り組んでいるのか、

そちら辺をお聞かせいただきたいと思います。

○金城康司交通政策課長 お答えします。

県内の渋滞緩和のために、一般的には土木建築部

のほうでは道路整備とかは行っているんですけれど

も、企画のほうとしては渋滞緩和のために、まず長

期的には名護から那覇にかけての鉄軌道の導入、そ

れから各地域のフィーダー交通の充実ということな

んですけれども、短中期的には、まず那覇からコザ

までの基幹バスの構築ということで、今急行バス走っ

ておりますが、そこからまた地域へ延びるフィーダー

交通というふうなことで、なるべくバスを多く利用

していただくと。それから、それに加えまして、こ

れまでもそうなんですけど、現在も行っているんで

すけれども、バス利用の環境改善ということで、高

齢者や障害者に優しいノンステップバスの導入です

とか、導入支援ですとか、それから外国人の観光客

向けの外国語案内版の表示など、バスの利用環境の

改善に向けて取り組んでおりまして、そういった諸

施策を早期に取り入れることによって、交通渋滞の

緩和につなげていきたいと考えております。

○仲宗根悟委員 今、事項別積算内訳書の中の交通
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運輸対策費でしょうかね、52ページに記載されてい

る中で、各事業が載っているんですけれども、今お

話されたのが公共交通利用環境改善事業と。これは

9000万余りの事業内容が、今申し上げたそれですか。

○金城康司交通政策課長 おっしゃるとおりです。

○仲宗根悟委員 そして、その下のＥＴＣ利用促進

事業ということで530万計上されているようなんです

けれども、このＥＴＣ利用促進事業の中身を御案内

いただけますか。

○金城康司交通政策課長 お答えします。

県では、一般道の渋滞緩和を図るために、沖縄自

動車道におけるＥＴＣの利用促進に向けて取り組ん

でおります。今年度、ＥＴＣでみんなにイイコトプ

ロジェクトとして、ホームセンターやカーショップ

などでのポスター掲示、リーフレットの配布に加え、

屋外ビジョン、ラジオ、ＣＭなどを実施いたしまし

た。また、知事がテレビ番組等に出演し、多くの県

民にＥＴＣ利用による割引制度など、ＥＴＣの利便

性についてＰＲしたところであります。ＥＴＣ利用

による効果としては、利用回数に応じた割引や、

キャッシュレス支払いで料金所をストレスフリーで

通過できることに加え、燃費向上で環境にも優しい

ことが挙げられております。県としては、次年度も

引き続きＮＥＸＣＯ西日本と連携し、より効果的な

ＥＴＣ利用促進に向け、取り組んでまいりたいと考

えております。

○仲宗根悟委員 こちらの渋滞緩和策の一つだとい

うふうに思っていますが、この皆さんから御案内い

ただいたように、ホームページちょっと開けて見て

います。この促進事業ということですから、もっと

もっと広めて、県民の皆さんにこういった特典があ

ります、メリットがありますよという形で御案内し

ていただきながら利用を促していこうというような

事業だというふうに思うんですけれども、私も、知

事の直接のラジオ放送を聞いて、こういう制度が、

こういうメニューがあるんだというふうに気づきま

したけれども、果たしてこの自動車道を使っていな

がら、通勤に使っている朝の時間帯、それから午後

の時間帯と、時間帯を定めながら月に何回利用して

いる率に対して、幾らの還元をしましょう、何割還

元しましょうというのがメニューとしてあるんです

けれども、私もラジオ放送を聞いてしか知らなかっ

たんですがね、うっかりしておりました。

この利用率っていうんでしょうかね、今皆さんが

促進を図っている事業の中で、どのぐらいが一体全

体気づいて、これ利用をしている方々の数字という

のは把握されていますか、どのぐらいか。

○金城康司交通政策課長 ＥＴＣ利用率なんですけ

れども、沖縄県は現在62％となっております。ただ、

全国平均が91.4％ですので、まだ開きがありますの

で、全国平均に向けて県もＥＴＣの利用促進に取り

組んでまいりたいと考えております。

○仲宗根悟委員 知事のラジオを通しても、コマー

シャルかな、宣伝内容からしますと、これは10回以

上利用すると半分が還元されてくると。５回から９回

までが、そして10回以上と、この還元率も５回以上

ということは30％ということになるんですけれども、

４回までは、ごめんなさい、還元はありませんよと

いうような内容でありました。これ、もっともっと

広く県民の皆さんに知っていただくためにも、本当

に事業の内容にあるように、促進を図るような内容

というんでしょうかね、そういうこと図るべきだと

いうふうに思いますが、告知ですとか、宣伝方法と

いうんでしょうか、そういったものはどういうふう

にお考えですか。

○金城康司交通政策課長 ＥＴＣの利用促進につき

ましては、昨年までは、例えば料金所でのチラシ配

布等によって促進を促してきたんですけれども、今

年度は先ほどお話ししましたとおり、知事が実際、

テレビやラジオに出ると同時に、ホームセンターと

かカーショップでも実際にポスターを掲示すること

によって、いかにＥＴＣが、乗れば乗るほど利用者

にお得ですと。また、これはあくまでも、確かに財

布の面からもお得ではあるんですけれども、例えば

時間どおり料金所を通り過ぎるということでストレ

スフリー、それから、料金所を止まらないで、ブレー

キかけないで行くことによる温室効果ガスの低減と

か、環境に非常に優しいというふうな事業ですので、

これは今年度ＰＲしてるんですけども、次年度でも

また引き続き、さらにどのような方策であれば県民

に対して、このＥＴＣについてより多くの方に知っ

ていただいて利用していただけるかについて、引き

続きまた検討していきたいと考えております。

○仲宗根悟委員 皆さんのホームページ、こう開け

て見ますと、イイコトプロジェクト化と銘打って、

朝の時間帯は６時から９時までの間に利用する方々、

午後は17時から20時までに利用する方々が月に10回
通ると半分が戻ってきますと、利用した料金のです

ね。５回から９回の方々が３割戻ってきますよとい

うように、イイコトプロジェクトの中身はおっしゃっ

たとおり、料金所、キャッシュで払う方々はしばし

の時間が必要になる、ところがＥＴＣは歩きながら
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精算、そして受付が可能になる仕組みということで、

非常に便利だなということを県民の皆さんが、本当

に全ての皆さんが熟知するともっともっと利用は上

がるというふうに思うんです。ただ、近距離、それ

から遠距離、利用は遠距離のほうが多いと思うんで

すが、ピンポイントつかんで、周辺の給油所ないし、

そこにチラシを置くとか、宣伝効果を得るとか、そ

ういったことは考えてないですか。

○金城康司交通政策課長 先ほどちょっと、そこは

説明が漏れてしまったんですけども、例えば県内の

ガソリンスタンドで、本島内15店舗でレジドールっ

ていうのが領収書のように機械出てくると思うんで

すけれども、この裏にＥＴＣのイイコトプロジェク

トというふうな印刷をしておりまして、そういった

広報活動も行っております。それから、本島内の10か

所での街頭ビジョンがあるんですけども、そこでも

ＥＴＣでイイコトプロジェクトのＣＭを行うととも

に、新聞でもタイムス、新報でも同じような広報を

しております。

○仲宗根悟委員 今の既設の入り口っていうんで

しょうかね、料金口、もっともっと効率よく増やす

というんでしょうかね、インターチェンジを増やし

てつなげるような工夫というんでしょうか。そういっ

た計画ですとか、近々、あそこにできるらしいとか

いうような情報を持ち合わせてはいないですか。

○金城康司交通政策課長 すみません、この点に関

しては土木建築部のほうで所管しておりますのです

けど、我々もちょっと情報は持ち合わせありません。

○宮城力企画部長 浦西駅のパークアンドライドと

いうことで駐車場を整備しております。そこに、イ

ンターチェンジをつくって、そこで乗り継ぐという

のを想定しております。時期については明言できま

せんけれども、幸地インターチェンジが予定されて

いるというところでございます。

○仲宗根悟委員 池武当辺りはないですか。

○宮城力企画部長 池武当も予定があると聞いてい

るところです。

○仲宗根悟委員 以上です、ありがとうございまし

た。

○又吉清義委員長 西銘純恵委員。

○西銘純恵委員 お願いします。

最初に、資料３の１の13ページ、ＳＤＧｓ推進事

業ですが、最初にＳＤＧｓの説明をお願いします。

○喜舎場健太企画調整課長 ＳＤＧｓは、国連がま

とめた2030年までの行動計画となっております。こ

のＳＤＧｓ推進事業につきましては、全県的なＳＤ

Ｇｓを促進するための事業となっております。

○西銘純恵委員 国連の事業、どんな事業なんでしょ

うか。

○宮城力企画部長 ＳＤＧｓは、2015年の国連のア

ジェンダで決定されて、2030年の将来の世界がどう

あるべきかというところで、これまでは途上国の開

発に向けた取組、あるいは環境保全というところも

あったんですけれども、持続可能性、持続可能なと

いう視点がここに加わってきた。例えば、貧困地帯

に富を再配分するだけではなくて、そこで自立する

ためのまた仕掛けが必要だと。代表的に言われてる

のが、バングラデシュの貧困の女性たち。彼女らに、

マイクロクレジットですか、投資をする。投資をす

ることによって、彼女らはミシンを買うことができ

る。そのミシンを使って生計を立てていく。これは

借りたお金で、返さないといけない。連帯保証的な

仕掛けも入れて、返済率が高まるようにする。ただ

お金を流すだけではなくて、これをまた回収できる。

加えて、彼女たちも自立できる、そういう持続可能

な取組を進めていく。それが貧困をなくそう、ある

いは飢餓をなくそう、教育を公平に与えよう、加え

て、働きがいもあるような職場環境もつくろう。環

境負荷を低減して、海を守ろう、陸を守ろう。

こういう17のゴールを目指して、今、世界的に取

り組んでいるというところでございます。

○西銘純恵委員 ＳＤＧｓ推進事業の、県としての

目的を持っていると思うんですけど、この事業の目

的についてお尋ねします。

○花城安博企画調整課副参事 本事業は、全庁的な

ＳＤＧｓの、全県的なＳＤＧｓの推進、展開に向け、

様々なステークホルダーの連携促進や、ＳＤＧｓの

認知度向上を図ることを目的にしております。具体

的には、企業、団体のネットワーク拡充や連携、交

流の支援を行うとともに、各地域における普及交流

イベントの開催、県民向けのシンポジウムの開催や

メディア、ホームページ、ＳＮＳ等を通じた情報発

信など、普及啓発に向けて取組を強化することとし

ております。

以上でございます。

○西銘純恵委員 最初に、全庁的なっていうことも

おっしゃったんですけども、県庁の取組、お尋ねし

ます。

○花城安博企画調整課副参事 県では、この４月か

らＳＤＧｓ推進室というのを新たに設置する予定に

しております。ＳＤＧｓにつきましては、全庁的な

組織といたしましてＳＤＧｓ推進本部という、知事
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を本部長とする意思決定機関、全庁体制が取られて

おりまして、それを運営していく運営の強化、それ

から各部局との連携の強化という意味で、組織的な

強化というのも図られているところでございます。

○西銘純恵委員 企業や県民というところでは、ど

のような取組がなされてますか。

○花城安博企画調整課副参事 これまでも、県内の

企業、それから各団体様、ＳＤＧｓに積極的に取り

組まれている皆様を、おきなわＳＤＧｓパートナー

ということで県の認定を行わせていただいておりま

して、今現在で100団体、御登録をいただいておりま
す。

今年度につきましては、この御参加いただいてい

るパートナーの皆様方との会議を、意見交換をする

場をステークホルダー会議ということで、２度実施

しております。このコロナ禍の状況ですので、ウェ

ブでの開催にはなっておりますが、活発な意見交換

がなされたところでございます。

○西銘純恵委員 市町村それぞれ取組あるかと思う

んですが、進んでますか、どうですか。

○花城安博企画調整課副参事 市町村につきまして

は、ＳＤＧｓ未来都市というものが国の制度として

ございまして、県内で未来都市に認定されている自

治体が石垣市と恩納村の２か所がございます。先ほ

ど申し上げましたＳＤＧｓパートナーと、今100団体

ございますけれども、これに加えて、市町村との連

携というのも今後、県も含めてプラットフォームの

構築というところを目指してまいりたいと思ってお

ります。

○西銘純恵委員 石垣市、恩納村ということですが、

これ手を挙げて国からということなんでしょうか。

○花城安博企画調整課副参事 はい、そのとおりで

ございます。

○西銘純恵委員 ほかの市町村もぜひＳＤＧｓ、県

と同じように、また県民がやるような取組に持って

いけるように、県としてもぜひ援助していただきた

いと思います。

県民への啓発について、どうでしょうか。

○宮城力企画部長 今年度、ＳＤＧｓの認知度調査

を行いました。ＳＤＧｓという言葉を知っているかっ

ていうと、大体３割ちょい。バッジとかは見たこと

があると。あるいは持続化な開発、そういう言葉は

聞いたことがある人は若干多かったんですが、３分

の１がＳＤＧｓという言葉、３分の１しかと言った

ほうがいいのかもしれませんが、知らない。加えて、

このＳＤＧｓの意味をうまく説明できないという方、

もっと低くございました。

まずは、このＳＤＧｓの取組を通して、何を目指

していくかというところを、次年度のこの推進事業

費の中で対応していきたい。体制についても、４名

の推進室が設置されますので、広く取組を広めてい

きたいというところです。

○西銘純恵委員 部長、バッジなさってますか

○宮城力企画部長 はい、今三役はじめ部局長に、

このバッジを配付しているところです。このバッジ

を通して、これが何かのきっかけになると考えてい

るところですので、広く職員に配付できるような方

法で今、検討しているところです。

○西銘純恵委員 欲しいと思っても、どこからとい

うのが、私もやってません。知事が県産バッジをと

いうことで、何か報道あったようなんですが、それ

は県民に普及するいい機会だと思うんですが、どの

ようなものですか。

○宮城力企画部長 障害者の方の授産施設といいま

すか、セルプセンター的なところで作成をするとい

うことで今、話をいただいておりますが、ただ、大

量生産はなかなかちょっと時間がかかるということ

を聞いております。そこは先方と御相談しながら、

対応していきたいと思います。

○西銘純恵委員 次、19番の振興推進事業費につい

てお尋ねします。説明と進捗と、減額理由もお願い

します。

○喜舎場健太企画調整課長 振興推進事業費につき

ましては、新たな振興計画の策定と、現在の計画の

推進に要する経費となっております。

令和３年の主な内容としておりますのは、例えば

３年に１回行っています県民意識の調査であるとか、

新たな計画に向けての分析の委託料、あと沖縄県の

振興審議会が来年度、本格化をしてまいりますので、

そのための報酬などの経費となっております。

○西銘純恵委員 新たな振興計画策定をされて、骨

子案ということでいただいたんですが、それが素案

として準備されていくのかと思うんですが、この変

更というのが、大きく変わる部分があるんでしょう

か。素案というところで。

○武村幹夫企画調整課副参事 素案につきましては、

３月に取りまとめ、５月の県振興審議会への諮問に

合わせて公表する予定を考えてございます。

内容についてでございますが、骨子案の１月末の

公表後に、経済団体、そして県民、そして市町村な

どから御意見を頂戴しておりまして、その御意見を

踏まえて、素案を取りまとめることとしております。
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この内容につきましては、取りまとめの中で整理し

ていくことになりますので、ちょっと今、大きく変

わるかどうかっていうことは明言が難しい状況でご

ざいます。

○西銘純恵委員 骨子案の中で、今の克服すべき沖

縄の固有課題ということで触れていますけれども、

どのようなものでしょうか。

○武村幹夫企画調整課副参事 固有課題につきまし

ては、沖縄が抱えております４つの特殊事情から派

生する課題として整理してございます。１つ目が基

地負担の軽減、２つ目が駐留軍用地跡地の有効利用、

３つ目が離島の条件不利性克服、そして４つ目が交

通ネットワークの構築。この４つを掲げてございま

す。

○西銘純恵委員 その克服のために、行財政システ

ムの強化拡充と、地域主体の政策を推進するってい

うことで今、骨子案の中身で聞いているんですけれ

ども、結局いろいろな施策、政策っていいますか、

財政上のあると思うんですが、紹介をお願いします。

○武村幹夫企画調整課副参事 この固有課題につき

ましては、沖振法の立法の目的と考えておりますの

で、国の支援を求めたい課題と考えてございます。

そのため、この行財政システムの部分では沖縄振興

特別措置法、そして跡地利用推進法、そして沖縄振

興開発金融公庫を引き続き措置していただきたいと

いうことで、記載してございます。

○西銘純恵委員 いまだ道半ばのこの沖縄の状況で、

どうしても新たな振興というのが重要になってくる

と思うんですが、今後のスケジュール、お尋ねしま

す。

○宮城直人企画調整課副参事 11月にハード沖縄振

興の制度提言の中間報告をまとめましたけど、その

後に、７月にこの制度提言をまとめて国へ提出する

予定としております。なお、国のほうは、現行の計

画を検証中ということでありますので、国との調整

については、その進捗を見ながら進めてまいりたい

と考えております。

○西銘純恵委員 今後のスケジュールっていったら、

新年度の１年間の大まかなスケジュールをお尋ねし

たんですが。

○宮城直人企画調整課副参事 ４月には制度提言を

しますけど、また８月に内閣府から財務省への概算

要求及び税制改正要望の提出があります。そして12月

に、政府予算案及び税制改正の決定、その際に県の

要望が反映されるように、知事を先頭に市町村が一

丸となって、国への要望活動をしていきたいという

ふうに考えております。県要望の実現に当たって、

県選出の国会議員でありますとか、関係する国会議

員、それから県議会関係団体などへの説明を行って、

これについて御理解と御協力を賜りながら進めてま

いりたいと考えております。

○西銘純恵委員 私ども県議会に要望することはあ

りますか。

○宮城力企画部長 現行、新たな沖縄振興に向けて

は、10年前のスケジュールも参考にしながら、今手

続を進めているところでございます。議会の皆様と、

どのような経緯があったのかも確認しながら、また

必要に応じて御相談させていただきたいと思います。

○西銘純恵委員 これは県政、それと私たちも一丸

となって、やっぱり実現に向けていかんといけない

課題だと、もう最重要だと思っていますので、ぜひ

声かけていただきたいと思います。

それでは、同じページの21番、沖縄離島住民等交

通コスト負担軽減事業の内容説明をお願いいたしま

す。

○金城康司交通政策課長 県では、割高となってお

ります離島住民の交通コスト負担軽減を図るため、

航路ではＪＲ在来線並み、航空路では新幹線並み運

賃を参考に、航路は約３割から７割、航空路は約４割

の運賃低減を図っております。また、病院や高校が

ない小規模離島については、観光客等の交流人口の

航空運賃を約３割低減しております。さらに、那覇、

久米島の航空路線については、平成30年度から新た

に対象とし、県と町合わせて約２割の運賃低減を図っ

て実施しております。

○西銘純恵委員 予算額少し、前年より少なくなっ

ているんですけども、積算の根拠、どれだけの人数、

そしてどれだけの離島、内容についてお尋ねします。

○金城康司交通政策課長 まず、積算方法なんです

けれども、一番近い決算額、これＲ元年度の決算額

に対して、Ｒ３年度で各航空会社が予定しておりま

す、大体これぐらい、前年度でいって何％取るだろ

うというふうな、ある程度の予測があります。それ

を基にはじいた結果、大体、人数についてはちょっ

と積算がなくて、実際に実績額の何％というふうな

はじき方をしておりますので、何人ではなくて、幾

らかというのをお答えしますと、まず航空でいえば、

令和３年度が約19億9648万2000円。それから、航路

が２億9372万7000円となっております。

○西銘純恵委員 お尋ねしたいのは、具体的にやっ

ぱり、離島の皆さんがなかなか本島に行き来するの

に、経費がかかって厳しいというものを支援すると
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いうことで始めた事業だと思うんですよね。どこの

離島を対象としていて、全ての離島ということでよ

ろしいんでしょうか。それと、そこの住民の皆さん

が、大方必要とされる人が出れるようになったとい

う、何かそういうのもあるんでしょうか。なかなか

島から出ることができなかったとか、控えていたっ

ていうのが、軽減策によって利便性が高くなったと、

活用できるようになったとか、そういうことはない

でしょうか。

○金城康司交通政策課長 この事業、委員おっしゃ

るように、やはり離島住民にとって運賃、船賃、割

高になっておりますので、そういった負担を軽減す

る観点から、それから定住条件の整備を図る観点か

ら当該事業を実施していて、船賃、運賃の軽減に努

めております。

委員、今おっしゃったような、これまでなかった

人が実際に、この制度ができることによって出られ

ようになったことにつきましては、ちょっと詳細把

握してないんですけれども、一昨年ですかね、県の

ほうで調査したところ、やはり離島住民とってこの

事業が離島の定住条件確保等について非常に効果が

あったというふうなアンケート結果は出ております。

○西銘純恵委員 去年、現年度、また新年度も、コ

ロナの関係でやっぱり少し不便になるか、出ない方

もいるのかなと思うんですけれども、予算そのもの

が前年度とほぼ変わらないということは、必要な人

が使えるようにということで考えて組んでくれたん

だろうなと思います。

もう一度、やっぱり使われている離島の皆さんの

意見というのか、調査、アンケートなり取ったほう

がいいんじゃないのかと思うんですが、いかがでしょ

うか。

○金城康司交通政策課長 過去に行った調査を、中

身を確認しながら、また必要に応じてそういう検討

をしてみたいと思います。

それから、先ほどちょっと答弁漏れがありました。

委員のほうから、これ全ての離島が対象になって

いるかというお話だったんですけれども、本島－離

島間、それから離島－離島間において、航空路や路

線については全て対象となっております。

○西銘純恵委員 これと、保健医療のところで、患

者さん、病院等の補助制度もあると思うんですけれ

ども、これはこの事業に上乗せされる、減額がプラ

スされるということでよろしいんでしょうか。

○金城康司交通政策課長 離島から島外への医療機

関に通院する場合の交通コストにつきましては今回、

今のこの交通コスト負担軽減事業の額から、さらに

保健医療部のほうで実施しております離島患者支援

事業において、さらなる負担軽減が図られておりま

す。

○西銘純恵委員 本当に必要な離島の皆さんに届

くっていう補助、これソフト交付金、新年度でもう

終わるということになるんですが、事業の継続につ

いてはどう考えていますか。

○金城康司交通政策課長 当該事業については、本

当に離島住民の定住条件の確保を図る上で非常に大

事な事業だと思いますので、次期振計においては新

たな制度提言を行っておりますし、令和４年度以降

も非常に重要な事業だと位置づけておりますので、

県のほうも引き続き実施したいと考えております。

○西銘純恵委員 次移ります。14ページの31、沖縄

科学技術イノベーションシステム構築事業の説明を

お願いします。

○金城克也科学技術振興課長 事業概要について御

説明いたします。この事業は、県内大学等の研究成

果を産業利用へつなげるイノベーションシステムを

構築するものであり、これにより、沖縄県における

知的産業クラスターの形成を促進することとしてお

ります。具体的には、大学等の研究シーズと県内外

企業ニーズをマッチングする専門コーディネーター

を配置し、事業化を目指した産学連携の共同研究等

の取組を支援する内容となっております。

○西銘純恵委員 具体的に、どんな支援っていうこ

とですか。

○金城克也科学技術振興課長 大学がどんな研究を

してるかっていうのをまず拾い集めてきて、収集を

していきます。そして、今度はまた、それを活用し

たい県内の企業―県内企業だけではなく県外の企業

もなんですけど、そういった企業がどういったニー

ズがあるのかっていうのを拾い出してきて、それを

マッチングさせる専門コーディネーターがいらっ

しゃるんですね。その専門コーディネーターを配置

して、県内の大学の研究シーズと、それから県内外

の企業のこのニーズをマッチングさせます。そして、

それに併せて事業化を目指した産学連携の共同研究

をしてもらうという事業でございます。

○西銘純恵委員 補助の内容をお尋ねします。

○金城克也科学技術振興課長 この事業内容として

は、出口志向型、いわゆる大学を中心とした出口志

向型の共同研究の推進が１つ。それから、企業を中

心とした共同研究である、事業化に向けた研究の促

進の事業。この２つが、事業内容となっております。
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○西銘純恵委員 やり取りをやったときにはもっと

詳しく話してくれたんですけど、２つの事業内容の

１つについては、補助期間が何年あるんでしょうか。

それが終わった後には、どういうふうにするんでしょ

うか。そこも含めて、それとまたもう一つは、この

研究をさせたものを沖縄県内でどう生かそうとして

いるのかも含めてお尋ねします。

○金城克也科学技術振興課長 先ほど申し上げまし

た、出口志向型の研究の推進というのは、コーディ

ネーターを配置して、大学の研究と企業をマッチン

グさせて共同研究をします。これは、最長３年間の

研究を支援しておりまして、その中から産業化でき

そうなやつというのを選び出していきます。それが、

事業化に向けた研究の促進ということで、その選ば

れた出口志向型での幾つかの研究の中から優れた、

産業に持っていけそうな研究を進め、さらに選んで、

今度は大学を中心ではなくて、企業を中心にして、

そこに支援をして実用化、製品化に向けていくといっ

た事業になっています。これは最長２年間の事業で

ございます。

○西銘純恵委員 この事業をいつまでやって、これ

までにこの補助を受けた業者っていいますか、研究

者っていいますか、何件あるんでしょうか。

○金城克也科学技術振興課長 大学等が主体となっ

て行う産学連携の共同研究は、これまでの６年間で

58件の支援をしております。また、より事業化を促

進するために企業が主体となって行う共同研究は

７件の支援を行っています。具体的には、慢性腎臓

病を予防するための保健指導等について、独自のノ

ウハウに従い、地域自治体の業務支援が行えるデジ

タルツールの開発、それから綿状の人工骨技術を再

生医療に応用する共同研究に対して支援を行ってお

り、事業化に向けた研究開発が進められているとこ

ろでございます。

○西銘純恵委員 これまでの共同研究の一覧表をい

ただいたんですけども、結構、医療や産業や、シー

クヮーサー種子の有効成分を活用した高付加価値と

か、何か研究内容を見たら、沖縄のこれからの自立

していくためにとても重要な研究を補助しているん

じゃないかなと思うんですよね。ですから、まだ五

十何件というのを、報告を受けて分かったような状

況はあるんですけれども、ぜひこの事業を継続して、

最終的には製品化とか何かあるんでしょうか、目的。

○金城克也科学技術振興課長 今回58件の、いわゆ

る大学を中心とした研究成果で、それでもって、そ

の中から７件ほど産業化寄りの研究開発にお金を出

しているところなんですけども、委員のおっしゃる

とおり、まだまだ58件というかなり多くの研究があ

りますので、それも実用化に持っていきたいなと思っ

ているところなんですが、実際、３年度の事業はこ

の産業寄りの事業の７件のうちの２つに支援をして

いて、３年度ではこの７件のうちの２件が継続で支

援をすることになっていて、残りまだ出口志向型の

58件全てを産業化とか事業化に持っていくことはで

きませんので、その辺はまた次の４年度以降の事業

を展開するときにちょっと考えていきたいなという

ふうに思っているところです。

○西銘純恵委員 基礎研究部分って、時間と経費も

かかると思いますが、ぜひ継続していただきたいと

思います。

次、最後に15ページの36番、沖縄離島体験交流促

進事業、この事業の説明をお願いします。

○森田賢地域・離島課長 まず、この御指摘にあっ

た沖縄離島体験交流促進事業でございますけれども、

この事業につきましては、本島の児童を離島へ派遣

する本島版と、離島の児童を別の離島に派遣する離

島版と、２つの事業スキームを実施しております。

本島版は、本島の児童を離島へ派遣し、地域の人

々との交流を行う中で離島の重要性や魅力に対する

認識を深めるというとともに、種々の体験学習等を

通じて離島地域の活性化や受入体制の強化というも

のを図るということを目的としております。

離島版につきましては、離島の児童を他の離島に

派遣いたしまして、体験学習等を行う中で生まれ育っ

た島の魅力を再認識していただいて、地域に誇りを

持った人材の育成を図るということを目的にしてお

ります。

○西銘純恵委員 対象学年というのがあるんでしょ

うか。それと、これまで事業を始めてどれだけの児

童が体験したんでしょうか。

○森田賢地域・離島課長 まず、この事業の対象は

小学５年生でございます。そして、当該事業は平成

22年度から実施しておりますけれども、これまでに

延べ２万8641名の児童を派遣しておるという状況で

ございます。

○西銘純恵委員 単年度で全ての児童、各学校のっ

ていうわけにはいかないと思うんですけども、２万

8000人の児童が経験してきたっていうことでは、全

県、地域むらなくっていいますか、別なく、ほとん

どの地域がそういう体験はできているんでしょうか。

○森田賢地域・離島課長 これは当然、離島側の受

入状況にもよりますけれども、これまでの延べでい
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いますと、24離島には派遣できておるという状況で

ございます。県内小学校268校あると認識しておりま

すけれども、このうち派遣に至った学校が168校でご

ざいまして、約63％の学校については、一度は体験

交流をしておるというような状況でございます。

○西銘純恵委員 一度もやってないのが100校残るの

かな。複数回、参加した学校もあるんでしょうか。

○森田賢地域・離島課長 これまで２回以上派遣さ

れたところもございます。派遣がないというところ

につきましては、各市町村の小学校、教育委員会等

で授業時間の確保であるとか、カリキュラムとの兼

ね合いで派遣が難しいというところもあるというふ

うに聞いております。

○西銘純恵委員 それは教育自主性に任せるってい

うことはあると思うんですけれども、やっぱり事業

としては、体験させたいなというのも思いますので、

ぜひそういう意味で普及のほうも頑張っていただき

たいと思います。

以上です。

○又吉清義委員長 渡久地修委員。

○渡久地修委員 まず最初に、特定駐留軍用地等内

土地取得事業、普天間基地の先行取得、これの実績

について、面積あるいは額でお願いします。

○宮平尚企画部参事 金額のほうは少し今調べてお

りますので、まず、平成25年度から令和２年度まで

の取得実績、まず件数でございますが、契約件数で

164件、それから面積のほうでいきますと、11.8ヘク

タールとなってございます。目標が17ヘクタールで

ございますので、令和２年度までの実績が11.8ヘク

タール、約69％ということになってございます。

県の土地取得事業につきましては、基金のほうか

ら取り崩して執行してございます。基金は平成24年

度に約69億円を積み立ててございます。その後、土

地取得費用としまして取崩額が約57億円、また、こ

ういった軍用地料というのが毎年入ってきます。こ

れを積立てしてございます。これが約10億円でござ

いまして、今、基金の残額は22億円というふうな状

況でございます。

○渡久地修委員 部長、これは全部100％取得ってい

うのはこれ目標はいつまででしたかね。

○宮平尚企画部参事 この基金の制度でございます

が、令和３年度までというふうな期限になってござ

います。令和３年度までに、目標を達成するという

ことが当初の計画でございますが、現時点で申しま

すとかなり厳しい状況というふうに考えております。

○渡久地修委員 面積で69％で、実際じゃあもうこ

れは今後どうしますか。

○宮城力企画部長 新たな沖縄振興の制度の提言に

あっては、この先行取得を可能とする跡地利用推進

法の継続延長も求めていくこととしております。

今、進捗が７割弱ということで、また加えて令和

４年度以降に嘉手納から南の施設が返還されます。

その点からあっても、跡地利用推進法を延長した上

で、この基金についても引き続き存続をさせていく

ように、国に働きかけていきたいと考えているとこ

ろです。

○渡久地修委員 この69％という、100％まで行かな

かった障害になったのは、一番何だったんでしょう

か。

○宮平尚企画部参事 跡地利用推進法に基づく土地

の先行取得制度でございますが、通常の公共事業と

は違いまして、地権者に対して用地交渉を行うとい

うものではございません。地権者からの申出を待っ

て取得をするという制度設計になっているのが、ま

ず１つでございます。それから、地権者には毎年の

ように軍用地料が入ってきます。そうしますと土地

の売買の契機というんですか、それがやはり返還が

明確になってからというような事情があるかと思い

ます。それから、民間のほうでも取引がなされてい

まして、やはり報道等で聞くところによると、かな

り高額で、民間に取引がされているというような状

況もあろうかと思います。このような状況から、な

かなか取引、取得がうまくいかないというような状

況なのかというふうに考えております。

○渡久地修委員 実は、今から10年前の2011年の12月

６日の県議会の一般質問で、当時、県の先行取得は

ゼロだったのよね。計画もないという状況の中で、

私はこの先行取得制ということで、そして、そのた

めの財源として基金設立しなさいということも提案

して、そのための財源とかの県民債とか県債とかい

ろんなのもやって、基金やれということでやりまし

たけど、当時、仲井眞さんは非常に興味深い提案だ

と、検討するということで、その後一括交付金が使

えるようになって基金できた。これとっても喜んだ

んだけど、その提案したあれは、早めに取得しない

と高くなって大変だよと。それと、返されたときに

すぐ事業に着手できるように、もうすぐ急いでこれ

やるべきだよというのをやったわけよね。

そういう趣旨でスタートしたけれども69％という

点では、この最初の設立のあれに合致してない、こ

れぜひ、本気で100％に向けて急いでやっていただき

たいということを言っておきます。
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それで、懸念されるもので今、政府が出そうとし

てる重要土地等調査法案というのがあるよね。この

中身についてちょっと教えてください。

○名城政広県土・跡地利用対策課長 政府において

は、外国資本による不透明な取引の監視を目的とし

た安全保障上重要な土地の取得等を規制する新たな

法律の制定が現在検討されており、今国会での成立

を目指しているとの報道がなされております。

外国資本による土地取得については、安全保障上

の問題や住民の不安が指摘されているところです。

一方、このような規制については、一般論としまし

て経済活動などを私権の過度な制限につながるとし

て、慎重論も強まっております。

県としましては、国による慎重な議論がなされる

ものと考えており、その動向を注視してまいりたい

と考えております。

○渡久地修委員 この法案の対象になるのは、沖縄

ではどこどこですか。

○名城政広県土・跡地利用対策課長 まだこの法案

が具体的に明らかにはなってはおりませんけれども、

報道等によりますと、自衛隊の拠点、国境、離島等

でありましたり、米軍基地などの防衛関連施設、そ

れから沖縄県には原発はございません。それから、

海底ケーブル陸揚局、空港など、こういったことが

挙げられております。

○渡久地修委員 この法案が、この普天間基地ある

いは基地の先行取得に与える影響はどうなりますか。

○名城政広県土・跡地利用対策課長 まだ法案の具

体的な内容が明らかになっておりませんので、明言

はなかなか難しい面がございますけれども、現時点

ではそういった影響はないものかと考えているとこ

ろです。

○渡久地修委員 部長、この法案は、土地の所有者

が売買するときに全部この人の住所、氏名から思想、

信条、渡航歴とかいろんなもの全て調査するってい

うことなるわけよ。人権侵害なのよ。沖縄は米軍基

地を強制接収されて、これが返されようとしたり、

あるいは開発のために売ろうとしたら、もう思想、

信条まで全部調査されて、あるいは制限されると。

こんなことがあっては大変なことになるんだよね。

外国どうのこうのと言うけれども、それはしっかり

やらないと僕はいけないという気もするんだけど、

それを理由にして県民の人権侵害につながるような

ことがあっては絶対駄目だと思うんだよ。その辺は、

県としては明確にそういう県民の思想、信条、こう

いった人権侵害が起こるようなことがあってはなら

ないということは、明確に述べる必要があるんじゃ

ないですか、どうですか。

○宮城力企画部長 この法律ができる発端となった

のが、ダムであったり、あるいは防衛施設周辺の土

地取得が不透明な部分があると、付近の住民の方も

不安がっている。加えて国の制度の中では、取引全

体を―取引を一元化できるような情報の在り方が

なっていない。その辺りの有識者からの意見もあっ

て、その課題を踏まえた上で法律制定が今進んでい

ると認識しております。

ただし、先日、新聞報道にもあったように、私権

の制限にもつながる―慎重な意見もあるということ

は承知しております。安全保障上の問題と私権の制

限、この整合を図った上で法律の議論が検討がなさ

れるべきものではないのかというふうに考えるとこ

ろです。

○渡久地修委員 現在、土地を持ってる方々あるい

は米軍に土地を強制接収された方々まで、全て全部

思想、信条まで調査されて、渡航歴までやられて人

権侵害されると。もうこんなことは絶対あってはな

らないということで、これは中止を求めるべきだと

思います。

次に、20番のバス路線補助事業費、これについて

ちょっと説明お願いします。

○金城康司交通政策課長 本事業は、地域住民の生

活に不可欠として、国、県、市町村で指定されたバ

ス路線について、その予算ごとの運行に係る欠損額

及び対象路線を運行する車両の購入費等の補助を行

うものであり、国の補助要綱に基づく全国的な制度

となっております。令和３年度は36路線への補助を

予定しており、運航支援１億4172万9000円、車両購

入費支援1996万8000円など、合計１億6247万3000円

を計上しております。

○渡久地修委員 この県内の路線バスっていうのは、

コロナ以前から結構経営的には厳しかったという認

識でいいんですかね。

○金城康司交通政策課長 バス４社に限っていいま

すと、たしか２社が黒字で２社が赤字、これはたし

か令和元年の数字だと思います、そういう状況であ

りました。コロナに入って、恐らくバス協会のほう

からお話聞きますのは、これまで観光等の貸切りバ

スのほうで黒字を計上していて、若干、路線バスに

おいては赤字だったんですけれども観光バスのほう

で補った部分もあるんですけれども、今回のコロナ

の影響で観光客が激減して、貸切りバスの運行がか

なり減っている、収入が減っているということで、
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バス会社もそういった面からも経営面では厳しいと

いうことは聞いております。

○渡久地修委員 コロナ後のは今から聞こうと思っ

たのに、答弁してもらってしまった。

バス会社は以前から厳しかったところに、コロナ

が出てきて相当なもう大打撃だとこの前聞いたんだ

けれども、もう路線バスも相当の大打撃だという認

識はお持ちですか。

○金城康司交通政策課長 これまで、バス協会のほ

うからも県のほうに要請ございましたし、常々バス

協会の会長さんからも、非常に業界は厳しい状況で

あるというのは聞いておりまして、非常に理解して

おります。

○渡久地修委員 県としてどのような支援、今、考

えてますか。

○金城康司交通政策課長 先ほど部長のほうからも

答弁したんですけれども、コロナにおいて非常に影

響を受けているということで、昨年、６月補正にお

いて感染症対策を継続的に行うという趣旨から奨励

金を支給しました。それから、それと併せまして、

国にも全国知事会を通して要望しております。それ

から、加えて、昨年11月には玉城知事が離島振興協

議会長の宮里座間味村長と一緒に、国土交通省に対

して、沖縄独自に公共交通維持確保について要請し

てまいりました。そういったこともあって、実は今、

補助事業の中で、国庫補助の要件というのはあるん

ですけれども、その要件が一部若干緩和されました。

ただ、やはり緊急事態宣言等において、バス会社も

非常に影響を受けております。さらなる支援策が必

要でございますが、今のところ当初予算においても、

コロナ関係のバス支援というのを計上できておりま

せん。引き続き県のほうも非常に厳しい経営状況に

あるバス会社の支援をするために、今もまさしくそ

ういった施策等について検討しておるんですけれど

も、引き続き検討してまいりたいと考えております。

○渡久地修委員 コロナ以前から経営大変厳しい、

コロナでさらに厳しくなったというのがあるんだけ

ど、そこで以前から、路線の競合や客の奪い合いと

かいろいろそういう話もあったんだけど、そういう

路線というのはどれぐらいありますか。

○金城康司交通政策課長 すみません、路線数が

ちょっと多いのと、例えば国道58号を捉えても数多

くのバスが運行しております。そういった一部で競

合している路線もありますので、全体的に何路線あ

るかというのは今のところ把握しておりません。

○渡久地修委員 部長、これ前々からいろいろ何度

も課題にはのぼって、なかなか実現しないと思うけ

れども、このコロナを受けて、やっぱりもうこれ今

のままでは結構大変だと思うんだよね。だから、路

線の再編、統合とかあるいは、これ僕らが質問する

のに適してるかどうか分からないけれども、以前か

らあったバス会社の再編とか統合とかっていう話も

出たり、消えたりいろいろやったけど、そういった

ところまでやっぱり県が話合いのあれを持ってやら

ないといけない時期に、もうこのコロナを受けて来

てないかなという気はするんだけど、その辺はどう

お思いですか。

○宮城力企画部長 県が取組を進めております基幹

バスシステム、これは基幹路線があって、支線部分

がある。この支線部分については結節点が必要になっ

て、ここに一定の土地が必要になってくるわけです。

その辺りの課題もありますが、いずれその基幹バス

システムを構築する上では、支線バスも含めた路線

の再編が必要になってくるというふうに認識してお

りますし、昨年ですが、この独占禁止法が改正され

て、料金プール制、共同運行が可能になるような制

度の改正も行われております。どのタイミングで御

相談できるかというところもありますけれども、こ

れら変わった制度も踏まえながら、またバス事業者

さんの声もお聞きしながら、どのような取組ができ

るのか検討していきたいと思います。

○渡久地修委員 僕らがもうこれが一番望ましいっ

ていうのは簡単にはなかなか提案できないんだけれ

ども、しかし、もう率直に言って、このコロナを受

けて路線バスがもう大変になってるし、今すぐばっ

と物すごい業績が上がるということはかなり厳しい

見通しだと思うのよね。だから、どのタイミングっ

て部長さっきおっしゃっていましたけれども、やっ

ぱり今のタイミングじゃないかなと思うんだよね。

やっぱりこのバス会社も生き残っていく、そのため

にはどのような再編が必要なのか。そのためにさっ

き言った結節点がどうのこうのっていうのは、もう

集中してやっていくと。そういうことをしないと、

展望を僕は出せないと思うんだよね。今のまま、い

わゆる従来型の改善案ではね。本当に今まで議論し

てきたものを、いつの時点じゃなくてもう今しかな

いんだという立場で、県がリーダーシップ取って話

合いの場を持ってやったらどんなかなと思うんだけ

ど、いかがですか。

○宮城力企画部長 今、現行のバス路線の維持にま

ずは努めていく、そのためにもしっかりとした支援

を行いたいと思っております。
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その後の展開については、これはバス事業者さん

のそれぞれの営業権もございますので、その辺りも

踏まえながらいろいろ相談していきたいと思います。

○渡久地修委員 部長、いずれにしても、バス会社

もどういったあれがいいのかっていうのは、みんな

もう模索してると思うんだよ。だから、早めに話合

いの場を持って、協議の場を持って進めていってほ

しいと思います。

あと、21世紀ビジョン。皆さんこの今度の予算編

成の方針で、令和３年度この総仕上げの時期に入っ

たということなんだけど、21世紀ビジョンの達成っ

ていう点では今、どういうふうな評価になりますか。

○武村幹夫企画調整課副参事 県におきましては、

沖縄21世紀ビジョン基本計画等に基づき実施してき

ました各種施策について、総点検を実施したところ

でございます。令和２年３月に取りまとめた総点検

結果においては、各施策ごとに設定した493の成果指

標について、その達成状況の評価を行ってございま

す。その結果によりますと、平成30年度のデータに

基づき達成率を図ってございますので、平成30年の

時点での達成と、あと３年残しておりますので70％

達成を達成見込みといたしまして、この達成と達成

見込みの合計で全成果指標の46.2％が達成と評価し

てございます。

○渡久地修委員 部長、この21世紀ビジョン達成に

皆さんが一生懸命頑張ってきたっていうのは、僕は

もうとっても高く評価しています。観光客もどんど

んどんどん伸びてね。

ところが、この１年、これががらっと変わっちゃっ

て、もう70％まで行っていたのがそのまま横ばいで

いくのもあるし、あるいはわっとゼロに落ちたのか、

あるいはマイナスになったかというようなのも出て

くるよね。だから、その辺のやっぱりしっかりと点

検というのかやって、新年度に臨まないといけない

と思うんだけど、抽象的な質問になるんだけど、そ

の辺はどんなふうに考えてますか。

○武村幹夫企画調整課副参事 県におきましては、

施策、コロナ危機の前におきましては大きな成果を

上げてまいりました。

一方で、その時点でも１人当たり県民所得の低さ、

子供の貧困率、そして非正規雇用者割合の高さなど

課題が明らかになっておりました。加えまして、御

指摘の新型コロナウイルス感染症の拡大が県経済に

甚大な影響を及ぼしていることから、この経済の回

復の施策をまず取り組むとともに、引き続きこれら

の残された課題の解決に向けて全力で取り組んでま

いりたいと考えております。

○渡久地修委員 部長、この新型コロナの影響とい

うのは、沖縄の皆さん方の21世紀ビジョン、あるい

はもう皆さんの計画に物すごい打撃を与えたと思う

んだよね。

それに対して、皆さん必死で回復させようという

ことを頑張ってるのは分かるんだけれども、そこを

ぜひ、感染対策そして経済回復含めて、もうこれは

部長の決意聞くしかないね。

○宮城力企画部長 県では新型コロナウイルス感染

症の終息に向けて、昨年来ずっと取り組んでいると

ころです。あわせて、かなり打撃を受けている経済、

これについても回復していかないといけない。この

両方を求めていかないといけないという難しい局面

にありますけれども、安全・安心の島沖縄の実現に

向けて、全庁挙げて取り組んでまいりたいと思いま

す。

○又吉清義委員長 國仲昌二委員。

○國仲昌二委員 説明資料ですか、14ページのまず

１つ目、自治体ＤＸ推進事業費についてちょっとお

伺いいたします。ＤＸ―デジタルトランスフォーメー

ションと言うらしいんですけれども、この事業は自

治体ＤＸ推進計画というものに基づいて進められる

と思うんですけれども、その事業の推進する目的に

ついて教えていただきたいと思います。

よろしくお願いします。

○加賀谷陽平総合情報政策課長 事業の目的でござ

いますが、現在、国においては、デジタル社会の実

現を掲げまして、デジタル庁創設をはじめ、各種取

組のほうを進めております。このような中、本県に

おきましてもデジタル社会の実現に向けて、県全体

を分野横断的かつ総合的、計画的に推進するため、

県としてのデジタルトランスフォーメーションの基

本方向を示す必要がある、そのように考えておりま

す。それを目的とした事業ということになります。

○國仲昌二委員 この事業は2026年までの計画とい

うことですけれども、ただこの事業は、国が主導的

に役割を果たすということで、国のほうで推進手順

書というものを作成してということらしいんですけ

ど、これ今年の夏頃を目途にしているということで

すけれども、これでいいんですかね。

○加賀谷陽平総合情報政策課長 委員が今おっしゃ

られてるのは、国のほうが策定をしている自治体Ｄ

Ｘの計画、それについての手順書のお話ということ

だと思いますが、国のほうからは、今おっしゃられ

たように、今年の夏を目途に策定するというふうに
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示されております。

○國仲昌二委員 ということは、これは夏以降の作

業になってくるかなと思うんですけれども、それで

いいんですかね。

○加賀谷陽平総合情報政策課長 我々がこの事業費、

計上しているもの、こちらのほうは、国のそういっ

た取組も踏まえつつ、県としての、特に県全体の分

野横断的で、総合的、計画的に推進するためのデジ

タルトランスフォーメーションの基本方向を整理し

ていこうと。少し具体的に申し上げますと、先ほど

来お話しが出ています国が示しました自治体ＤＸ推

進計画を踏まえながら、デジタル技術を活用した行

政サービスの向上に向けた計画、まずそれを策定し

ていく。あわせて、新たな振興計画のほうを踏まえ

ました県民生活ですとか、産業分野等の産業等の各

分野におけるデジタルトランスフォーメーションの

推進、また、デジタル人材の確保、育成、次世代の

通信技術を活用した基盤整備等の取組についても検

討いたしまして、沖縄県の社会全体のデジタル化に

向けた、一体的な計画として策定をしていこうとい

うふうに考えております。

○國仲昌二委員 自治体ＤＸ推進計画という、これ

総務省の資料を見ると、市町村が主体としての事業

推進だということが書かれているんですけども、こ

れ違うんですかね。私の捉え方が。

○加賀谷陽平総合情報政策課長 委員がおっしゃら

れている自治体ＤＸ計画、国が策定したもの、そち

らのほうは市町村のほうのＤＸを推進していくって

いう、それを足並みをそろえて進められるようにと

いうことで、国が策定したものでございます。それ

も取り込みながら、県としては、県としての計画。

これは、自治体の行政サービスにとどまらず、産業

分野ですとか県民生活の分野も含めたトランスフ

ォーメーションの方向性という部分を整理をしてい

こうというふうに考えているものでございます。

○國仲昌二委員 県としての取組という、県が主体

的になっての取組ということですけれども、じゃあ

今総務省が進めているこの市町村が主体となるとい

う事業のその推進計画ですけども、これも都道府県

が市町村を支援するというふうになってるんですけ

れども、この辺の支援っていうのはどういうことに

なりますかね。

○加賀谷陽平総合情報政策課長 県のほうは支援に

協力をしていくというところで、市町村の支援、取

組に対してですね、国のほうのこういった展開の情

報をきちっと市町村にも行き渡らせていくというと

ころですとか、技術的な部分のところ、情報技術に

関する部分のところで市町村の活動を補っていく、

そういったことを、我々のほうとしてもやっていか

なきゃいけないというふうに考えています。

また、市町村におけるその情報デジタル化の人材

の確保という部分も、今後問題になってくるでしょ

うし、国のほうもそこの支援をしていくというお話

をされています。そこの国と各自治体との間をつな

いでいく、そういったところも県として期待されて

いる役割というところで、その辺りは取り組んでい

きたいというふうに考えています。

○國仲昌二委員 じゃあ、この今計上されている自

治体ＤＸ推進事業費というものの中身というのは、

私が話してるように市町村が主体として動く事業と

は別という捉え方でよろしいですか。

○加賀谷陽平総合情報政策課長 その部分も含めて、

これは自治体の行政のデジタルトランスフォーメー

ションの分野になりますが、それ以外に、県民の生

活ですとか産業、ここは観光もあれば情報産業もあ

るでしょうし、農業や農林水産業等もあると思いま

すが、そういった分野も含めた全体としてのデジタ

ル化に向けた方向性っていう部分を、この計画の中

で整理をしていきたいというふうに考えています。

○國仲昌二委員 この予算規模もちょっと低いんで

すけども400万ということで。令和３年度の具体的な

その事業というのは、どういう事業になりますか。

○加賀谷陽平総合情報政策課長 令和３年度におき

ましては、先ほど来ちょっと繰り返しになりますが、

新たな振興計画を踏まえた形で各分野におけるデジ

タルトランスフォーメーションの推進ですとか、デ

ジタル人材の確保育成、それから情報通信基盤の整

備、そういった取組を整理して計画としてまとめて

いく、その計画策定の経費として令和３年度につい

ては計上しております。

○國仲昌二委員 再度確認ですけども、市町村が主

体となるＤＸ推進というのは、これは国と市町村が

足並みをそろえて、県はそばでサポートするぐらい

ということで考えてよろしいんですか。

○加賀谷陽平総合情報政策課長 基本的には国が主

導していく。

ただこれは、我々が策定しようとしている計画の

中のその行政部門、自治体のデジタルフォーメーショ

ンの分野については、これを取り込んだものとして

整理をしていくと、そういった考え方になっていま

す。

○國仲昌二委員 ちょっと名前が自治体ＤＸ推進事
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業と同じなので、その事業かなと思って質問しまし

たけれども、分かりました。

次ですね、15ページですね。午前中もちょっと質

問がありましたけれども、ちょっともう一度教えて

ください。39の離島オンライン体験サポート事業、

ちょっとイメージがなかなか湧かなかったので、資

料もちょっともらったんですけども、再度確認しな

がらちょっと質問したいと思います。まず、この体

験プログラムという言い方をしてるんですけども、

これは離島の住民が、例えば郷土料理であったり、

あるいは三線であったりというのを発信してという

のかな、体験してもらうとした場合に、この料理と

か三線とかというものをこの体験プログラムという

表現で言っているということでよろしいですかね。

○森田賢地域・離島課長 今、委員御指摘のとおり

でございまして、プログラムというのは、離島にお

ける事業者様が三線体験とか、ヨガ体験とか、そう

いったものをオンライン上で御提供なさっておると

いうようなものでございます。

○國仲昌二委員 その離島住民、いわゆる提供者が、

パソコンあるいはスマホのカメラでそれを発信する

と、それに参加する人がそれを見て受講するという

のか、体験するというのか、そういうふうに参加す

るということでよろしいですか。

○森田賢地域・離島課長 まさにライブで離島の事

業者が御提供なさるプログラムを、参加者の方がま

さにプログラムによって受講されるというようなこ

とでございます。

○國仲昌二委員 それでは、この離島住民が提供し

たいと思った場合には、どういうふうな手続という

のか、手順を踏めばいいんですかね。

○森田賢地域・離島課長 一般的には当然、各人で

オンラインサイト、旅行オンラインサイトにアップ

すればいいということになろうかと思いますけれど

も、本県の事業におきましては、なかなかそれがす

ぐにできないというか、あるいは機器整備等が経験

等の関係で難しいという方に対して、サポートをし

てあげているというようなことでございます。

○國仲昌二委員 サポートするのは、どなたがサポー

トするんですかね。

○森田賢地域・離島課長 この事業は委託でさせて

いただいておりますので、委託事業者における専門

スタッフがマンツーマンでサポートしているという

状況でございます。

○國仲昌二委員 いわゆる委託された人が、離島住

民に呼びかけるということでよろしいんですか。

○森田賢地域・離島課長 この事業を実施するに際

して、このオンライン上で離島プログラムをやりた

い事業者っていうものを集めております。

これは例えば、集まった事業所は例えばマリン事

業者であるとか、ショップ経営者の方であるとか、

観光協会とかいろいろ多種多様でございますけれど

も、そういった事業者がオンラインでやってみたい

というふうに手を挙げられるという状況でございま

す。

そして、その手を挙げられた方に対して、その方

の熟知度合いに応じてというか、大体分かるよって

いう方であれば、どうやったらより魅力的なプログ

ラムになるかというような研修になるであろうし、

そもそも一から分からないっていう場合は、マンツー

マンで専門スタッフが機器等の操作から教えるとい

うようなことになりますし、各事業者の度合いに応

じて研修を受講いただいているという状況でござい

ます。

○國仲昌二委員 これは離島住民と言ってるのは、

事業者の話を言ってるんですか。

○森田賢地域・離島課長 離島事業者の方が受講さ

れてるということでございます。

○國仲昌二委員 先ほど私、離島住民が提供者となっ

て料理とかっていう話をしたんですけども、この離

島住民っていうのは、皆さんが想定してるのは例え

ばマリン事業者であったり、その他いろんなことを

やってる事業者が提供するという想定というのか、

イメージで、そういうふうな話をしているんですか。

○森田賢地域・離島課長 当然、個人でというとこ

ろも否定しているものではないんですけども、おお

むねこの研修に参加されてるのは離島の事業者、も

ともと直接観光客に対して、何らかの観光プログラ

ムを御提供なさった方が多いというふうに考えてお

ります。

○國仲昌二委員 これは前年度の当初予算ゼロに

なってるんですけど、それが６月補正かなんかでやっ

たということで、現在はもう進めてるということで

すよね。

○森田賢地域・離島課長 本事業につきましては、

令和２年６月補正予算における新規事業というとこ

ろで議決を賜りまして、現在127事業者の育成を行っ

ておるという状況でございまして、67件の体験プロ

グラムが造成されておるという状況でございます。

○國仲昌二委員 これは県が委託したところが募集

というか、事業者は今、百二十幾つというお話でし

たけども、そこにその委託したところに参加したい
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という事業者がいて、そこが提供者となって今やっ

てるというイメージですか。イメージというか、そ

れでいいんですか。

○森田賢地域・離島課長 本県が委託している事業

者が、離島の観光事業者等に呼びかけをして研修等

に参画いただける方を集めて、個別のスキルに応じ

て研修を行っておるという状況でございます。

○國仲昌二委員 ありがとうございます。分かりま

した。

すみません、現在のその参加事業者は何件と言い

ましたか。

○森田賢地域・離島課長 現在、３月５日時点で

127事業者が育成をされておるという状況でございま

す。

○國仲昌二委員 ありがとうございます。

次、その下の沖縄しまっちんぐ実証事業。

事業概要ではワーケーションの魅力向上というよ

うな説明があるんですけども、説明をお願いします。

○森田賢地域・離島課長 しまっちんぐ実証事業の

内容でございますけれども、ワーケーション目的で

来島する方でありますとか、地域振興に関心がある

方などを対象に、観光地で余暇を過ごすだけでなく、

離島の現状や課題などを学び体験するモニターツ

アーを実施し、地域交流をメインとした離島地域な

らではワーケーションの魅力向上であるとか、関係

人口の創出を図ることを目的としております。

以上でございます。

○國仲昌二委員 具体的にはどういう事業を―モニ

ターツアーという話もありましたけれども、具体的

にはどういった事業内容になるんですかね。

○森田賢地域・離島課長 具体的には、モニターツ

アーの開催に向けまして、まず地域におけるプログ

ラムの策定というところがあろうかと思います。実

際にワーケーション来ていただいた方に、例えば午

前中はワークをしていただくと。午後は、離島内の

企業であったりとか、農家さんであったりとの交流

であったりとか、あるいは海洋ごみであるとか空き

家等のそういった離島の課題を学ぶ勉強会だったり

とか、そういったプログラムをまずしっかりと用意

いたしまして実際に来ていただくと。来ていただい

た中で、交流を深めながら、まさにその地域交流を

することで継続的な離島との関わりというようなこ

とにつなげていきたいという事業でございます。

○國仲昌二委員 令和３年度はまずはプログラムを

つくって、その地域との何ていうかな、調整という

かそれぞれプログラムをつくって、それでモニター

ツアーをやって、次の展開につないでいこうという

ような事業だという捉え方でよろしいんですかね。

○森田賢地域・離島課長 そのような理解で大丈夫

かと思います。

○國仲昌二委員 分かりました。

あと、ちょっと前の14ページに戻るんですけども。

すみません、下から２番目の移住定住促進事業。こ

の中身だけ、どういう事業なのかっていう説明だけ

お願いします。

○森田賢地域・離島課長 この移住定住促進事業で

ございますけれども、離島・過疎地域でバランスの

取れた人口の維持、増加を目指すために、移住者受

入れの取組を進める市町村と連携をいたしまして、

移住相談会でありますとか移住体験ツアーを開催す

るほか、ウェブ上で沖縄への移住に必要な情報発信

等を行うという事業でございます。

○國仲昌二委員 ありがとうございました。

終わります。

○又吉清義委員長 山里将雄委員。

○山里将雄委員 バス路線補助事業費について伺い

たいんですけれども。この55ページにありますけれ

ども、バス路線補助事業ですね。事業の説明をまず

聞こうと思ったんですけれども、渡久地修委員への

答弁でもう既にありましたので、僕が聞こうと思っ

ていたことの答弁がそのときに幾つかもうされてし

まったんで、ちょっと何聞こうかなと。でも通告は

してるんで聞いていきたいと思いますけれども、ま

ず、これバス運行対策補助事業と生活バス路線確保

対策補助というふうに、これ国と町、県単というふ

うになってますけども、この２つの事業それぞれの

説明をお願いします。

○金城康司交通政策課長 まず、この事業内容は、

自家用車の普及ですとか過疎化等により経営収支が

悪化しているバス路線に補助を行うことにより、地

域住民の足の確保、維持を図るものです。まず、国

と県の補助の違いなんですけれども、まず国の協調

補助につきましては、まず広域的、要するに市町村

をまたぐ広域的な、それから幹線的なバス路線を運

行するバス事業者に対する国、県の協調補助となっ

ております。国が２分の１、県が２分の１の補助率

となっております。

それから県単の単独の補助につきましては、今、

説明した国の協調補助以外のバス路線を運行する市

町村またはバス事業者への補助を行う市町村に対す

る補助となっておりまして、補助率が県２分の１、

市町村２分の１となっております。
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○山里将雄委員 すみません、私もこれ実は市のほ

うで担当するところにいたものですから知っていた

んですけども、確認のために聞きました。

先ほど渡久地委員の答弁で、路線数は36路線とい

うふうに答弁があったんですけれども、36路線って

いうのは、これは令和２年度、今現在あるいは３年

度の予定ですか。

○金城康司交通政策課長 令和３年度が36路線と

なっております。

○山里将雄委員 そうすると、これは元年度あるい

は２年度からして増えているという状況なんでしょ

うか。

○金城康司交通政策課長 令和元年度が35路線です

ので、１路線増えております。

○山里将雄委員 これはコロナの影響で、今、相当

の赤字になってるというような状況になってると思

うんですけれども。これ路線は１つ増えているとい

う話で、しかもこのコロナの影響で赤字幅も増えて

いるというふうに思うんですけれども、予算額は令

和２年より、若干ですけど減ってますよね。そこは

どういうことなんでしょうか。

○金城康司交通政策課長 まず、この補助額の算定

方式なんですけれども、過去５年間の補助実績を勘

案して措置しております。その結果、補助額につい

ては去年の当初予算よりは若干減額となっておりま

す。

○山里将雄委員 ５年間でということなんですね。

すみません、さっき知っていると言いながらその件

を知らなかったです。ごめんなさい。分かりました。

このコロナの影響といいますかね、これはこれか

ら出てくる。これから、その補助額が増えてくる可

能性もあるということで理解してよろしいですか。

○金城康司交通政策課長 この補助金の対象期間と

いうのが、例えば次年度に係る予算については、昨

年10月から今年９月までの経営実績によりますので、

そこで経営状況が若干悪化してればその分プラスに

なるというふうなことになります。

○山里将雄委員 この補助事業については、赤字路

線を抱えている市町村、特に我々北部のほうですね、

ヤンバルのほうで赤字路線が多いですから、これ非

常に重要なんですね。その維持はどうしても必要だ

というふうに考えています。

今後の見通し、この事業の継続の見通しとしては

どうなんでしょうか。

○金城康司交通政策課長 これはオールジャパン―

全国的な補助金ですので、国のほうで多分この事業

というのは全国的にある赤字路線の確保というのは、

地域住民それから交通弱者等の足の確保に対して非

常に重要な事業だというふうに考えておりますので、

今後とも、全国的にこの事業は継続されるものと考

えております。

○山里将雄委員 分かりました。北部の赤字路線が

もしかして廃止されるのではと非常に心配な面があ

るんですけれども、ぜひそこは継続して、住民の足

の確保に努めていただきたいなというふうに思って

いますので、よろしくお願いします。

それじゃあ、もう一つですね。ちょっとだけ聞き

ますが、鉄軌道を含む新たな公共交通システム導入

促進事業ですか。この中の鉄軌道の部分なんですけ

れども、今どんな状況なんでしょうか。その作業を

進める上で。

○寺本美幸交通政策課公共交通推進室長 鉄軌道に

つきましては、平成26年度から29年度にかけて構想

段階における計画案づくりに取り組みました。その

結果、那覇から宜野湾、北谷を経由しまして、沖縄

市、うるま市、恩納村、名護を結ぶようなルートが

決定したというところでございます。その後、国か

ら課題として費用便益比、また採算性について示さ

れておりましたので、その費用便益比につきまして

は、平成30年度から昨年度にかけて、何とかビー・

バイ・シーの１を超えさせようということで、いろ

いろあらゆる合理的な手法を駆使して、何とかケー

スによっては１を超えるというような結果が得られ

たというところでございます。この結果につきまし

ては、令和２年８月に学識経験者で構成する検証委

員会におきまして、科学的、論理的であると考えら

れるとの評価をいただいたところでございます。

また、鉄軌道に関して、採算性について今課題が

ございまして、この課題につきましては、一般的な

鉄道といいますのは、鉄道事業者がインフラ整備か

ら運行までを一体的に行う手法になっております。

こういった手法だと、沖縄の場合は市街地が形成さ

れた中へ鉄軌道導入することになりますので、膨大

な事業費を要します。これを一般的な手法でした場

合は、県の試算でもやはり黒字化は厳しいという結

果が得られております。そこで沖縄県としましては、

全国新幹線鉄道整備法、これは整備新幹線が今整備

されておりますけども、こちらにつきましては、イ

ンフラ部分につきましては全て公共が整備する、国

が３分の２、地方が３分の１を負担しまして、運行

事業者さんは車両だけを持ってきて、受益の範囲内

で使用料を払って運行するというスキームになって
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おります。こういった整備手法であれば、沖縄にも

鉄軌道を導入できるのではないかということで、国

に対してこういった特例制度の創設を求めていると

ころでございます。こちらにつきましては、新たな

沖縄振興に向けた制度提言の中に盛り込むこととし

ておりますので、今後、国と鉄軌道導入に向けた具

体的な調整を行っていきたいと考えております。

○山里将雄委員 これもこれから聞こうと思ってた

ことを、ほぼ全て答えていただきましたけれども。

国との交渉ですね、今言うようにかなり厳しいとい

う国は見方をしているんですけれども、今、答弁で

もあったんですけれども、どうなんでしょう。国と

しては沖縄県の要望について、どのような考えを示

していますか。

○寺本美幸交通政策課公共交通推進室長 国におき

ましても、鉄軌道導入に向けた調査は、これまで約

10年ぐらいかけて実施してきております。やはり、

その中で国としても採算性、国は一般的な整備スキー

ムのほうで検討されてますけども、そういった採算

性のやっぱり課題があるということと、ビー・バイ

・シーに関しましても、我々のその検討手法と一部

国と違うところがございまして、やはりそういった

ところで、まだまだこれまでの、お互いの調査結果

を突き合わせながら、やはり議論していく必要があ

るだろうというところがございますので、今後、そ

れぞれが調査してきた結果も踏まえつつ、その制度

提言を踏まえた議論の中でしっかりやっていきたい

なというところでございます。

○山里将雄委員 今、ルートは４案が示されている

んですかね。７案ですか。４案と派生の３点、今は

７案ということになっているんですか。ルート案で

す。

○寺本美幸交通政策課公共交通推進室長 ルート案

は、先ほど申し上げた平成26年度から29年度までの

構想段階の中で、当初４案を提示させていただきま

して県民意見を踏まえまして、３案を追加しまして

７案について比較評価をさせていただきました。

最終的には、評価項目、これも県民の意見を踏ま

えて設定した評価項目に基づきまして評価をいたし

まして、１案を選定したということろでございます。

○山里将雄委員 分かりました。今、１案、もうじゃ

あルート案は決まっているということですね。2020年

の８月ですから、まだ去年ですけれども、鉄軌道導

入事業検証委員会ですか、こちらのほうで、いわゆ

る費用便益費も１以上になると、認定されたと。

それで、最短で2030年の運行を目指すといいます

かね、新聞の記事に載ってたんですけれども、そこ

はどうですか可能性として。

○寺本美幸交通政策課公共交通推進室長 鉄軌道に

関しましては、その費用便益比を算出する際には、

当然事業費と併せて工事期間というのを設定させて

いただきます。これ、具体的な検討始まっているわ

けでありませんので、他の実際の工事の月量という

んですかね、月どれぐらい工事できるんだというの

を参考にしながら、あくまでも他事例を参考にしな

がら出しただけではあるんですけれども、おおむね

10年程度は要するというのが分かっておりますので、

工事着工してから運行まで20年、それ以外にもやは

り駅位置を決めたりだとか、あと、環境アセス、ま

た、鉄道事業法に基づく手続等々ございますので、

やはりその10年以上の期間は要するというところに

なります。

○山里将雄委員 ですよね、こんな大きな事業です

からね。かなりの時間は要するとは思います。

先ほど、最初の答弁の中で、新たな振興計画への

位置づけについてもお話しなされていましたけれど

も、当然これは新たな振興計画に位置づけされると

は思うんですけれども、どうですかそこは。

○寺本美幸交通政策課公共交通推進室長 現在の沖

縄振興特別措置法第91条第２項のほうで、鉄軌道に

ついては国及び地方公共団体において、調査検討を

進めるということが規定されております。当然、我

々としてもそれをまたさらに前に進めるような形で

次の法律にも位置づけられるよう、取組を進めてま

いりたいと考えております。

○山里将雄委員 頑張ってください。この鉄軌道に

ついては、まず、以前から議論がされているもので

ありますけれども、我々ヤンバル北部にとっては、

県都那覇との距離が近くなって、当然、振興に大き

く寄与するということで、大変期待が大きいもので

ありますので、ぜひそこをしっかりと進めていただ

いて、実現できるように頑張っていただきたいなと

思っていますので、よろしくお願いします。

以上で終わります。

○又吉清義委員長 平良昭一委員。

○平良昭一委員 ＳＤＧｓの推進事業ですけど、持

続可能な沖縄の発展、誰一人取り残さない社会とい

うことで、国際社会に協力して目指すＳＤＧｓを積

極的に推進していくということは、よく知っていま

す。今年度、令和３年度にＳＤＧｓの推進室を設置

すると聞いておりますけど、その内容や目的につい

て、説明願います。
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○喜舎場健太企画調整課長 令和３年度に新たにＳ

ＤＧｓ推進室を設置します。全庁的なＳＤＧｓの推

進を図るということと併せて、全県的な取組も併せ

て進めていく。具体的には、ステークホルダーと言っ

ていますけど、そういった方々と連携して普及啓発

などを取り組んでいくという内容を主に目的として

います。

○平良昭一委員 これ、新しくできるというんです

けど、何名ぐらいの体制でやるのか。

○喜舎場健太企画調整課長 ４名の職員体制を予定

しております。

○平良昭一委員 ４名でカバーできるのかな。

○喜舎場健太企画調整課長 室の職員は４名ですけ

れども、先ほど来答弁ありました、知事を本部長と

する本部がございます。各部長が入った本部、そし

て各部の職員体制も含めまして取り組んでいきます

ので、十分取組は進められると思っております。

○平良昭一委員 分かりました。頑張っていただき

たいと思います。

次に、自治体ＤＸ推進事業費。先ほど、國仲委員

からもありましたとおり、今回、所管課となるデジ

タル社会推進課というのがありますけど、この推進

体制についてちょっとお聞かせ願います。

○加賀谷陽平総合情報政策課長 デジタル社会推進

課のほうでございますけれども、本県におけるデジ

タル化を推進するとともに、国の施策にも即応する、

そういった目的を持って令和３年度より新たな組織

として設置するということにしております。同課に

つきましては、課長をはじめ、６名体制でのスター

トというふうな予定となっております。

○平良昭一委員 これは国が強力に進めるというこ

とでありますよね。それは対応をするということは、

非常に、新しく課をつくってやるということはいい

ことだと思っています。

その中で、県内、関係すると思いますから聞きま

すけど、テレビの難視聴地帯がかなりありますよね。

受信中継所を造って、有線を引き込んでテレビを見

ている地域。維持管理費に共聴組合をつくって独自

で対応をしているわけですよ。ここに来て、有線の

部分を光ケーブルに変えないといけないという工事

になるらしいです。そうなると、１家庭７万円、個

人負担にしないといけないということが出てきます。

その辺に関して、皆さんはこのデジタル社会推進課

を新しく設置することに関して、この辺の対応もやっ

ていけるような状況になるのか。

○加賀谷陽平総合情報政策課長 デジタル社会推進

課の業務としては、情報政策の総合的企画調整推進

に関することですとか、行政のデジタル化に関する

こととなっております。今回、総合情報政策課から

分化して、この新しい課ができるんですが、今の総

合情報政策課の中の情報基盤、情報通信基盤、委員

おっしゃられたテレビの難視聴に関する部分とか、

通信ケーブルの敷設とか、そういった事業ですとか、

県庁内のシステム整備、そういったものについては

分化したほうの情報基盤整備課というところで継続

的に担当をしていくという、そういう役割分担になっ

ております。

○平良昭一委員 じゃあ、この情報基盤整備課がこ

れは担当すると言いますけど、実際、県内でもかな

りの地域がこの共聴組合みたいなのがあって、この

工事は始まっています。これは、個人負担７万円以

上になると言っているんですよ。その辺に関して、

県民がテレビを見るのにそういう不平等さがあって

いいのかなと思ってはいるんですけど、その辺どう

ですか。その辺に対してのこれまでの対策は情報基

盤整備課はやってきたのか。

○加賀谷陽平総合情報政策課長 テレビの難視聴の

部分のところ、特に個人の負担のほうが生じてくる

事情が実態があるということは、我々も聞いており

ます。我々としては、まず県内のどういった施設が

そういったものがあるのかという把握、それからそ

れに対して、地元の自治体がどのような支援とか、

そういったことをやっているのか。そういったこと

をお聞きしつつ、また、直接我々のほうも国頭村で

すとか、名護市さん、それから本部町さん、南城市

さんなんかとも、直接的な意見交換とか、自治会の

代表者との面談をしながら状況のほうを伺ってまい

りました。また、沖縄総合通信事務所とも意見交換

を行いながら、代替手法の部分も含めて議論はして

きたところでございます。

ただ、現状の共聴施設以外の手法、例えば無線と

か、そういった部分の可能性があるのかという部分

について、総合通信事務所ですとか放送事業者の皆

さんなんかとも意見交換をしているんですが、ちょっ

となかなか今のところ道が見いだせていないという

状況がございます。

○平良昭一委員 県でこの難視聴世帯、こういう自

分たちで運営しながらやっているのは何件ぐらいと

把握しているか。組合の数と。

○加賀谷陽平総合情報政策課長 世帯数については、

ちょっと今、数字を持ち合わせていないんですが、

共同受信施設については、沖縄県内で96施設あると
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いうふうに承知しております。

○平良昭一委員 96施設ということは、これ組合と

いうのは１人ではできませんからね、何倍もいるわ

けですよね。その中で、この光ケーブルに変えなけ

ればいけない。各世帯７万円ずつ工事費用を自腹で

出さんといけない。そうでもしないとテレビが見れ

ない。緊急的なものは今、テレビがつくような状況

になっている中で、それができないような地域が出

てくるということは、県としてはどう考えるか。デ

ジタル庁をつくっているのに、公共施設だけが進ん

で一般の家庭ではそういう状況もできないというの

はおかしいだろ。

○宮城力企画部長 共同受信施設の整備に係る負担

の在り方については、地元の市町村の皆様とも意見

交換をしながら、あるいは事業者さんとも話を交え

ているところでございます。他の代替手段ができな

いかどうか、なかなか方法が難しいという話もござ

いました。引き続きどのような策が取れるのか、こ

れは市町村の皆様とも意見交換をしながら検討をし

てまいりたいと思います。

○平良昭一委員 沖縄でこういう状況だから、幾ら

地デジ化されたといっても、本土のほうが山岳部も

多いわけですよね。本土のほうはどういう運営して

いるのか。同じような運営ですかね。

○宮城力企画部長 この共同受信施設、維持管理の

負担の在り方も一方で課題がありまして、この管理

費にあっては、国の通信事業者さんからいただく負

担金があって、これを財源とした管理費に充てられ

ないかというのを全国知事会を通して提案している

ところでございますので、全国的な負担の課題があ

るものというふうに認識しております。

○平良昭一委員 これ、総務省の管轄なのか。

○加賀谷陽平総合情報政策課長 はい、おっしゃる

とおりです。

○平良昭一委員 そうであれば、今後の課題はたく

さん出てくると思いますけども、ただ、本部町はそ

の７万円を町で負担するというふうな話が進んでい

るそうです。となると、それを踏まえて、皆さんは

どう対応をするかというのもしっかり考えないとい

けない時期に来ていますので、早急にやらんといけ

ないと思いますので、その辺どうですか、部長。

○宮城力企画部長 内情といいますか、状況をしっ

かり分析して検討をしてまいりたいと思います。

○平良昭一委員 続いて、小さな拠点づくり支援事

業の詳細について説明願います。

○森田賢地域・離島課長 小さな拠点づくりの事業

は、住み慣れた地域に住み続けたいと、住民が生活

されるために生活圏内での機能、サービスの維持確

保に向けた中核機能というのを担えるように、本県

の事業でサポートしているという中身でございます。

○平良昭一委員 以前に、過疎化の進む地域のコミュ

ニティー施設としての核である共同売店の維持につ

いて、本会議の中にありましたけど、地方創生推進

交付金を活用し、集落の機能維持を図る小さな拠点

づくり支援事業を行って支援をしていきたいという

ようなことを言っておりましたけど、その件に関し

てどういう進展がありますか。

○森田賢地域・離島課長 まず、今年度の事業にお

きまして、この小さな拠点事業を推進するに当たっ

て課題となっておる地域について、市町村に照会を

かけたところでございますけれども、そこで出てき

た地域において、今、地域食堂等の展開とか、そう

いったことについては今、支援をしておるというこ

とでございますけれども、そこでは共同売店そのも

のの市町村からの推薦地域というものは出ていない

という状況でございます。

○平良昭一委員 地域から出ていないと言うけど、

本会議の中でやりましたよね。そう答弁したんだよ。

議事録にも載ってるよ。それで対応をしていきたい

と。ということは、全く今年度も動かないというこ

とで理解していいのか。

○森田賢地域・離島課長 支援地域について、この

事業で一応、モデルとして横展開を図っていくとい

う状況でございますけれども、令和３年度は今現状

では市町村から対象が出てこなかったところでござ

いますけれども、今後令和４年度以降、必要な措置

については検討していく必要があるかなと思ってお

ります。

○平良昭一委員 前回の答弁より後退している。昨

年の６月ですよ、言ったのは。小さな拠点づくりの

支援事業にあっては、国頭村辺戸区、宜名真区、宇

嘉区、この３地区と辺戸岬観光案内所が連携して集

落ツアーガイド等の取組を行うこととしておりまし

て、その拠点に共同売店を当てるということを今、

計画しておりますと。しっかりやろうとしているの

に、全くやらないということは、後退しているとい

うことか。

○森田賢地域・離島課長 すみません、先ほど申し

上げたのは、令和２年度から新たに追加した地域で

ございまして、令和元年度から２か年かけて支援し

ている今、おっしゃったような辺戸、宜名真、宇嘉

地区での共同売店におけるサポートというものにつ
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いては、これはしっかりと取り組んでおるという状

況でございます。

○平良昭一委員 ということは、今年度の予算は減

になっているけど、それ以上のことは考えていない

ということでいいわけね。

○森田賢地域・離島課長 この事業につきましては、

２か年でのサポートする事業ということでございま

して、令和２年度においては、令和元年度から続く

２拠点と、令和２年度において新たに設定した２地

区というものを設けておりまして、令和３年度にお

いては、地域食堂等を扱う地域についてのサポート

になっておるという状況でございます。

○平良昭一委員 追加するということは可能ですよ

ね。

○森田賢地域・離島課長 これ、地方創生交付金の

３か年計画の中で事業というのを策定しておる状況

でございまして、その事業計画の中で、一応、この

ような２か年かけての地域支援というようなスキー

ムになっておる状況でございますので、現状では追

加ということは難しい状況かなと思っております。

○平良昭一委員 あのね、こういうことを言ってる

と本当に過疎化は止められないよ。地域から過疎化

が大変で、共同売店が閉まることは維持管理ができ

ていないから、足のないお年寄りが住めなくなるん

だということも言ってるだろ。そういう中で、追加

もできない。じゃあ、どんな支援策があるの、見捨

てるのかい。

○森田賢地域・離島課長 この事業につきましては、

当然、その共同売店については全く何もということ

ではなくて、当然、市町村と一緒にどういうふうな

状況であるのかという共通認識とか。市町村でも、

共同売店について独自で支援しているということも

ございますので、そことの連携も含めて検討してい

きたいと考えております。

○平良昭一委員 村でさ、村でできないから、そう

いう話が出てくるんです。全て市町村任せというこ

とではないでしょう。お年寄りが非常に困って、我

々は地域の県議としてそういう相談が来るわけです

よね。それを簡単に見捨てるようなことでは困るよ。

市町村任せにできないから、県にお願いしようとい

う気持ちもありますので、せっかくそういう事業が

あるんだから国も。もうちょっと汗流すことはでき

ないのか。これ、本当に追加できないということな

のか。

答弁お願いします。

○宮城力企画部長 県としては、過疎地域を見捨て

るつもりもなく、市町村任せにしているつもりもご

ざいません。ただ、連携して取り組んでいくという

ことでございます。地方創生交付金の仕組み的な、

制度的な制限があるとは思いますが、県としまして

は、ほかの財源も含めて、地元の考え方というのが、

まず一義的になるかと思います。そして、市町村の

思いもあると思います。

県として、これらの考え方も踏まえつつ、寄り添っ

ていきたいというふうに考えます。

○平良昭一委員 それぞれの地域によって、共同売

店の運営の仕方は違うと思いますよ。村が積極的に

絡む、市町村が絡むところもあれば、そうじゃない

ところもあります。本当にもう見捨てられているよ

うな状況の方々もいるというところも、もうちょっ

と詳しく調査をして、対応をしていただかないと、

今、部長が言うように、別の予算等でもいろいろ考

えてやっていただかないと、本当に過疎化が歯止め

がかかりませんよ、そうなると。その辺、十分認識

して取り組んでいただきたいと思います。

次に、先ほどもちょっと出ましたけど、沖縄しまっ

ちんぐ実証事業についてですけど、離島ならではの

ワーケーションを促進するということは、非常にい

いことでありますし、これは新しい新規事業であり、

今回から新しくやるということですから、事業の目

的や必要性などについて、具体的にもうちょっと説

明していただけますか。

○森田賢地域・離島課長 まず、事業内容につきま

しては、ワーケーション目的で来島する方や、地域

振興に関心がある企業などを対象に、観光地で余暇

を過ごすだけでなく、離島の現状や課題などを学び、

体験するモニターツアーを実施し、地域交流をメイ

ンとした離島地域ならではのワーケーションの魅力

向上や、関係人口の創出を図ることを目的としてお

る事業でございます。

この事業につきましては、当課におきまして、移

住定住事業というものもやっておりますけれども、

当然、すぐに移住定住までハードルがございます。

そしてまた、現在すぐに定住住宅等の整備というの

が進みづらいという現状もございます。そういった

中で、担い手をいかに確保するかという観点ですね。

少しずつ関わる人を増やしていくというようなこと

が重要なポイントかなというふうに考えておりまし

て、移住や離島でのビジネス展開の前に、この段階

的なステップアップとして、他拠点居住の一つとし

て選ぶ先でありますとか、ふるさと納税の対象地と

か、そういったところに目を向けてもらえるような
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関係人口の創出というところにつなげていきたいと

考えております。

○平良昭一委員 分かりました。

最後に、石油製品の輸送等の補助事業費。これ、

我々の会派としてかなり前からいろいろ取り組んで

きてやってきたような、長いことやってきておりま

すけど、実際、離島の皆さんの考え方、実績として

どういう評価をされてきているのか教えていただき

たい。安くなっているのか、沖縄本島と一緒になっ

ているのか。

○森田賢地域・離島課長 この石油製品の輸送等補

助事業というものがございますけれども、これは本

島から離島における石油製品の輸送をする際にかか

る経費というものを補助する事業でございます。

この補助事業につきまして、適宜倉入料等の補助

単価等を見直しながら、輸送コストの低減に努めて

おるところでございまして、平成30年度に実施した

実態調査によりますと、平成20年度と比較して、ガ

ソリン１リットル当たりの価格差は25円から16円に

縮小をしておる状況でございまして、一定の成果を

上げているものと認識をしております。

○平良昭一委員 本当に離島の方々がそういうふう

に思っているというふうに私は信じたいですけど、

今度、予算も減になされてますので、今後の状況を

見ていきたいと思っています。

終わる予定でしたけど、ちょっと思い出してしま

いました。鉄軌道の問題。寺本室長、私は、もう言

い方がおかしいかもしれませんけど、名護から那覇

だというふうに、国頭地区から、いわゆる北部地区

から要請があってきて、そのものが動き始めたと認

識しております。平成６年、７年、８年ぐらいかな。

その中で、いつも論点になるのは、那覇を中心、中

部を中心とした、この駅を中心に考えること。それ

がもういら立ってしようがなかった。名護から那覇

というような認識を私たちは持ってきて、これまで

やってきたと思いますけど北部の方々は。それは間

違っていますか、私の考え方。玉城義和さんはそう

いうふうにして県に要請したはずです。そうですよ、

あれは国頭地区から上がってきたからこの議題に

上っているんです。

県じゃないですよ。

○寺本美幸交通政策課公共交通推進室長 ちょっと

私もいつも偏った言い方していたのかもしれません

けども、基本的には、相互交通体系の考え方でお話

させていただきますけども、那覇に高次機能を有す

る交流拠点があるということと、その那覇と北部圏

域、宮古、石垣、それぞれの圏域を、拠点をしっか

り結ぶという大きな考え方、圏域構造の考え方が示

されております。そういった概念で沖縄本島につい

ても、圏域間をしっかり鉄軌道で結んで、圏域構造

を変えていこうというのが大きな考え方として示さ

れております。その中で、那覇－名護、または名護

－那覇というような鉄軌道をしっかり結んでやって

いくというのが基本になっているというところでご

ざいます。

○平良昭一委員 要は、国の了解を取るためにね、

そういうシステムを構築するんであればそれはいい

と思いますよ。

ただ、北部からの要請があってから、これがそこ

に今、議題になっているということを忘れては困る

なということでの認識です。

○又吉清義委員長 休憩いたします。

午後３時40分休憩

午後３時55分再開

○又吉清義委員長 再開いたします。

當間盛夫委員。

○當間盛夫委員 まず、皆さんの当初予算の概要の

中で、新型コロナウイルス感染症対策関連予算とい

うことで3.8億円あります。その内容を教えてくださ

い。

ごめんなさいね、事前というか、もうみんな聞い

てるもんだから、聞くのがないわけさ。何で3.8億円

の分かるんじゃないの、希望するＰＣＲ検査で幾ら

とか。

○宮城力企画部長 この3.8億円の中身ですけれど

も、空港でのサーモグラフィー監視業務等が含まれ

ているところです。すみません、内訳については後

で御報告したいと思います。

○當間盛夫委員 いや、それだったら部長、今の言っ

たら、皆さんの概要の中にはサーモグラフィーは交

通体系の機能強化の中に入っているわけさ。別だと

思うわけさ。だから、希望をするＰＣＲ検査だとかっ

ていうのが、この部分じゃないか。皆さん8000円の

補助してるでしょう。

僕、止めるためにこの質問はしていませんので。

それじゃあ、空港でＰＣＲ検査をやる分とは別個

で、希望をする皆さんがＰＣＲ検査をやる事業があ

りますよね。これは、私に説明しに来たときに、交

通政策課の方が説明しに来ていたんですけど、この

事業は交通政策課がやっているんですか。

○金城康司交通政策課長 まず、県民に安価で提供

できるＰＣＲ検査の体制構築なんですけれども、予
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算自体は今年度も、令和３年度も保健医療部の予算

であります。

ただ、今年度につきましては、執行を保健医療部

から企画部が分任受けまして執行をしておりますが、

次年度は予算計上も執行も保健医療部になります。

○當間盛夫委員 じゃあ、交通政策課ではやってい

ないわけですね、その分では。

○金城康司交通政策課長 令和２年度につきまして

は、保健医療部からの分任を受けまして、交通政策

課のほうで実施しておりますが、令和３年度につき

ましては、予算計上も予算の執行につきましても、

保健医療部のほうで対応をすることになっておりま

す。

○當間盛夫委員 交通政策課は暇かということを言

いたかった分でしたので。これでいいです。

次に、振興推進事業費、これは何で減になってい

るんですか。今度、正念場になっているはずなんで

しょうけど、何で1100万も減になるんですか。

コロナ対策で向こうに行けないから、その旅費の

減だとかっていう話があるんじゃないの。

○宮城力企画部長 令和２年度にあっては、令和３年

度の新たな振興計画に向けたいろいろな調査、委託

を実施していたところ―例えば、サンライズベルト

構想に係る委託等々がございました。

令和３年度は、これらの調査結果を基にして、新

たな振興計画の素案づくりをすることになっており

ますので、それらの調査費が減額になったというと

ころでございます。

○當間盛夫委員 皆さんの計画策定のもので、３月

で素案を出す。で、12月で新たな振興の答申をとい

うことで、この審議会にかけてくるんですけど、こ

の審議会は８月―私も一般質問でやるんですけど、

８月には皆さん令和４年度の予算及び税制改革の要

望を出さないといけないわけですよね。これはどの

ように、この審議会の答申とか反映されるんでしょ

うか。

○宮城力企画部長 素案を策定して、審議会に諮っ

ている途中ではあるんですけれども、計画段階にお

ける―例えば、一括交付金であったり、あるいはハー

ドの社会基盤の整備であったり、これらについて内

閣府と調整して、概算要求を行っていただく。

もう一点、税制改正要望も８月末に行うことにな

りますけれども、新たな制度提言の中で、国と調整

して、これについては実現可能性があるという内容

のものを内閣府から税制の改正要望として出してい

ただくということを今、想定しているところでござ

います。

○當間盛夫委員 ４月から８月まで４か月間皆さん

内閣府と調整をしないといけないんですよね。そう

いった部分の中で、玉城知事として、この沖縄振興

策、国に対しての要望だとか意見交換というのは何

回ぐらいやられているんですか。知事としてよ。

○宮城力企画部長 昨年の７月に、新たな沖縄振興

のための沖縄振興特別措置法の拡充延長、それから、

跡地利用推進法の拡充延長、加えて、沖縄振興開発

金融公庫の現行の組織のままの継続、この３点につ

いて、沖縄担当大臣はじめ、関係要路にウェブある

いは電話で要請をしたところです。そして、10月末

に開かれました国の沖縄振興審議会、この審議会の

委員は知事も構成員とされております。この中でも、

同様に新たな沖縄振興が必要だということを知事か

ら申し上げたところでございます。

○當間盛夫委員 宮城部長もこの振興、いろんな携

わり方を職員時代にやっているはずなんでしょうけ

ど、仲井眞知事も相当に苦労して10年前、この21世

紀ビジョン、新たな振興策を勝ち取った。これ、民

主党政権のときなんですよね。大概に苦労をするん

ですよ。今度、もうこのコロナ禍の中で、なかなか

上京をして要望をすることも皆さんもできない。知

事としてもできないという中で、８月には皆さん、

４年度の予算の要求もしないといけない。もう一括

交付金が取れたもの、高率補助が取れたものとして、

この予算要求をしないといけない。現実ですか。

○宮城力企画部長 10年前のスケジュールとも比較

しながら、我々もスケジュールを整えて対応をして

いるところです。国との議論が本格化していないと

ころの大きな要因としましては、まだエビデンスデー

タに基づいた国の現行の沖縄振興の総点検がまだ終

わっていないというところもございます。国と確認

しながら、国の総点検の結果を踏まえて、急ぎ知事

をはじめとして、企画部総動員で対応をしたいとい

うふうに考えているところです。

○當間盛夫委員 振興推進事業費については、知事

に要調査事項でお伺いをしたいと思いますので、よ

ろしく取扱いください。

○又吉清義委員長 ただいま提起のありました要調

査事項の取扱いについては、本日の委員会の終了後

において協議いたします。

○當間盛夫委員 次に、交通体系の機能強化につい

てでありますが、バス路線の補助事業で皆さんから

いろいろと質問があるんですが、各路線バスの、皆

さん、赤字額は報告があるんじゃないですか、どう
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ですか。

○金城康司交通政策課長 バス会社に聞き取りしま

したところ、これ減収額なんですけれども、昨年３月

から今年の１月までで約20億の減収額となっている

というふうに聞いております。

○當間盛夫委員 バス事業者のほうからすると、こ

の路線バスの赤字を補塡していた観光バスにおいて

も、約６億の赤字だというふうに聞いてるんですが、

先ほども支援策を打ち出していきたいという、部長、

お話しがあるんですが、これ皆さん、もう少し本気

度を出されたほうがいいんじゃないですか、どうで

すか。

○宮城力企画部長 バス協会の皆様から何度も要請

を受けて、非常に厳しい状況というのは本当に我々

も十分認識しているところです。再三申し上げてお

りますが、公共交通は県民の、いわゆる移動の足、

特に交通弱者にとってはもうなくてはならない移動

手段というのは、もう十分認識しております。そし

て、緊急事態宣言が出されて、人の往来が少なくなっ

てもバスは止めることができない。したがって、雇

用調整助成金、雇用調整もなかなかできない。だけ

れども、減収が増え続けているという状況は十分認

識しているところでございます。

ただ、バス協会の皆様が御要望している額には達

していない、九州各県と比較しても、低額であると

いうことも十分認識しておりますので、当初予算に

は計上されておりませんが、できる限り早めに補正

対応等で、このバス業界さんの苦境を少しでも緩和

できるように対応に努めたいと思います。

○當間盛夫委員 皆様、いろいろ対応をしないとい

けない面は大変だというふうに認識はしています。

しかし、長崎等を含めると１台当たり30万という

ような支援をしているということもあります。皆さ

んがこれまでやった部分での、去年の６月にやった

分は１台当たり５万円ということですので、この差

もあるということを考えると、沖縄は鉄軌道がない

わけですよね。それからしたら、この路線バスの在

り方っていうのは、本当にどう考えるのかというこ

とをもう少し一緒にまた考えていきましょう。どう

ぞ支援策、よろしくお願いしたいと思います。

次に、鉄軌道の導入に関して5000億、今回も上げ

られているんですが、これまでの国と県のこの調査

費、ちょっとお教えください。

○寺本美幸交通政策課公共交通推進室長 まず、県

のほうの調査費です。県のほうでは平成24年度から

鉄軌道導入に向けた取組を開始しております。平成

24年度から元年度までの８年間におきまして、決算

ベースで調査費は約４億4300万円。国に関しまして

は、平成22年度から調査を開始しておりますけども、

令和元年度までの10年間で約８億1700万円の計上を

しているというところでございます。

○當間盛夫委員 県の令和２年の予算を見ると、

8000万ついていますので、それからしたら県は令和

２年考えると５億の調査費。国においても、大体１億

の予算ですので、大体それからすると予算額からす

ると、約13億を使って調査をしているという中で、

国の調査と皆さんのこのビー・バイ・シーの差って

いうのは何だというふうに考えられているんですか。

○寺本美幸交通政策課公共交通推進室長 ビー・バ

イ・シーそのものの計測方法も異なりますけども、

一番大きく異なるのは、ルートが異なるということ

と、システム等々が異なっていることが大きな要因

だというふうに考えております。

○當間盛夫委員 先ほども平良委員から名護から那

覇だというようなところがあるんですが、この国の

ものは名護から那覇、糸満なんですよね。

我々は今、浦西まで、浦添までモノレールが開通

をしている。皆さんも向こうにパークランドを造っ

たというものから考えると、もう一度、その鉄軌道

の在り方ということのものを見直す時期に来ている

んじゃないでしょうか。どうでしょうか。

○寺本美幸交通政策課公共交通推進室長 今、モノ

レール含めて、様々なインフラが整備されていると

ころではございます。我々が今、やっています鉄軌

道に関しましては、基本的には先ほど申し上げまし

たけども、広域交流拠点の那覇と北部圏域の名護で

すね。拠点都市では名護をしっかり結んで、圏域構

造を構築していくと、変えていくというところに基

本的な考え方がございます。そこにやはり１時間と

いうことを含めたときに、今は現状の中でいいます

と、鉄軌道で那覇から名護までを高速で鉄道で結ぶ

というような計画に基づいて進めていくものという

ふうに考えております。

○當間盛夫委員 振興措置法の91条で、この鉄軌道

の在り方を調査及び検討を行うよう努めるというの

が、この振興計画の中ではあります。国は、調査研

究したけど、検討をしたけど、ビー・バイ・シー出

ないと。これは無理です、というような結果になら

ないですか。

○寺本美幸交通政策課公共交通推進室長 91条第

２項のほうでは、国、地方において、それぞれ調査

検討を進めるというふうに規定されております。た
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だ、国の基本方針におきましては、この調査の結果

を踏まえて一定の方向性を取りまとめ、主要の措置

を講ずるというふうにございます。県としましては、

これまで、ビー・バイ・シーも含めて国から示され

た課題について検討を行ってまいりました。今後、

新たな沖縄振興の制度提言の中でも、特例制度の創

設を求めていくこととしておりますが、その中で、

これまでの調査結果、国の調査結果もそうですけれ

ども、我々の調査結果も含めつつ、しっかり国と、

我々としてはまだ交通課題は残っているものと認識

しておりますので、鉄軌道導入に向けて、しっかり

と国と調整を図っていきたいと考えております。

○當間盛夫委員 これは、部長が答えられたほうが

いいと思うんですけど、振興特別措置法の中に、皆

さん今度も調査及び検討ということではなくて、今

度は導入を実現するというような文言に変えないと、

この実現っていうのはできないというふうに考える

んですが、どうでしょうか。

○寺本美幸交通政策課公共交通推進室長 今現在、

調査及び検討を進めるということが91条第２項で規

定されております。当然、我々もこれまで国から示

された課題について、しっかり検討してきたところ

でございます。こういった検討結果も含めて、やは

り、交通課題解決に向けて、その調査検討からもう

少し前に進めるような文言にしていくという考えで

もって、これから国としっかりと協議を進めていく

必要があると考えておりますし、そういった対応さ

せていただきたいと考えております。

○當間盛夫委員 今回、皆さん振興計画の柱という

か、ど真ん中にＳＤＧｓということで掲げています。

私は、この沖縄のこの交通体系はまさに県民の足と

いうことも踏まえながらも、ＳＤＧｓの観点からも、

この交通体系の機能強化ということは重要だという

ふうに考えているんですが、部長どうでしょうか。

○宮城力企画部長 新たな振興計画の中でも、シー

ムレスな陸上交通体系の整備を図るということとし

ております。鉄軌道をはじめ、フィーダー交通の充

実、公共交通の充実に向けて取り組む必要があると

いうふうに考えております。

○當間盛夫委員 これ、苦言的になるんですけど、

皆さんバス路線の補助事業でも今回いろいろとこれ

から支援を行うというのもあるんだと思うんですけ

ど、これで１点、１億6000万なんですね。

ところが、空港のサーモグラフィーでも１億8000万

使うわけですよ。何が主なのかなと。確かに、水際

対策も大事なんですけど、この水際対策、先ほども

皆さんにこの３億8000万の、そのコロナ対策はどう

いうふうな使い方をするのかと言っても、その答え

が出てこないということはね、僕はね、このコロナ

対策、皆さん検査体制ね、経済体制もそうですけど、

やはりね、どっか一元的にまとめて、僕はやる必要

も出てくるんじゃないかなというふうにも思ってお

ります。そしてまた、この交通体系の機能強化、私

は委員長、このね、大変大事だというふうにも思っ

ていますので、この交通体系の機能強化についても

知事にお伺いをしたいというふうに思っております

ので、よろしくお願いいたします。

○又吉清義委員長 ただいま提起のありました要調

査事項の取扱いについては、本日の委員会の質疑終

了後において協議いたします。

○喜舎場健太企画調整課長 先ほど當間委員からあ

りました、新型コロナウイルス感染症対策関連予算

の3.8億円の内訳でございます。那覇空港サーモグラ

フィー設置監視事業1.8億円、全庁共通システム整備

費0.7億円、離島オンライン体験サポート事業0.6億

円、おきなわ離島体験交流促進事業0.3億円、離島Ｉ

ＣＴ利活用促進事業0.4億円ということで、この部分

については當間委員御指摘の歳計事業、大変恐縮で

すが、含みまして、コロナという視点で取りまとめ

て3.8億円というとこで、歳計という文字を表記する

べきでした。

大変申し訳ございませんでした。

○當間盛夫委員 答弁によっては質問変わっていた

かもしれないのに。

ありがとうございます。

○又吉清義委員長 島尻忠明委員。

○島尻忠明委員 皆さん、こんにちは。

まず最初に、企画部として向こう１年間の予算編

成に当たって、いろいろ柱となるのはあると思いま

すが、特に向こう１年間、こういうことで予算組み

したっていうのがありましたら、全体的な中でお答

えをいただきたいと思います。

○宮城力企画部長 当初予算案の概要、先ほどの部

局別の横置きの資料がございます。

企画部の柱は７本あるというふうに考えておりま

す。まず、振興計画の策定、それから離島の産業振

興定住条件の整備等々のこの７項目、これを重点的

に行うということで、あと、一括交付金をいかにし

て配分するか。その視点で、今回、マイナスシーリ

ングもございました。どのように再配分するかとい

うところで腐心しながら、取りまとめたところでご

ざいます。



－320－

○島尻忠明委員 次期振計に向けても今年度しっか

りと、４月から始まり、いろんな協議の中で進めて

いくと思いますが、その辺について。

令和３年度当初予算案―主な事業の概要の中で、

19番、新たな振興計画の策定及び計画推進に関する

経費というのがありますが、この辺、具体的に説明

をお願いいたします。

○喜舎場健太企画調整課長 この事業は、新たな振

興計画策定に要する経費や、現行計画の推進に要す

る経費を計上しております。主な内容は委託料でご

ざいまして、例年沖縄21世紀ビジョン基本計画に基

づく、県の取組などの広報費用、そして３年に一度、

県民意識調査というものを実施しております、その

費用。新たな振興計画策定に向けて、社会経済フレー

ムの分析調査などを行う費用などを計上していると

ころでございます。さらに、このほかに県の振興審

議に関する事項を審議する、沖縄県振興審議会の運

営経費、結構ございます。そういったものを計上し

ているところでございます。

○島尻忠明委員 これを持つことによって、次期振

計へ向けての方向性っていうか、いろんな課題を問

いながらやる審議委員会ということでよろしいです

か。

○喜舎場健太企画調整課長 沖縄県振興審議会は、

会長は琉球大学の学長でございます。各界、各層150名

程度の方々に、結構な期間、審議をいただくという

ことで考えております。

○島尻忠明委員 ですから、この結果をもって、そ

れをもって次期振計に当たるっていうことで理解し

てよろしいですか。

○喜舎場健太企画調整課長 現在、委員の皆様にも

お示しました、今新たに振興計画に向けましては、

骨子案を取りまとめたところです。

この後ですね、３月に素案というものを取りまと

め、５月頃にそれを公表し、今御指摘の審議会に諮

問、審議をお願いするということを考えているとこ

ろです。

○島尻忠明委員 この審議会は延べ何回、骨子案の

策定に至るまで、何回の審議会をいたしましたか。

○武村幹夫企画調整課副参事 この審議会での審議

につきましては、５月に今諮問を予定しておりまし

て、本審議会の下のほうに９つの部会がございます。

この部会、それぞれ５回程度、延べで申し上げます

と45回の審議を行いまして、今年末の12月に新たな

振興計画の答申をいただきまして、その後、年明け

１月から３月にかけて、また県内各界、各層からの

御意見を頂戴いたしまして、来年３月末に新たな振

興計画案として取りまとめる予定としてございます。

骨子案につきましては、昨年度行いました総点検

報告書を基に、あと、同時に行いました新沖縄発展

戦略を踏まえまして、庁内で骨子案としてまとめて

ございます。この骨子案の取りまとめに当たりまし

ては、県の振興審議会にはかけていないということ

でございます。

○島尻忠明委員 この２つの審議会、委員会には、

富川前副知事はどのように関わっておりましたか。

○武村幹夫企画調整課副参事 富川前副知事におか

れましては、新沖縄発展戦略を昨年度に中心になっ

て取りまとめていただきまして、その新沖縄発展戦

略を骨子案に盛り込む中で、また、今年度も御指導

いただきながら、１月末に骨子案を取りまとめたと

ころでございます。

○島尻忠明委員 本来であるならば、本人がいれば、

お聞きをしたかったんですけど、その中でせんだっ

てのこの委員会でも、富川前副知事が担当していた

担当部署については、新しく選任をされました照屋

副知事が予定されておりましたが、そういう部署替

えもありましてですね。その部署替えによって影響

があるかどうか、聞かせください。

○宮城力企画部長 確かに、企画部の担当は謝花副

知事になります。ただ、沖縄振興計画、それから、

制度提言も含めてなんですが、ラインでなくとも三

役、そして、政策調整監を含めた上で議論いただい

て、検討を進めていくということとしているところ

でございます。

○島尻忠明委員 部長、先ほど前回10年前のスケ

ジュールといろいろ対比しながら、今進めているっ

てことでしたけど、その辺、対比して今の状況とい

うのは、前回と同様に進んでいるっていう理解でよ

ろしいですか。

○宮城力企画部長 計画の面にあっては、初めてた

たき台をつくって、幅広く御意見を頂戴するという

ことでは、前回よりも、若干スケジュールは早いの

かなという状況です。

一方、制度については、国との調整を進めていか

なければいけないんですけれども、まだこれが始まっ

ていないというところでございます。国の総点検の

点検の結果が終わり次第ですね、急ぎ調整を進めて

いくこととしているところでございます。

○島尻忠明委員 いや部長、シンプルに、要するに

比較をして、国のいろんなのもあるかもしれません

けど、先ほど部長も携わっていることで、ちょっと
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答弁がありましたんで、その中で前回と比較して、

同じように進んでいるっていう理解でよろしいです

かってことです。

○武村幹夫企画調整課副参事 10年前との比較で申

し上げますと、総点検報告書の策定時期、そして、

中長期を見据えました新沖縄発展戦略をまとめたと

いう新たな取組、そして、議論のスタートが、今年

１月末に発表しました骨子案に基づいて、既に意見

の聴取も行ってございます。10年前につきましては、

今年でいいますと４月からこういう意見聴取を行っ

てございますので、今年のほうが少し熟度が高い、

検討の度合いは高いものと自負しております。

○島尻忠明委員 それでは、間違いなく、このお互

いが今、向けて、いろんな計画なさる予算案を含め

てですね、しっかりと国に要求どおりいくというこ

とで理解してよろしいですか。

○武村幹夫企画調整課副参事 そのように努めてま

いります。

○島尻忠明委員 部長に答弁を求めます。

○宮城力企画部長 知事を先頭にですね、国との調

整を進めて、新たな沖縄振興のための国の諸制度等

の調整を急ぎ進めてまいりたいと思います。

○島尻忠明委員 それとですね、皆さん振計に向け

てもＳＤＧｓっていう話もありますが、これは沖縄

の特殊性とかいろんな中で、いろんなこと、振計、

いろんな要因がある中で、このＳＤＧｓっていうの

は日本だけではなく、これ世界的な課題だと思うん

ですよ。これを中心にやって、今、次期振計のいろ

んな案を練っておりますが、これは、沖縄特有では

なくて、全世界的なものだと思うんですが、これも

中に入れながらやるっていうのは、特に何ら支障は

ないですか。

○武村幹夫企画調整課副参事 今回の振興計画骨子

案におきましては、策定の意義といたしまして、条

件不利性の克服というこれまでの視点に加えまして、

我が国の発展への貢献という、新たな時点を策定の

意義として追加してございます。我が国においては、

このＳＤＧｓという、国際社会の共通目標をですね、

国としても推進していくという方針を取ってござい

ます。その一つのですね、国への貢献の一つとして

もＳＤＧｓを推進することは、意義があるものと考

えてございます。

○島尻忠明委員 特に沖縄から、このＳＤＧｓに対

する発信するのっていうは、どういうのがあります

か。

○武村幹夫企画調整課副参事 今検討段階でござい

ますので、明確にはお答えできませんけれども、沖

縄といいますのは、やはりこの島嶼県でございまし

て、環境にしましても脆弱性がございます。そうし

た中で、このＳＤＧｓが取り入れております社会、

経済、環境の３側面が調和した取組というものは、

この持続可能性という意味では、沖縄の発展にも意

義があるものと考えてございます。

○島尻忠明委員 まだ今の段階でも、具体的になっ

てないような答弁でありますが、しっかりと早めに

調整をしてやっていただきたいというふうに思って

おります。

それでですね、骨子案の中にあった臨空・臨海っ

ていう言葉がありました。那覇港っていうことで、

皆さん記載はありましたけど、そこは、どの場所を、

あの那覇港の中に、そういうキャパってあるんです

か。骨子案に入ってましたので。

○宮城力企画部長 調整段階でいろいろありました

けれども、最終的な県の意思決定として、骨子案に

は、那覇港湾施設と那覇空港を一体整備する臨空・

臨港都市の形成については盛り込まなかったという

ことでございます。

○島尻忠明委員 あと、先ほどからいろいろと質疑

がありますバス路線補助事業なんですけど。そもそ

もこの事業ができた目的をお聞かせください。

○金城康司交通政策課長 バス路線補助事業費とい

うのが、国の補助事業でして、全国一律の事業なん

ですけれども、ちょっと資料なくて、できた経緯を

詳細にお答えすることができないんですけれども、

恐らく全国的にですね、やっぱり住民等の足、特に

バスが必要な地域、例えば過疎地域もそうなんです

けれども、不便な地域において、やっぱりバス路線

を継続的に運行していただく必要があるというふう

な観点からですね。そういった赤字については、やっ

ぱりしっかり行政のほうで補塡して、路線の維持を

図るということが最終の目的だったと考えておりま

す。

○島尻忠明委員 まさに、そのとおりなんですよね。

ですから、今バス関連の皆様方が要請してるのは、

今まで路線、要するに交通弱者含め地域のいろんな

課題等がありまして、やはり、しっかりその目的を

達するために、補助事業したと思うんですよ。ただ、

今回はコロナ禍で、イレギュラー的なものが出てき

てですね。それに対する支援策をお願いしているん

ですよ。例えばほかの―この企画部が所管するもの

以外でもですね。補助事業いただいている中で、し

かし、今回コロナがありましたということで、手当
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てしてるのもあるんですよ。ですから、この補助事

業とは別で、皆さんこれがあるからという答弁の受

け方なんですけどね、私たちは。別メニューで、予

算で、皆さん専決処分もいろいろやっていますよね、

医療関係にしてもいろんなもの。やはりそこにも、

その考え方をちょっと変えていただいて、コロナ禍

による一時的なものですからね、この補助は。これ

が続くわけじゃないですから。あくまでも、このバ

ス補助事業というのは、路線のいろんな問題があっ

て、地域間あっての補助事業で、先ほど答弁にもあ

りました、全国的にもそういうのがありますという

ことで、予算化、全国的にやっているというふうな

理解をしていますよ。ですから、そこにこだわらず

に、やはりコロナ禍の中ですから、そこで今困って

いるわけですから。ここが万が一破綻したら、やは

り交通弱者を含め、いろんな方々への影響が大きく

なりますので、その辺を含めて別予算立てで、しっ

かりとコロナということに関して手当てをするメ

ニューっていうのは、できないものですか。

○金城康司交通政策課長 昨年も６月補正で、この

バス補助事業とは別のメニューで、感染防止対策の

継続的な対策を図るという観点からバス、タクシー

等について、公共事業者に対して奨励金を予算化し

て支給しました。

今後も、まだ予算化をされてないんですけれども、

恐らくやるということになれば、この補助事業とい

う別の事業立てになると思いますので、そういった

事業立てを早期にちょっと検討していきたいと考え

ております。

○島尻忠明委員 せんだって補正予算の件もよく分

かりますので、ぜひ、やはりそれでも厳しい状況は、

皆さんもしっかりと把握していると思いますので、

早めに、これは時間との勝負でもありますので、や

はり、バス事業というなりわいをしている皆さんも、

しっかり今頑張っていると思いますが、やはり、刻

々と時間だけ過ぎれば、厳しい状況になるっていう

のは目に見えていますので、早めに部長も含めて検

討方お願いしたいと思っております。

次に14ページの34番。移住特定促進事業について

の目的と、県と過疎地域、離島との関係をお聞かせ

ください。

○森田賢地域・離島課長 移住定住促進事業では、

離島・過疎地域でバランスの取れた人口の維持、増

加を目指すため、移住者受入れの取組を進める市町

村と連携いたしまして、移住相談会や移住体験ツアー

を開催しているほか、ウェブサイト上での沖縄への

移住に必要な情報発信等を行っているところでござ

います。

市町村との連携につきましては、例えば、中間支

援組織の育成という観点で、久米島町であったりと

か、与那国町であったりとか、これから中間支援組

織を育成するというところに対してのサポートとい

うものを行っておるところでございます。

○島尻忠明委員 これは、予算的措置とか、そうい

うのは、手当てをしていないということで理解して

よろしいですか。

○森田賢地域・離島課長 令和３年度で、移住事業

4700万ほど取っておりますけれども、先ほど申し上

げた中間支援組織の育成というところも、この中に

入れております。

○島尻忠明委員 あとですね、移住促進をしますの

で、皆さんがどこまで、関わるかはちょっとあれで

すけど、移住するに当たってですね、この住民票の

異動とか、条件がありますか。この促進事業を利用

して移住をする場合。住民票の異動。

○森田賢地域・離島課長 当然ですね、移住のフェ

アであるとか、ツアーとか実施しておりまして、顔

の見知った関係ということでいいますと、住民票を

きちんとというようなことについては、アプローチ

しているところでございますけれども、最終的に全

ての移住者が住民票を出したかというところが、把

握できないというところでございます。

○島尻忠明委員 各離島とか、過疎地域と言われる

ところは、いろいろとやっぱり、その事業にも力入

れて、やっぱりその地域の活性化ということで、い

ろんな補助メニューもやったりとかですね。やっぱ

りリフォームしたりとか、いろんなことが、なかな

か住民票移動っていうのが、なかなか厳しいのがあ

るようなんですよ。いろんなインフラ整備とか、い

ろんなの一生懸命頑張って、その地域はやるんです

けど、なかなか、またこれも２年、３年で、また戻

られるとかですね。そういうのがあって、地域はい

ろんなメニューも準備はしているんですけど、やは

りできれば、住民票も移動してというような話もし

たほうがいいと思うんですけど、その辺はいかがで

すか。

○森田賢地域・離島課長 市町村においてはですね、

住民票を提出される際に、どういうふうな目的で来

られましたかっていうような形で、アンケートを取っ

ているところとかもあるというふうに聞いておりま

す。ただ一方で、なかなか、個人情報でもございま

すので、あくまで任意という形になっているという
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ふうに聞いております。

この辺は、市町村と県で移住の協議会というのを

つくっておりますけれども、その中でも情報を共有

しながらですね、いかに補足していくかということ

については、共有していきたいと思っております。

○島尻忠明委員 ぜひ、以前にも、テレビでもやっ

てるんですけど、なかなか来てもいろんなインフラ

整備、移住する方は、いろんな多種多様いますけど、

やはり定年後、やっぱり離島とかいろんなところに

住みたいというところで来て、その周辺環境整備も

するんですけど、なかなかそこに定住するのが厳し

いところがあり、また、住民票もなかなかいろんな、

不具合もあるというふうに聞いておりますので、今

おっしゃるように、いろんな課題、問題があると思

いますけど、ぜひ取組ができるんであれば、協議を

していただきたいというふうに思っております。

あと一つだけですね、15ページの41番。沖縄・奄

美連携交流促進事業というのはどういう事業ですか。

○森田賢地域・離島課長 沖縄・奄美連携交流促進

事業につきましてでございますけれども、沖縄と奄

美群島の地理、自然、歴史、文化などのつながりで

ありますとか、世界自然遺産登録に向けた取組等も

踏まえまして、両地域間の移動しやすい環境づくり、

交流することを目的として、沖縄県と鹿児島県が連

携いたしまして、両県の折半によりまして、沖縄・

奄美群島間の航空運賃及び、運賃の低減事業という

ものを実施しておるという中身でございます。

○島尻忠明委員 特に、職員間の交流とか、文化交

流とか、いろんなのはないですか。

○森田賢地域・離島課長 職員間の交流でいいます

と、今当課に奄美市からの研修生という形で受入れ

ということもやっております。

○島尻忠明委員 以上です。

ありがとうございました。

○又吉清義委員長 仲村家治委員。

○仲村家治委員 13ページのバス路線の件ですけど

も、これは数人の委員が具体的な質問、また、具体

的に答弁いただきましたので、私は関連して、運輸

振興助成事業費ですね。

これは具体的に、どういう補助事業なんでしょう

か。

○金城康司交通政策課長 運輸振興助成事業なんで

すけれども、これにつきましては、一般社団法人沖

縄県バス協会及び公益社団法人沖縄県トラック協会

に対して補助を行い、安全運転の確保ですとか、環

境問題対策、施設改善等、整備等の支援を行うもの

でありまして、具体的な対象事業は、例えば、バス

協会におきましては、運転手適性診断費用ですとか、

バス停や標識等の整備、それから、広報に係る経費

が対象となっております。それから、トラック協会

につきましてはですね。運転技能コンテスト、運転

手適性診断費用等を県のほうから助成することに

なっております。

○仲村家治委員 はい、分かりました。

先ほどからですね、部長ね。コロナで、路線バス

をはじめ大変な打撃を受けてると。貸切りバスと路

線バスがあるんですけども、貸切りバスは企画の担

当じゃないですかね。

○又吉清義委員長 休憩します。

（休憩中に、執行部より貸切りバスについて

は文化観光スポーツ部の所管であるとの説

明があった。）

○又吉清義委員長 再開いたします。

○仲村家治委員 じゃあ、切り離して話ししないと

いけないんだけど。取りあえず、路線バスの赤字が

厳しい。それを補塡してきたのが、貸切りバスだと

いうことをバス協会の会長さんからも幾度となく聞

いて、ただ、その補塡をする観光バス、貸切りバス

が、ほとんどもう稼働してない。自助努力でやって

きたけれども、これ以上無理だということで、去年

から今年にかけて何度もうちの自民党のほうに来て、

あと議会にも、知事にも要請をしてると思うんです

ね。

ただ、他府県は多少なり沖縄県以上のことをやっ

てくださるということなんですけども、よくよく考

えたらですね。他府県のバス会社っていうのは、沖

縄県みたいに、バスだけやってるわけじゃないんで

すよね。大体が、電鉄、電車、そういった大手の会

社が、バス部門としてやってる。東京都は都営バス

が走っている。また私鉄の会社が、それを路線を中

心にバスを運営している。ですから、バス自体が赤

字になっても、ある程度親会社が補塡をしてくれる

というシステムができていると思うんですね。そう

すると、沖縄県は鉄軌道がない県ですから、まさし

く県民の足になっている、こういった危機的な状況

の中で、確かにコロナのそういった予算措置ができ

ない。やっぱり企画部としても、予算がないってい

うので、多分補塡とかそういったのができないって

いう苦しさがあると思うんですよ。だけど、次年度

以降ですね、先ほど部長からもあったように、やっ

ぱり生活がかかってる、そういった、要は、インフ

ラに近いバス、運転手の人たちの確保ができないと、
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一回崩れてしまうと、なかなか再建できないってい

う話もありますので、やっぱりライフラインとして

の考え方で、ぜひ、補正を組むなり、また、めり張

りのある補正の分配、配分をやっていただきたいっ

ていうのがありますけれども、部長どうでしょうか。

○宮城力企画部長 再三繰り返しになりますけれど

も、しっかりと予算を確保して、支援ができるよう

に頑張ってまいります。

○仲村家治委員 ぜひ、国のですね―多分、補正が

これからコロナで出てくると思いますので、私たち

も応援しますので、財政に負けずに頑張りましょう。

続きまして、那覇空港南側の船だまりの施設整備

についてですね。次年度はどのようになっておりま

すでしょうか。

○大嶺寛交通政策課副参事 那覇市が実施しており

ます船だまり整備事業につきましては、平成30年度

から事業に着手されてですね、これまで設計業務と

か、一部ブロック製作工事は完了しておりますが、

本体工事につきましては、一部の漁業権者の方から

漁業権消滅等の同意が得られなかったということで、

着手できなかったと。

それで那覇市のほうでは、令和３年度はですね、

引き続きこの漁業権者に丁寧な説明を重ねまして、

同意を得ていくっていうことをしておりますので、

この令和３年度につきましては、取りあえず一旦、

事業は休止というか、そういうふうな状況で進めて

いまして、令和３年度中に同意を得まして、令和４年

度から工事を再開したいという状況でございます。

○仲村家治委員 もともとこの事業は、旧軍飛行場

問題と関係がありますか。

○大嶺寛交通政策課副参事 それとは、直接的な関

係はございません。

○仲村家治委員 ３者の組合がですね、合意した後

にしかできないっていうのは聞いていますので、も

しそれが合意されたら、ぜひまた早期に建設ができ

るように、県としても協力してください。よろしく

お願いします。

先ほどありましたけれども、13ページの振興関係

のお話。部長、去年の12月31日か30日に新聞に出た、

この素案の記事が出たときに、那覇臨港・臨空の絡

みで、那覇軍港の部分、あと、自衛隊の部分の活用

を考えているというように載ったんですけども、そ

れを受けて２月の２日に那覇港管理組合の議会の中

で、管理者である玉城知事は、いやそれは勘違いで

記事になったんじゃないかと、そういうことはあり

ませんということで明確に否定をして、今回、県議

会では明確に、それは途中は少しは議論があったか

もしれないけど、最終的にはその部分は素案から消

えたというお話がありましたけど、それで間違いな

いでしょうか。

○武村幹夫企画調整課副参事 今おっしゃった那覇

港管理組合の議会のほうで議論がございました件に

つきましては、骨子案をつくる過程では様々な案が

ございましたので、そうした案が何らかの形で出て

しまったのかもしれませんけれども、基本的には現

在１月末に公表したそうした記述がない案が骨子案

でございます。

○仲村家治委員 それで、その後、素案が出てきて、

何度かその件も含めて総合事務局、内閣府の担当者

にうちの会派の代表が話したんだけど、一切そうい

う話は聞いてないよということだったんですけども、

そもそもこの素案を作成するときに内閣府とかとの

内々の意見交換っていうのはやっていないんですか、

やっていますか。

○武村幹夫企画調整課副参事 現在、国のほうで沖

縄振興の検証作業をしてございまして、まだ骨子案

についての意見交換はしていないところでございま

す。

ただ、骨子案の情報提供、そうしたことは行って

いるところでございます。

○仲村家治委員 先ほど島尻委員からあったんです

けど、富川前副知事がずっと携わってきて、その間

いろんな方面と意見交換をしてきたと思うんですけ

れども、その中で自民党の中に沖縄振興調査会と、

あと美ら島議連がありますけども、何か意見交換を

やったことはありますか、次期振計に関して。

○武村幹夫企画調整課副参事 計画に関しては、そ

ういった議論はさせていただいておりません。

○仲村家治委員 10年前―民主党時代だったんです

けども、仲井眞前知事は自民党の沖縄関係者と密に

そういう情報交換をして、それでもなかなかハード

ルが高かったという話で、今、自民党政権、自公政

権ではあるんですけども、なかなかそういった理解

者が少なくなってきているっていうことを、皆さん

もっと危惧しないと。何か機械的にそういう考えで

やる。やっぱりこれは事務方には無理なんですよ。

やっぱりある程度、三役なりが少なくとも意見交換

を密にやっていって、もう本当に裸の議論をしない

といけない時期に来てると思うんですけども、それ

をせずにお互い何かやりにくいなと言いながらやっ

てきてるような感じがするんですけども、部長どう

でしょうか。
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○宮城力企画部長 本来なら国といろいろ調整して

進めたいところなんですけれども、国の点検が終わっ

ていないというところもあって、なかなか話合いが

できにくいというところもございます。総点検の結

果も踏まえて、またこれについても、新たな振興計

画の素案等にも反映させないといけないというふう

に認識しておりますので、その結果を受けて、急ぎ

対応したいというところでございます。

○仲村家治委員 特に、自民党のこの美ら島議連は

岸田先生が会長をなさっていますし、元沖縄担当大

臣もなさってますので、もう少し、沖縄の応援団で

すので、やっぱり県のほうから歩み寄って―歩み寄

るというのはちょっと語弊があるな、もうちょっと

相談乗ってくださいよという呼びかけして、何かそ

ういう意見交換すべきだと思うんですけど、どうで

しょうか。

○宮城力企画部長 まさしく、国の点検を踏まえた

上で、幅広く関係要路に丁寧に御説明して、御理解

と御支援をいただくということがこれから重要に

なってくると思います。幅広く視野を持って、対応

を検討したいと考えているところでございます。

○仲村家治委員 先ほど當間盛夫委員から要調査事

項ということであったんですけども、私もそれには

同意していますので、ぜひですね、またこの辺、も

う時間がないので使える手段は全て使って、いろん

なネットワークを使って、ぜひ、このタイトなスケ

ジュールを乗り切るようにお互い頑張っていきたい

と思ってますので、よろしくお願いします。

以上です。

○又吉清義委員長 花城大輔委員。

○花城大輔委員 私も資料３の１、令和３年度の説

明資料からバスの質問をさせてもらいます。

本当にしつこいと思ってる方もいるかもしれませ

んけれど、多くの議員が今この業界を何とかできな

いかという、そういう思いであるということだと思っ

ています。実は私、今日バスに乗って帰るんですよ、

関係ないんですけど。大体いつも３か月に一度ぐら

い１万円チャージして乗ってたんですけど、最近乗

る機会が減りましたね。県が緊急事態宣言を出して、

時短営業が20時までになって家に早く帰るように

なった。そういった理由で乗る機会が減ってる人も

多いんだろうと思ってます。そんな中、バス協会か

ら12回要請が出ていて、その中７回が路線バスの内

容だということで、企画部に出されていると思いま

す。この出された要請の中で、企画部内で対応でき

る内容のものはありましたか。

○金城康司交通政策課長 これまで沖縄県バス協会

のほうから７回要請を受けています。その分の内容

が感染症対策と、それからあとバス路線の維持に向

けた緊急支援が主になっています。感染症対策につ

きましては、６月補正予算で奨励金ということで計

上して支給したところなんですが、路線維持等に係

る、要するに減収に係る緊急支援ということについ

ては、まだこちら県のほうでも手当てできていない

状況であります。

やはり路線バスも、運行継続というのは非常に県

民の生活を支える意味で、本当に必要な交通インフ

ラだと考えておりますので、先ほど部長からもお話

があったんですけども、引き続き支援策に向けてしっ

かり検討していきたいと考えております。

○花城大輔委員 ７回も要請して、まだ返事ができ

てないものがたくさんあるということと、また今回

予算が若干減っていますよね。このような状況の中、

本当にこの規模の予算措置でよかったのかどうか、

これちょっと伺いたいと思います。

○金城康司交通政策課長 今回の予算化されていま

すバス路線の補助事業というのは、あくまでも、こ

れまでも赤字路線ということでそういった計画で定

められていて、毎年、国のほうから認定された国庫

補助も受けるんですけれども、その算定に当たって

は、過去５年間の決算状況を勘案して予算化するこ

とになります。その結果、結果として予算的には対

前年度で、若干マイナスになっているというふうな

ことになっております。

○花城大輔委員 やはりうちの会派の島尻委員から

もありましたけども、新しいメニューを準備する必

要、そして部長からもありましたけど、なるべく早

い段階で補正を組む、これもう本当に急がないとい

けないんだろうなと思っています。

また、先ほどこの予算が減ったことに対しても触

れましたけど、私は今後、乗客の少ない生活路線と

いうものは増える傾向でいくんだろうなというふう

に思ってるんですけど、県としてはどのように捉え

ていますか。

○金城康司交通政策課長 委員おっしゃるように、

今コロナ禍ということで、バスの利用客というのが

減っていることは事実であります。

そういった中で、今後やっぱり路線によっては利

用客が減ることが想定されております。そういった

場合については、そういった赤字路線として計画に

しっかり位置づけて、補助できるように国、県、市

町村のほうと連携して、調整しながら実際の計画に
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盛り込むのか検討することになると思います。

○花城大輔委員 私はそれに併せて、新規の路線と

いうものも増えていくんだろうと思っているんです

ね。例えば、ライカムができたときに、国道330号沿

いにある比嘉西原―一番近いバス停ありましたけど、

そこからさらに中に入ってライカムの正面玄関をぐ

るっと回って出て行く路線ができました。今回、沖

縄市でアリーナできましたけど、そこに併せてまた

基幹急行バスのようなものや高速バスのようなもの、

多分出てくるんだろうなと。そうなった場合に、ま

た、乗客の少ない生活路線をどうするかっていうふ

うになっていくんだろうというふうに思っています。

なので、そこら辺についても、路線バスで赤字を食っ

た分、貸切りバスで補塡する。これは非常に不健康

だと思いますから、この生活路線を守るための手当

てというものはしっかりまた検討していただきたい

なと思っています。

また、部長、決算のときの総務企画委員会の中で

私が質問したことを覚えているか分かりませんけど、

ライカムのバス停の比嘉西原で大きな屋根ができて、

タッチパネル式の掲示板もできて、上からミストが

降ってくるっていう設備があって、それに対する質

問をしたときに、企画の担当者が、これは総合事務

局がやってることなのでちょっと承知していませ

んっていうようなことだったんですよ。これはなぜ

そういうふうになっているんですか。

○金城康司交通政策課長 今お話のあったライカム

の比嘉西原バス停、それから那覇の農林中金前バス

停につきましては、沖縄総合事務局のほうが試験的

に高規格バス停ということで設置しているものでご

ざいます。

○花城大輔委員 昨年聞いたときは、ちょっと承知

していません、内容は分かりませんということでし

たけど、私、この辺からも、バス業界を支援する手

だてがあるんだろうと思ってるんですよ。例えば、

国は今どのようなものができるのか、また、それが

沖縄にとってどれぐらいの利益を生むことができる

のか。その辺のことも探りながら、赤字を補塡して

いくのみでなくて、どのように業績を上げていくかっ

ていうことも大きな課題だというふうに思っており

ますので、ぜひ検討していただきたいなと思ってい

ます。

また、今日の質疑に対する答弁の中で、この渋滞

緩和策でＥＴＣ事業に非常に力を入れているような

感じがありました。これ、ＥＴＣ事業にそれほど傾

倒しているのは何か理由があるんですか。

○金城康司交通政策課長 今年に限って非常に力を

入れてるわけではなくて、これまでもずっとＥＴＣ

の利用促進については、県のほうでも対応してきま

した。それはやっぱり一般道の渋滞を緩和する観点

から、多くの人が高速道路を利用すれば一般道の渋

滞が緩和されると。それと同じように、また、高速

道路上でもスムーズにＥＴＣを活用して通過するこ

とによって、高速道路の出入口での渋滞は緩和でき

るという観点から、これまでと同じようにＥＴＣの

利用促進に取り組んでいるところでございます。

○花城大輔委員 私は知事がテレビやいろんな媒体

で露出をして、セールスもしてるっていう話聞きま

したけども、ぜひですね、バスに関してもこれぐら

いの熱量を持って取り組んでいただかないといけな

いんじゃないかなというふうに思っております。例

えば、期間限定でも構いませんけど、ＥＴＣを使え

ばどんどん安くなるっていう話ありましたけど、Ｏ

ＫＩＣＡを買うことによるメリットとかですね。何

曜日はバスに乗ってみようみたいなそういうことと

か、やれることまだまだあると思いますので、ぜひ

県の力を発揮していただきたいなと思っています。

そして、今後のバス業界の見通し、県は今どのよ

うに正直捉えていますか。

○金城康司交通政策課長 バス事業者への聞き取り

によりますと、新型コロナウイルスの感染症の影響

によって、先ほども言ったんですけれども、令和２年

３月から今年１月までの路線バス10社の減収額20億

円超えるなど、路線バスの事業関係は大変厳しいも

のと認識しております。感染症の影響の対応として

は、本事業の補助基準を下回った路線補助を受け付

けることができるよう要件を緩和したことに加え、

令和２年度補正予算において、沖縄県公共交通安全

・安心確保支援事業で奨励金を支給しました。

今後は、国の緊急事態宣言の影響緩和に係る一時

支援金、これ経済産業省の支援金なんですけれども、

その活用に向けたサポートに取り組むほか、公共交

通の維持確保に必要な財政支援について国への要望

を継続してまいります。また、感染症の影響が長期

化する中で、県としてどのように今後の支援を拡充

できるか検討しております。

○花城大輔委員 これはバス会社の赤字を補塡する

事業ではなくて、沖縄県民の足を守るための事業で

あるというところから、またどんどん施策を追加し

ていただきたいなと思います。

次はですね、同じページの振興推進事業費であり

ます。これは何人か質問ありましたけど、今、非常
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に危うい状況ですね。怖い、恐怖を感じるような情

報しか流れてきません。これ実際のこの骨子案の話

も出てましたけれども、目玉が見えないよねと。こ

れまでの50年間で克服できなかったことを、これか

らの10年でどう捉えていくのかということが全く書

かれてないよねと。しかも、ＳＤＧｓ強調し過ぎだ

よねという声が結構多いです。

こういう中で、県の対応として私やっぱり望みた

いのは、総点検の結果を国が出します。これがどの

ような形であっても、もう今の段階では何が来ても、

どの角度から来ても、打ち返せるような体制を持っ

ていてほしいんですよ。実際部長、その辺はどうで

すか。

○宮城力企画部長 どのような視点で点検を行って

いるかという点にあっては、国からいろいろ情報を

いただいているところでございます。点検が終われ

ば、それをすぐ踏まえた上で、新たな振興計画の素

案等に反映させるべく対応したいと考えているとこ

ろです。

○花城大輔委員 ぜひ、もう残り日数ありませんか

ら、ぜひこらえて頑張っていただきたいと思います。

続いて、同じく13ページの那覇空港サーモグラフ

ィー設置監視事業ですね。これ実は、経済労働委員

会の質疑でも、何でサーモグラフィーは企画で、検

査体制の関連は観光で、何で離島は土木なんだと。

これ一度見直して、水際対策の一元化という観点か

ら再構築するべきじゃないかっていう質問がありま

した。そこでは明確な答弁なかったんですけど、部

長どう思われていますか。

○宮城力企画部長 コロナ対策本部で全部長参加の

下、対応について協議していて、たしかこのサーモ

グラフィーについては昨年の３月末、那覇空港にサー

モグラフィーを設置すべきじゃないかということで、

すぐ４月に入って対応したところです。それ以来、

企画部が対応しているところで、一元的にやるメリッ

トももちろんあるとは思いますけれども、やっぱり

各部が連携してマンパワーを有効に活用する、それ

も連携しながらという点で今対応しているところで

ございます。

○花城大輔委員 今、部長がおっしゃったように、

各部が連携していることによるメリットっていうの

もあるんだろうなっていうことは理解します。

ただ、やはりお客さんが入ってきたところから、

何か異常があった場合には検査をして、そのルート

みたいなものは分かりやすいほうがいいんだろうな

と。例えばこの場所でも、全てに質問ができる体制

があるということにもなると思うんですよ。なので、

その辺もまた現場のほうからの考え方とか、また今

後も聞かせていただければなというふうに思ってお

ります。

終わります。

○又吉清義委員長 仲田弘毅委員。

○仲田弘毅委員 いろいろ各委員からたくさんの共

通の質問も出ましたけれども、地元の要請、それか

ら各種団体からの要請も受けて、ぜひそこは正して

もらいたいという要望事項もありますので、若干重

複する点があるかもしれませんがよろしくお願いし

ます。

当初予算案の説明資料から質問を行いたいと思い

ますが、まず一番最初は、13ページの先ほどまで議

論されましたバス路線補助事業についてであります。

これは我々、沖縄・自民党４名ともその問題を取り

上げましたが、私自身は、皆さん報道等で御案内の

とおり、路線バスも赤字のために中部農林高等学校

の定時制の足が奪われたという記事がありました。

ですから、公共インフラの立場から、沖縄県のバス

路線しっかり守っていかなくちゃいけないなと、そ

ういった意味合いも含めて質問させていただきます。

まず、この事業の内容と令和３年度予算について、

御説明をお願いします。

○金城康司交通政策課長 すみません、先ほども説

明したんですけれども、まず自家用車の普及ですと

か過疎化等により経営収支が悪化してるバス路線に

補助を行うことにより地域住民の足の確保維持を図

るということで、令和３年度におきましては36系統

で１億4100万円の予算を計上しております。内容に

つきまして、補助の種類で国協調補助、県単補助あ

りまして、国補助については、市町村をまたぐ広域

的、幹線的なバス路線を運行するバス事業者に対す

る支援ということで国２分の１、県２分の１の補助

率となっております。県単独の補助につきましては、

国協調補助以外の路線を運行する市町村またはバス

事業者への補助を行う市町村に対する補助というこ

とで、県２分の１、市町村２分の１の補助率となっ

ております。

以上でございます。

○仲田弘毅委員 この事業が必要であるというのは、

皆さんも御案内のとおりだと思うんですが、本県に

おけるこの車社会の中で、やはり路線バス事業が赤

字路線を抱えながらも県民の足、インフラとして一

生懸命頑張っていることは皆さん存じ上げてるとお

りだと思いますけれども、これまで大きな県民のた
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めに役割を果たしてきたことは、これはもう既成の

事実であります。そのことも含めながら、県内のバ

ス事業の経営状況について、部長、どういうふうに

考えておられますか。

○宮城力企画部長 バス事業者さんにあっては、コ

ロナでひどいダメージを受ける前、昨年より以前、

路線バスの赤字をいわゆる観光部門の収益で賄って

いる、そういうお話は聞いておりました。そして、

昨年３月来、トータルで20億程度の減収が起きてい

ると。さらに加えて、それまで収益があった観光部

門が今ストップしているわけですから、非常に大き

な打撃、ダメージを負っているということで承知を

しているところです。

○仲田弘毅委員 それはもう部長、今の答弁ではっ

きりしましたけれども、昨年来、今年１月の緊急事

態宣言、トータルで３回発出された。それはもうあ

くまでも県から出されたテレワークの推進とか、あ

るいは県立高等学校の一斉休校とか、そういったこ

とが大きな要因であることは間違いないわけですよ。

バス会社自体の大きなミスということでなくて、コ

ロナ禍におけるどうしようもない経済不振の中でこ

れが起こってきたわけですから、そのことを部長が

しっかり掌握しているということは、私は認めてあ

げたいと思います。

その中において、これ、あくまでもこの路線、業

車は、今これだけの大きな赤字を抱えながら頑張っ

ておるわけですけれども、そのお話を聞きますと観

光立県である沖縄県の観光をしっかり支えてきた観

光バスが兼業である。この観光バス、赤字を観光業

界のほうでカバーしていただくということでもある

んですが、今現在、こういったコロナ禍の中におい

ては、それどころではない。観光バス自体がもう完

全に、今、アウトという状況でありますので、補塡

どころの話ではない。ですから、そこのところを含

めて、今回、国も第３次補正を組んで、県もしっか

りと15次にわたる補正予算を組んでおりますけれど

も、その中である程度手当てをやっていく必要があ

ると思うんですが。

これは部長、見解としてどうお考えでしょうか。

○宮城力企画部長 地方創生の臨時交付金、これは

国の３次補正で予算が編成、計上をされて、追加配

分も受けたところです。

ただ、県としては、これだけではもう全然足りな

いと感じていて、さらなる拡充を求めたいというこ

とで、これは沖縄だけの問題ではなくて、全国的な

問題ですので、全国知事会を通して要望をしている

ところです。追加の支援にあっては、財源的な問題

もありますが、国へ働きかけるとともに支援の拡充

に向けてこれからも検討をしていきたいと思います。

○仲田弘毅委員 それでは、同じく13ページの沖縄

離島住民等交通コスト負担軽減事業についてであり

ますが、この事業は何年前から行われておりますで

しょうか。

○金城康司交通政策課長 沖縄離島住民等交通コス

ト負担軽減事業につきましては、平成24年度から実

施しております。

○仲田弘毅委員 その負担軽減事業の中で、県内の

該当する対象航路及び航空路線等について御説明を

お願いします。

○金城康司交通政策課長 該当航路につきましては

24航路、それから航空路では、11路線が対象となっ

ております。

○仲田弘毅委員 私たちの手元にある資料において

は、この小規模離島云々という項目があるんですが、

これは宮古地区、石垣地区、それから小規模離島と

いうふうにあるんですが、この基準があるんですか。

○金城康司交通政策課長 まず、この補助事業は、

住民等は全路線対象になっております。ただ、病院

とか高校がない小規模離島、例えば、宮古島とか、

石垣島と久米島は、高校、病院がありますので、小

規模離島扱いではないんですが、それ以外を小規模

離島というふうな定義で、この事業の対象として、

小規模離島における･･････。

失礼しました。小規模離島につきましては、観光

客等の交流人口も対象にしていると、住民以外にで

すね。航空運賃について、約３割低減してると。そ

れから、久米島につきましては、平成30年度から新

たに、これ県のみならず町も負担していただいて、

約２割の運賃低減を図って実施しているところでご

ざいます。

○仲田弘毅委員 その事業の具体的な利用方法につ

いてお聞かせください。

○金城康司交通政策課長 まず、利用方法といたし

ましては、まず、この交通コストの条件となってお

りますのは、エアラインにおきまして離島住民の割

引制度というのがまずあること。それから、複数路

線が飛んでも価格差がないことというのがあるんで

すけれども、それを希望する事業者から県のほうに

申請を出していただいて、実際にこの当該路線につ

いて対象になると決定するんですけれども、住民側

からすると、どういう手続が必要かといいますと、

そこの住民が所在する市町村に赴きまして、住民カー
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ドのようなものをつくっていただきます。このカー

ドを持って、実際に予約をすれば自動的に、この沖

縄離島住民等交通コスト負担軽減事業の対象割引を

受けられるというふうなシステムになってございま

す。

○仲田弘毅委員 部長、このシステムは、各離島地

域の皆さんから、ぜひとも継続してもらいたい。私、

うるま市の唯一の離島である津堅からもこういった

要請がありますし、うるま市の議会でも決議した案

が上がってきておりますが、しかし、これ一括交付

金が財源ですので、それについてどういうふうにお

考えでしょうか。

○宮城力企画部長 おっしゃるとおり、今、一括交

付金を活用して、交通コストの負担軽減事業を実施

しているところです。

この制度と並行して、他の全国の国境地域にある

有人国境、離島。その中でも、特定有人国境離島に

あっては、交通コストの負担軽減が法にうたわれて

いるということもあって、より今現状よりも、制度

的に、安定的に、継続的に行う必要があるのではな

いかということで、新たな沖縄振興にあっては、こ

れを法律の中で打ち込めないかということで、今、

要望をする方向で検討をしているところでございま

す。中間報告の中にも今、盛り込んでいるところで

す。

○仲田弘毅委員 ぜひ、継続していただけるように、

県としても頑張っていただきたいなと思います。

同じく13ページ、鉄軌道についてでありますが、

これまで国や県において様々な調査検討が進められ

てきておりますけれども、これは何に基づいて実施

されておりますでしょうか。

○寺本美幸交通政策課公共交通推進室長 現在の沖

縄振興特別措置法第91条第２項におきまして、鉄軌

道に関してなんですが、国及び地方公共団体は沖縄

における新たな鉄道、軌道その他の公共交通機関に

関し、その整備の在り方についての調査及び検討を

行うよう努めるものとするというふうに規定されて

おります。これに基づいて、国、県において、これ

まで調査が進められてきたというところでございま

す。

○仲田弘毅委員 国のこれまでの調査において、県

としてはどのような課題を示し、そして県としてど

ういうふうな対応をしてきましたでしょうか。

○寺本美幸交通政策課公共交通推進室長 国のこれ

までの調査におきまして、課題としまして費用便益

比が１を下回っているということで、あと採算性が

課題であるということが示されております。

これを踏まえまして、沖縄県のほうでは、費用便

益比につきましては、平成30年度から合理的な手法

を検討しまして、ケースによっては１を超えること

を確認しまして、令和２年８月の学識経験者による

検証委員会におきましては、我々がやった検討結果

につきまして科学的、論理的であると考えられると

の評価をいただいたところでございます。また、採

算性につきましても、沖縄県のほうで検討をいたし

ました。沖縄に鉄軌道を入れるとした場合、市街地

が形成された中への導入となります。当然、多額の

事業費を要することから、一般的な整備手法であり

ます運行事業者がインフラ整備から運行までを行う

というものだと、黒字化が図れないということが我

々の調査の結果でも分かっております。このため、

県としましては、持続運営を図るという観点から、

全国新幹線鉄道整備法を参考とした特例制度の創設

が不可欠と考えております。全国新幹線鉄道整備法

の場合だと、インフラ整備は公共が整備をして、運

行事業者は車両だけを持ってきて、受益の範囲内で

使用料を払うというような仕組みになってございま

す。こういった制度を適用すれば、沖縄にも鉄軌道

が導入できるということで、こういった特例制度の

創設を国に求めているというところでございます。

○仲田弘毅委員 寺本室長、ただ残念ながら、その

費用対効果に関しましては、国と県が随分、この考

え方が、捉え方が違うようなところもあります。そ

ういったことも含めながら、また質問をやりますけ

れども、国の沖縄振興基本方針では、調査結果を踏

まえ一定の方向を取りまとめ所要の措置を講ずると

されています。そのことに対して、県としての考え

方と導入の実現に向け、今後、国とどう調整をして

いくかというのが大きな課題だと思うんですが、そ

のことについてお聞きします。

○寺本美幸交通政策課公共交通推進室長 委員が

おっしゃったように、基本方針の中では、調査結果

を踏まえ所要の措置を講ずるとされております。国、

県、それぞれにおいて、これまで長きにわたり調査

を行ってまいりました。県としましては、国から示

された課題の一つ一つに対応をしながら、検討を進

めてきたところでございます。そういった県として

の考え方、ビー・バイ・シーに関しましては、お互

いの検討手法にちょっと異なる部分がありますが、

我々のほうもしっかり専門家の意見も取り入れなが

ら検討を進めてきたところでございます。そういっ

たものも含めて、これから新たな沖縄振興のための
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制度提言にも、鉄軌道についても盛り込むこととし

ておりますので、その本格的な議論の中でしっかり

これまでの調査結果も踏まえつつ、国と導入に向け

た議論を進めてまいりたいと考えております。

○仲田弘毅委員 本県においては自動車の依存型社

会というのが構築されておりまして、交通渋滞が慢

性化し、結果として通勤等で人口が集中する中南部

都市圏で解消されておりません。その問題は、沖縄

交通問題として取り上げられているのですが、この

ような中、沖縄に鉄軌道が導入された場合、県民生

活や経済活動にどのような効果が期待できるのか、

そしてデメリットとしてどういったものがあるのか、

お聞きしたいと思います。

○寺本美幸交通政策課公共交通推進室長 鉄軌道と

いうものは、高速性、定時制を備えた交通システム

となります。当然、そのシステムが本県に導入され

ることにより、早く定時に移動することが可能にな

ります。例えばなんですけれども、現状沖縄市コザ

のほうから那覇まで自動車で移動をするとした場合

に70分程度を要しております。これが鉄軌道だと、

30分以内で移動することが可能になります。当然、

天気等にも左右されることもなく、定時に移動する

ことができます。鉄軌道導入によって、現状よりも

短い時間で移動ができるようになるということ、移

動圏域が広がるということは、住み慣れた地域から

希望をする学校などに通いやすくなると。通学先、

また通勤先の選択肢が広がるということも大きなメ

リットだと考えております。また、鉄軌道というの

は、やはりこの駅というのがかなりのインパクトを

与えます。駅を中心としたまちづくりを行うことに

より、これは鉄道事業者さんにもお聞きしましたけ

れども、民鉄というところは、基本的に駅を中心と

したまちづくりをやることによって、小さな商圏を

つくっていくというふうに聞いております。この駅

と駅の間を、その商圏間を移動することに、交流が

活発化することによって、それが広域的な商圏に変

わっていくと。そういった大きな、広域的な商圏が

形成されることによって、沖縄全体のその地域の活

性化、経済振興に資するものと考えております。

また、デメリットに関しましては、基本的に当然、

今、ドア・ツー・ドアで移動をされております。そ

ういった方々に鉄軌道なり、公共交通に乗り換えて

いただくということは、やはり何らかの形で乗換え

が必要になります。ドア・ツー・ドアで移動できま

せんので、そういったものが少し苦にはなるかもし

れませんけども、そういった不便さも受け入れても

らうというところが重要になってくるのかなと考え

ております。

○仲田弘毅委員 部長、他県では残念ながら鉄軌道

が廃線になるという地域もあります。鉄道の持続運

営に向けた取組は大変重要だと考えておりますけれ

ども、沖縄鉄軌道の安定的な需要確保、運営を図る

ため、県として本当にどういうふうに取り組んでい

くのか、部長の決意をお聞かせください。

○宮城力企画部長 沖振法の規定に載っけていただ

いた、それを踏まえて今、検討を進めてきたところ

です。ビー・バイ・シーを精緻化したことによって、

ケースによっては１を超える部分が出てきたと。あ

とは制度がつくれれば実現可能性が大分高まってく

ると。その意味では、県庁、県だけではなくて、県

民が鉄軌道を望む、その声が大きくなる、県民が望

む鉄軌道をつくっていく。そのためには、この機運

情勢が必要だと考えております。先日、ニューズレ

ターを配布したところでございますし、次年度に向

けては鉄道が持つ優位性、定時制、高速性もありま

したけれども、このニューズレターの中で示したの

は、大量輸送が可能になる。その鉄道の優位性を県

民の皆様に御理解を深めていただくために、そして、

鉄軌道が必要なんだという機運を高めていきたいと

いうふうに考えております。

○仲田弘毅委員 それでは、14ページの大規模駐留

軍用地関係に移らせていただきます。

その事業の内容について、まず御説明をお願いし

ます。

○宮平尚企画部参事 当該事業は、普天間飛行場を

はじめとした、今後、返還が予定されております嘉

手納飛行場より南の６施設の跡地利用を円滑に進め

ることを目的としまして、返還前の早い段階での跡

地利用計画の策定に向けた調査検討に要する経費で

ございます。

令和３年度の主な事業内容としましては、平成25年

３月に宜野湾市と共に策定した普天間飛行場の跡地

利用計画策定に向けた全体計画の中間取りまとめの

更新作業を行ってまいります。また、同じく平成25年

１月に、関係市町村等と取りまとめました中南部都

市圏駐留軍用地跡地利用広域構想を踏まえ、関係市

町村の跡地利用計画策定に向けて、状況把握や課題

解決の検討などに取り組んでまいりたいと考えてお

ります。

○仲田弘毅委員 今の跡地利用計画等もお話があり

ましたけれども、現場は今、大きな整地、整備作業

が行われているんです、今現在ですね。



－331－

西普天間住宅地跡地の返還された土地は今、相当

大きな整地、整備作業がなされているんですが、ど

ういった事業か。

○宮平尚企画部参事 キャンプ瑞慶覧、西普天間住

宅地区跡地でございます。駐留軍用地跡地の先行モ

デルとして、国、宜野湾市、琉球大学等と連携して

跡地整備に取り組んでいるところでございます。同

跡地は、平成31年２月に宜野湾市施行の土地区画整

理事業の事業認可を受けまして、令和２年２月に仮

換地指定を行い、同４月から造成工事に着手をして

おります。令和９年度までの事業期間として、区画

整理事業を進めているところでございます。また一

方、その中に高度医療研究機能の拡充、地域医療水

準の向上、国際研究交流、医療人材育成の３つを柱

とする沖縄健康医療拠点の整備に向けた取組も推進

しているところでございます。沖縄健康医療拠点の

核となる琉球大学医学部、同大学病院の移設につき

ましても、琉球大学において、病院の建設工事を今

月から着工する予定になっております。来年度は、

医学部施設の建設工事にも着手する予定となってお

りまして、令和６年度末を目途として、移設完了に

向け、着実に施設整備を進めていると聞いておりま

す。県としましては、跡地整備に係る積極的な財政

支援等を、宜野湾市、琉球大学と共に国に要請をし

ております。引き続き関係機関と連携しながら跡地

利用の推進に取り組んでいきたいと考えております。

○仲田弘毅委員 これは、国の直轄事業だと思うん

ですが、予算がどの程度ついているかも答弁お願い

できますか。

○宮平尚企画部参事 沖縄健康医療拠点の整備費で

ございますが、平成30年度予算としまして３億円、

これは実施設計費ですね。それから、平成31年度予

算としまして59億円。この実施設計費と用地費の一

部でございます。令和２年度は、当初予算で89億円、

用地費と土地造成費。それから、補正で55億円、こ

の用地費でございます。令和３年度は予算案でござ

いますが95億円、用地費と建設費というふうに聞い

ております。

○仲田弘毅委員 このことは私たち自民党も含めて、

基地の整理縮小を国に訴えて、北部訓練場の返還と、

このセットでできたのが、目に見える形でできたの

が、この今回の西普天間住宅地跡であります。私た

ちも、このことに対して大きな期待と沖縄県の将来

が―特に、学術、学問、教育部門が大きなウエート

を占めているということに対して、新たな沖縄を見

いだしていくものだというふうに期待をしておりま

すので、県もしっかりとその方面頑張っていただき

たいなと思います。

以上です。

○又吉清義委員長 以上で、企画部関係予算議案に

対する質疑を終結いたします。

休憩いたします。

（休憩中に、執行部退席）

○又吉清義委員長 再開いたします。

次に、予算調査報告書記載内容等について御協議

をお願いいたします。

まず、各委員から提起のありました要調査事項に

ついて、各要調査事項ごとに、これを提起しようと

する委員から改めてその理由を説明した後、当該要

調査事項を報告することに反対の意見がありました

ら、各委員から御発言をお願いいたします。

なお、説明の順番につきましては、お手元に配付

してあります要調査事項の順番でお願いいたします。

まず、項目１、ワシントン駐在員活動事業につい

て、仲村家治委員、お願いいたします。

○又吉清義委員長 休憩いたします。

（休憩中に、當間盛夫委員より特記事項の話

で議論ができるので３番の要調査事項につ

いては取り下げたいとの申出があった。）

○又吉清義委員長 再開いたします。

ワシントン駐在員活動事業について、仲村家治委

員から御説明お願いします。

○仲村家治委員 我が会派は、３人のほうからワシ

ントンの件で要調査事項を提案しましたけども、ま

ず予算が開始して、平成27年から令和元年まで３億

4347万という額が出ている中で、特記するような成

果が答弁の中で得られなかったということと、去年、

半年も駐在員が帰国をして、それでリモートで仕事

をしていた事実がありますので、今コロナ禍で、果

たして駐在員が現地にいなかったにもかかわらず仕

事が成り立っていたという事実もあります。

そういう中で、また、コロナ禍で予算が十分配分

されてない、特にこの路線バスも含めて補塡されて

ないような事実がある場合に、今この7000万、経費

合わせて１億近くも使う必要があるのかという疑問

が出ておりましたけども、部長、知事公室長はじめ

答弁することはできませんでしたので、この件に関

して知事に明確に、このワシントン事務所の存在の

意義を問いただすべきだと思っておりますので、こ

の要調査事項として提案をいたしました。

○又吉清義委員長 今、仲村家治委員からありまし

たが、花城委員、仲田委員、この内容ででよろしい
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ですね。

○仲田弘毅委員 ちょっと違うけど、一緒。

○又吉清義委員長 分かりました。

次に、ただいまの項目について、反対の御意見は

ありませんか。

仲宗根悟委員。

○仲宗根悟委員 代表質問や一般質問でも一通り終

わっています。

リモートでやった実績もあるから、いなくても済

むだろうという意見もありましたけれども、これま

で築いてきたからこそリモートでも成り立つという

ような部分も含めてあったというふうに思っていま

すので、私たちは要調査事項については反対と、す

る必要はないと思います。

以上。

○又吉清義委員長 ほかに反対の御意見はありませ

んか。

西銘純恵委員。

○西銘純恵委員 ただいまの件、知事に改めて質問

をする必要はないと思います。１つは、予算の件で、

これまでの委員会の質疑の中でも、経費の積算の根

拠も明らかにして答えていました。もう一つは、個

人情報の保護の観点も貫き、そして経費についても

明確に答弁をしていたという点ですね。

先ほど３億かけて成果がないって言ってましたけ

ど、これも質疑の中で、かけた経費で計り知れない

成果を上げていることも具体的に答えていましたの

で、これ以上、知事に質問をすることはないと、委

員会の中で答えていたということで、呼ぶ必要はな

い。

以上です。

○又吉清義委員長 ほかに反対の御意見はありませ

んか。

山里将雄委員。

○山里将雄委員 今の仲宗根委員、西銘委員からお

話しのあったとおり、同じように思っております。

これまで、うちの本会議、一般質問でも、かなり

の皆さんがこの件については取り上げて、質問がな

されていた。それに対して、知事も副知事も、それ

から職員の皆さんもきちっと答えていたと思います

し、この委員会でも答弁はされていたというふうに

思っております。その意味では、改めて要調査事項

として取り上げる必要はないというふうに思ってお

りますので、よろしくお願いします。

○又吉清義委員長 ほかに反対の御意見はありませ

んか。

（「意見なし」と呼ぶ者あり）

○又吉清義委員長 意見なしと認めます。

次に、項目２の新たな振興策の推進に対する考え

方について、よろしくお願いいたします。

當間盛夫委員。

○當間盛夫委員 今度、振興推進事業費が出されて

います。新たな振興計画の策定及び現計画の推進に

要する経費ということで、これも減額をされる中、

答弁のほうでは、質疑の中を含めても、８月には概

算要求を出さないといけないと、令和４年度の予算

要求だとか、その税制改正に向けてのことをやらな

いといけないんですけれど、知事のそういう姿勢的

なものが、私はやはり、なかなか見えないんじゃな

いかということを含めて、その本気度を知事に、そ

の振興策の確認もしたいと。50年という節目の重要

な振興計画でもございますので、これからどういう

ふうにして、この予算も含めて対応していくのかっ

ていうことを、ぜひお聞かせいただければというふ

うに思っております。

○又吉清義委員長 ただいまの項目について、反対

の御意見はありませんか。

当山勝利委員。

○当山勝利委員 ただいまの考え方については、も

う代表質問、一般質問でかなり議論をされていると

ころであったと思いますし、今日の部長の答弁でも、

まず国が総括的なことを判断してからというタイム

スケジュールも示されたところの中であるので、そ

ういう中にあって今、知事を呼んで考え方を聞く必

要はないと思っておりますので、反対の意見とさせ

ていただきます。

○又吉清義委員長 ほかに反対の御意見ありません

か。

西銘純恵委員。

○西銘純恵委員 同じように、知事を呼ぶ必要はな

いと思います。

當間委員が、先ほど代表質問、一般質問でも、答

弁がちゃんとされてきたという点と、もう一つは、

この委員会での質疑の中で10年前のスケジュールと

比べてどうかと、なかなか厳しいんじゃないかって

いうことを言われたときに、部長はちゃんと10年前

のスケジュールと同じような計画で進められている

と、そして副参事は、沖縄県が総点検報告書を作っ

たときにも、今年が検討の熟度は高いと、10年前に

比べてもね。そういうようなものも含めて、スケ

ジュールの問題も計画どおりにちゃんといっている

し、そして、この内容についてもちゃんと熟度高い
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し、あとは国の総点検の結果が出るのを待っている

と、それからやっていくっていうことを明確にされ

たので、この事業について、あえて知事に聞く必要

はない、答弁も明確になされたと思います。

以上です。

○又吉清義委員長 ほかに反対の意見はありません

か。

（「意見なし」と呼ぶ者あり）

○又吉清義委員長 意見なしと認めます。

以上で、要調査事項に係る提起理由の説明と反対

意見の表明を終結いたします。

休憩いたします。

（休憩中に、要調査事項の必要性及び整理等

について協議した結果、ワシントン駐在員

活動事業費について及び新たな振興策の推

進に対する考え方についてを報告すること

で意見の一致を見た。）

○又吉清義委員長 再開いたします。

要調査事項につきましては、休憩中に御協議いた

しましたとおり報告することといたします。

休憩いたします。

（休憩中に、特記事項の取扱いについて事務

局から説明があった。）

○又吉清義委員長 再開いたします。

特記事項について御提起が各委員からありますバ

ス、タクシー等の公共交通に対する支援を強化する

ことという特記事項を報告することに御異議ありま

せんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○又吉清義委員長 御意義なしと認めます。

次に、お諮りいたします。

これまでの調査における質疑・答弁の主な内容を

含む予算調査報告書の作成等につきましては、委員

長に御一任願いたいと思いますが、これに御異議あ

りませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○又吉清義委員長 御異議なしと認めます。

よって、さよう決定いたしました。

なお、予算調査報告書は、３月17日 水曜日 午

前９時までに予算特別委員に配付するとともに、タ

ブレットに格納することになっています。

また、予算特別委員が、調査報告書に関して常任

委員長に対し質疑を行う場合には、同日17日水曜日

の午後３時までに政務調査課に通告することになっ

ております。

予算特別委員の皆様は、３月17日 水曜日に各常

任委員会の調査報告書を御確認いただき、もし、各

常任委員長への質疑を行う場合は、同日の午後３時

までに政務調査課へ通告書を提出するよう御対応を

お願いいたします。

以上で、本日の日程は全て終了いたしました。

次回は、３月22日 月曜日 午前10時から委員会

を開きます。

委員の皆さん、大変御苦労さまでした。

本日の委員会は、これをもって散会いたします。
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